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 第 1 章 緒言 
 
1.1 研究の目的 
 近年、環境に優しい車づくりにおいて車両軽量化の重要性から自動車の燃費改善が行われ
ている。また、トラックでは車両重量を軽減できれば積載量が増加するため、結果として CO２
の削減に貢献することになる。車両の軽量化は車体側重量（ばね上）と車輪側重量（ばね下重
量）、すなわち足回り部品の軽量化が必要とされ、ばね下（足回り部品）軽量化は操縦安定性
や乗り心地の向上にも繋がるメリットがあることから、より重要とされる 1,2)。その中で、サスペ
ンション部品に注目すると、近年の荷台振動低減の更なる必要性の増大により、エアサスペン
ション化が進んできた。そこでリンク系部品を支持するための大物複雑形状のロッドブラケット、
サポートビームなどの構造体が必要になる。図 1-13)に示すように、これら全重量の 43%に、
強度、靭性、生産性、コストに優れる球状黒鉛鋳鉄材（FCD 材）が使用されている。この部分
で新材料開発による軽量化が行えばその効果は大きく、他の鋳造、鍛造部品にも展開でき
る。 
このような背景において、足回り部品の多くは薄肉設計による軽量化が求められ、 引張強
さが 600～800MPa の高強度材のみならず、衝突時安全性の観点から高い延性（伸びが
10%以上）を同時に兼ね備える、いわば高強度・高延性球状黒鉛鋳鉄材が求められている。 
一方では、自動車産業をはじめ多くの産業において、騒音や振動に対する関心が高まり、
それらに対する規制や条例などがますます厳しくなる傾向にあり、その対応として減衰能の高
い鋳鉄材料の開発が求められている。 
本研究では、上記の社会的ニーズを受けて、自動車もしくは産業車両分野に使用される球
状黒鉛鋳鉄材及び片状黒鉛鋳鉄材（FC 材）の高機能化に関する研究を通じて、それらの高
機能材料の開発及び実用化を目的とする。 
具体的な目的として、以下の三つに構成される。 
本研究の第一の狙いとして、足回り部品の軽量化に貢献できるよう、引張強さが 800MPa 
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図 1-1 大型トラックリヤサスペンション全重量に占める FCD 材部品の重量比率 
 
 
以上、伸びが 10%以上の高強度・高延性球状黒鉛鋳鉄材を開発することを目的とする。 
本研究の第二の狙いとして、パーライト基地の形態に注目し、基地組織を層状以外の形態
（例えば、2 次元的には球状又は粒状で、立体的には繊維状）に制御することにより、高強度
（引張強さ 600MPa 以上）で、伸びが 20%以上の高延性球状黒鉛鋳鉄材を開発することを目
的とする。 
本研究の第三の目的としては、片状黒鉛鋳鉄材の高機能化として、商用車などに使用され
るブレーキ部品本来の機能（例えば、良好な効きや耐ヒートクラック性・耐摩耗性など）を具備
したうえ、高減衰性と実用的な強度を兼ね備える高機能（ブレーキ鳴きが生じない）ブレーキ
材を開発することを目的とする。 
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1．2 研究の方針 
 本研究は、以下の方針により鋳鉄材料の高機能化を行う。図 1-2 に本論文の具体的な構成
を示すとともに、以下に概略を説明する。 
 第 1 章 「緒言」では、本研究の背景として、地球規模の環境問題を解決するにあたって、自
動車足回り部品の軽量化ニーズ、また騒音や振動対策に対して、本研究の目的と意義を記述
する。また、本研究の概略と方針について述べる。  
第 2 章 「従来の研究」では、本研究に関わる従来の研究について、鋳鉄材料の特徴およ
び基本的な特性を理解するために、鋳鉄の全般について記述する。すなわち、片状黒鉛鋳鉄、
球状黒鉛鋳鉄などの歴史や定義及び分類、特性、用途など鋳鉄全般について触れておく。次
に、片状黒鉛鋳鉄及び球状黒鉛鋳鉄の高機能化に欠かせない黒鉛形態及びマトリックスを制
御する際、その理論的裏付けとなる片状及び球状黒鉛鋳鉄の凝固について、更には鋳鉄の
凝固を理解する基礎となる共晶凝固の基礎について記述する。ここでは、従来の研究報告を
系統的に調査し、本研究の課題を解決するアプローチ方法を明確に示す。 
第 3 章 「過共晶片状黒鉛鋳鉄の機械的性質に及ぼす合金元素及び試験片肉厚の影響」
では、本章と次章は過共晶片状黒鉛鋳鉄の高機能化に関する研究について記述する。まず、
従来の研究結果を勘案し、その強度に及ぼす合金元素の影響について調査する。合わせて
その機械的性質に及ぼす試験片肉厚等の影響をも調査する。具体的には下記について述べ
る。これらにより実用的な強度を確保する。 
1） 過共晶片状黒鉛鋳鉄の機械的性質に及ぼす C（CE），Mn（ex-Mn）※，Cr，Mo，Ni など
の影響   
   ※：過剰 Mn ともいい、通常は、ex-Mn% = Mn% - 1．7S% で示される。 
2） 過共晶片状黒鉛鋳鉄の機械的性質に及ぼす試験片肉厚・鋳型ばらし条件の影響 
第 4 章 「過共晶片状黒鉛鋳鉄の減衰特性に及ぼす黒鉛形状とマトリックスの影響」では、
第 3 章の結果を受けて、実用強度を確保した上で、過共晶片状黒鉛鋳鉄の減衰特性を最大
限に向上させるため、減衰能と黒鉛形状及びマトリックスの関係をさらに調査し、最適材料を 
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図 1-2 本論文の各章と主要な内容構成 
 
第4章「過共晶片状黒鉛鋳鉄の減衰特性に
及ぼす黒鉛形状とマトリックスの影響」
　第3章の結果を受けて、実用強度を確保
した過共晶FCの減衰能と黒鉛形状及びマト
リックスの影響をさらに調査し、その関係を
明らかにする。
第7章　「製造方法の確立と実機への適用」
　FCD材では、品質工学手法により量産材を開発し、足回り部品への適用を実現する。
　FC材では、主要成分と型ばらし条件を変化させた組合せ実験により実用強度と
　　減衰性を両立するブレーキ部品の量産工法を確立し、実機への適用を実現する。
第1章「緒言」
背景　環境にやさしい自動車づくりの中、鋳鉄部品の軽量化ニーズまたは騒音・振動の
低減などから鋳鉄材料の高機能化が求められる。
研究の目的　FCD鋳鉄の高強度・高延性化に関する研究により商用車の足回り部品の軽
量化、又実用強度を具備したFC鋳鉄の高減衰化により鋳鉄ブレーキ材を開発
研究の方針　従来の研究を調査し、合金組成及び鋳造条件等の最適化による組織制御を
中心に各種実験を進める。最終的に製造工法を確立し、実機への適用を図る。
第2章「従来の研究」
　鋳鉄の歴史・定義・分類・特性・用途など全般について
　片状黒鉛鋳鉄及び球状黒鉛鋳鉄について
　鋳鉄の凝固及びその基礎となる共晶凝固の基礎について
　   記述する。本研究の課題を解決するアプローチ方法を明確に示す。
第5章「球状黒鉛鋳鉄の機械的性質に
及ぼすSi,Mn,Cu,Ni,Sの影響」
　鋳放し法で各合金組成や冷却条件な
どの影響を調査することにより、高強度・
高延性FCD材の最適合金組成を明確にする。
第6章「球状黒鉛鋳鉄の基地組織、機械
的性質に及ぼす熱処理の影響」
熱処理条件とパーライト形態変化を解明し、
組織遷移機構を考察する。
 　機械的性質と熱処理組織の関係を解明し、
高延性が可能な熱処理組織とその熱処理条件
を明らかにする。伸び20%高延性材の合金組成、
組織制御等の指針を得る。
第3章「過共晶片状黒鉛鋳鉄の機械的性質に及
ぼす合金元素及び試験片肉厚の影響」
　過共晶片状黒鉛鋳鉄の機械的性質に及ぼす
　　　C（CE），Mn（ex-Mn），Cr，Mo，Niなどの影響
 　過共晶片状黒鉛鋳鉄の機械的性質に及ぼす
　　　試験片肉厚・鋳型ばらし条件の影響
第8章「総括」
　本研究を総括し、各章で明らかにした研究成果をまとめて示し、その有用性について述べる。
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明らかにする。 
第 5 章 「球状黒鉛鋳鉄の機械的性質に及ぼす Mn,Cu, Ni,Si,S の影響」では、本章以降は
球状黒鉛鋳鉄の高機能化に関する研究結果について記述する。先ず、鋳放し法（熱処理は使
用しない）による検討を実施する。軽量化に求められる球状黒鉛鋳鉄材の特性は高強度のみ
ならず、延性（伸び）の低下をできるだけ避ける。すなわち、強度と伸びのバランスを最適化す
ることが重要である。そこで、基礎的な調査として、化学組成が球状黒鉛鋳鉄材の機械的性
質に及ぼす影響を調査し、最適合金設計を行う。この場合、マトリックス中のフェライト量と強
度及び伸びの関係に注目し、パーライト促進元素である Mn,Cu と、固溶強化元素である Ni,Si
などによるフェライト強化及びパーライト緻密化による高強度化を図る。それとともに、トレード
オフの関係にある強度と伸びの関係において、強度の向上に対して伸びの減少が比較的少
ない合金元素を見つけ、その添加量を最適化する。更に、黒鉛粒数とフェライト量の関係、ま
た機械的性質との関係を調査し、最適化を図る。最終的には、生産ラインで管理し易い合金
組成を明らかにし、足回り部品の軽量化に貢献できる引張強さが 800MPa 以上、伸びが 10%
以上の高強度・高延性球状黒鉛鋳鉄材を開発する。  
第 6 章 「球状黒鉛鋳鉄の基地組織、機械的性質に及ぼす熱処理の影響」では、5 章の高
強度材の伸びをさらに向上させるために、熱処理条件による検討を実施する。まず熱処理に
よるパーライト形態の制御方法やその機械的性質への影響を検討する。またそのパーライト
の組織を支配する要因を明確にする。これより、高強度・高延性化可能な組織及びその具体
的な熱処理条件に関する知見を得ることを目的とする。 
次に、5 章で鋳放し条件の最適化検討の結果により得られた幾つかの試作材を用い、高延
性化が可能な熱処理条件を施すことにより本研究の第 2 の課題である強度 600MPa以上で、
伸び 20%の高延性球状黒鉛鋳鉄材の開発指針を提案する。 
第 7 章 「製造方法の確立と実機への適用」では、これまでの章で行った合金組成及び鋳
造条件の最適化により得られた新知見を踏まえ、製造コストを意識しつつ、品質上のばらつき
が少ない量産工法を確立する。その上、高強度・高延性 FCD800 材では、エアサスペンション
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部品であるロッドブラケット、サポートビームへの適用、また片状黒鉛鋳鉄材では、高減衰能ブ
レーキ部品としての実用化を果すことである。  
具体的には、高強度・高延性球状黒鉛鋳鉄材では、第 5 章の鋳放し材に関する研究成果を
鑑み、品質工学手法による材料特性のばらつきが少ない量産材の開発を行い、トラック用エ
アサスペンション部品であるビームとハンガーブラケットの軽量化設計に適用し、量産化に成
功した例を記述する。 
また、第 6 章の最適熱処理の検討結果を受けて、エアサスペンション部品であるロアアーム
として最適な材質とその熱処理条件を明らかにし、具体的に提案する。 
一方、実用強度を具備した高減衰片状黒鉛鋳鉄材では、第 3,4 章の研究成果を応用して、
量産ラインの型ばらし時間の制約を考慮した化学組成、型ばらし条件等を網羅した組合せ実
験により、製品機能を満足する強度及び減衰特性と化学成分などの関係を明らかにする。こ
れより確立された製造工法で、産業車両フォークリフト用減衰ブレーキドラムに適用し、実用化
した事例について述べる。 
第 8 章 「総括」では、本研究を総括し、各章で明らかにした研究成果をまとめて示し、その
有用性及び実際の成果について述べる。 
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第 2 章 従来の研究 
 
 
2.1 鋳鉄の歴史 1,2)、定義、分類、用途 
鋳鉄は歴史的にみればきわめて古くから存在する金属材料である。鉄は紀元前 3500 年頃
に発見されて以来、紀元前 2800 年には古代アッシリヤ人が砂鉄を原料とし、木炭を燃料とす
る方法で鉄製の小刀や鋸を製作する技法を開発した。その後ヨーロッパ本土に伝わり、ギリシ
ャでも大規模に行われていた。紀元前 200 年頃、中国で最初に鋳鉄鋳物がかまどやストーブ
に用いられるようになった。しかし、鋳鉄鋳物が工業的に、主として機械部品に多く使われるよ
うになったのは、鉄を作る目的で高炉のようなものが出現した 14 世紀以降であろう。これは
1311 年にドイツのライン地方にできた炉が最も古く、この技術は直にヨーロッパ中に広まった
1,2)。 
日本においても鋳物の歴史はきわめて古く、鋳鉄鋳物については河内鋳物、佐野鋳物、山
形鋳物、川口鋳物などがあるが、明確な記録はあまり残されていない。工業用鋳物としてみる
べきものが起こったのは明治の後半以降といってよいであろう。 
鋳鉄は、鋼と同様に鉄（Fe）と炭素（C）との合金であり、図 2-1 の Fe-C 系複平衡状態図上
で、オーステナイトの最大炭素固溶限 2.0mass%(以下は単に％で表示する)以上の炭素を含
有するものを鋳鉄、2.0%以下を鋼として分類している。鋳鉄は C 以外に、C の黒鉛化を促進
する珪素（Si）のような合金元素や、マンガン（Mn）、りん（P）、硫黄（S）などの合金元素も含ま
れており、複雑な多元系合金であるが、基本的には Fe-C-Si 系合金として取り扱われる。 
鋳鉄の分類 3)は上記の鋼に対して広義的な場合の鋳鉄という分類のほか、狭い意味で鋳鉄と
呼ぶ場合は、可鍛鋳鉄や球状黒鉛鋳鉄に対して単にねずみ鋳鉄(片状黒鉛鋳鉄)を指すこと
が多い。詳細は表 2-1 に示すように、鋳鉄の名称は多種多様であって、同じ名称を人によって
異なって使用することがある。鋳鉄の黒鉛形状は現在では図 2-2 のように分類されており、形
態Ⅰが片状、形態Ⅵが球状黒鉛に相当する。 
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図 2-1 Fe-C 系状態図 
 
 
表 2-1 鋳鉄の分類と名称 
 
 
 
 
 
 
鋳　鉄
白鋳鉄（白銑，チン，チンチン，チル）
斑鋳鉄（斑銑，モットル，斑黝銑）
片状黒鉛鋳鉄（ネズミ銑，ヅク，灰銑，灰鋳銑，ネズミ鋳鉄）
球状黒鉛鋳鉄（ノデュラー鋳鉄，ダクタイル鋳鉄，延性鋳鉄，粒状鋳鉄）
可鍛鋳鉄（マレアブル）
チル鋳鉄（冷硬鋳物，チルド鋳鉄）
広義の
鋳　鉄
狭義の
片状黒鉛
普通鋳鉄（強靭鋳鉄を含む）
合金鋳鉄（特殊鋳鉄）
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球状黒鉛鋳鉄 4,5)とは、鋳鉄溶湯に適当な処理を行い、黒鉛を球状化させた鋳鉄を指す。
基本的には、ねずみ鋳鉄となるべき溶湯に Mg、Ca、Ce、などの球状化元素、またはこれらを
含む合金を添加し、フェロシリコンやカルシウムシリコンなどで接種を行い、鋳放しで球状黒鉛
を晶出させた鋳鉄である。球状黒鉛鋳鉄（Spheroidal graphite cast iorn） は、ダクタイル鋳
鉄（Ductile cast iron）、または、ノジュラー鋳鉄（Nodular cast iron）と呼ばれることもある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-2 黒鉛粒の形状分類図（JIS G 5502-1995） 
 
球状黒鉛鋳鉄は 1948 年 5 月、米国鋳造協会（AFS）の大会において発表された 2 論文に
より実用材料として公表された。すなわち英国の H.Morrogh6)、また、米国の A.P.Gagnebin 
と K.D.Millis7)の発表である。 
当時の日本では、鋳鉄の引張強さは 350MPa 程度（勿論伸びはほぼ 0%であった）が最高
であった。これに対して、上記公表された球状黒鉛鋳鉄材料は数%以上の伸びと 400MPa 以
上引張強さのある鋳鉄が得られたという発表は全く革新的で、ただ驚くより他はなかった。 
Mg 添加による球状黒鉛鋳鉄の製法特許が 1951 年（昭和 26 年）に日本に公開になった。
出願人は Canadian Product Ltd.で、特許公報 昭 26-6706 である。日本ではこの特許権の
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管理が International Nickel 社にて行われ、限られた会社にのみ製造が許された。その後、
Mg を使用しない球状黒鉛鋳鉄の製法を求めて日本でも研究が進められた。それらの詳細は
技術図書 4,5)に記述されている。 
当社も、この球状黒鉛鋳鉄発見の直後から、その材料の優秀性に着目し、1949 年から導
入実験を開始し、1955 年 International Nickel 社（INCO 社）との技術提携を経て、1959 年、
日本における先駆者として本格生産に入った。 
日本の鋳物の最近の生産量 8)は 2007 年を例にとると、合計 696 万トンである。材質別に内
訳を示すと、銑鉄鋳物（片状黒鉛鋳鉄、球状黒鉛鋳鉄及び可鍛鋳鉄の合計）が 490 万トンで
全体の 70%を占め、次いでダイキャストが 116 万トン（16.6%）、鋳鋼 29 万トン（4%）、アルミ
ニウム合金鋳物 43.4 万トン（6%）、銅合金鋳物 10.6 万ドン（1.5%）となっている。銑鉄鋳物が
圧倒的な比率を占めているのは、この材料が比較的低価格、高強度であることに加え、他の
金属にない良い鋳造性を有することにある。また、その主原料は鋼スクラップであり、優れたリ
サイクル性を持つ金属材料である。銑鉄鋳物の用途は、60%が輸送機器用（うち自動車が
54%・その他用が 6%）、18%が産業機械器具や金属工作・加工機械用、8.5%が上下水道用
鋳鉄管、9%が一般・電気機器用、その他が 4%となっている。従って、自動車関連が鋳鉄用
途の半分以上を占めている。自動車ではエンジン部品、シャシー部品に多用されており、自動
車の主要部位を構成している。 
 
2.2 片状黒鉛鋳鉄に関する従来の研究 
片状黒鉛鋳鉄は、低コストで良好な切削性、耐摩耗性、減衰能などを有し、引張強さは JIS 
G 5501 規格の 1 種～6 種で、FC100～FC350 と、引張強さで 100 から 350MPa の 6 段階
に分けられている。この他にも、合金鋳鉄に関しては別の規格がある。鋳鉄の特性は主として
化学組成、鋳造条件などの影響を受け、黒鉛及び基地組織の変化により大きく変わることが
知られている。その特性に及ぼす諸因子の影響について記述する。 
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2.2.1 片状黒鉛鋳鉄の組織の主な分類 
鋳鉄の組織は黒鉛組織と基地組織に大別され、鋳鉄の物理的性質・化学的性質・機械的
性質はこの両組織の組合せによるところが大きい。片状黒鉛鋳鉄の黒鉛組織は化学成分、
溶解履歴および凝固時の冷却速度などの影響を受け、図 2-3 に示す形状の黒鉛が A～E 型
の五つの形態と、表 2-2 に示す 1～8 番の８つの大きさに分類されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-3 片状黒鉛の分類 〔ASTM A247〕 
 
 
一方、基地組織は、凝固後の冷却速度や合金元素含有量、熱処理によってフェライト、パー
ライト、オーステナイト、マルテンサイト、ベイナイトなどの種種がある。特殊な合金元素を添加
せず、熱処理を施さない限り、通常はフェライト、パーライトあるいはこれらの混在組織となる。 
 
2.2.2 片状黒鉛鋳鉄の強度に対する CE 値、Sc 及び鋳物肉厚の影響 
片状黒鉛鋳鉄の引張強さは CE（炭素当量）※及び鋳物肉厚、鋳造条件など（冷却速度）の
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影響により大きく変化する。図 2-4 に各種鋳鉄の引張強さと CE 値の関係を示す。片状黒鉛鋳
鉄は球状黒鉛鋳鉄や CV 鋳鉄と異なり、強度は CE 値で決まる 9)。 
※：炭素以外の合金元素を炭素量に換算し、合計した値である。 
図 2-5 には片状黒鉛鋳鉄の強度と黒鉛組織及び Sc（炭素飽和度）の関係を示す。Sc は鋳
鉄の化学組成を共晶組成との対比で、共晶度を示す尺度であり、炭素飽和度と呼ばれ、Sc
が 1.0 は共晶組成であることを示す。ここで、Sc と CE は鋳鉄の化学組成と次の関係にある。 
 
Sc =C % / （4.32%－Si %/3.2）  ・・・・・・・・   （2-1） 
CE = C %＋1/3（Si%＋P %）    ・・・・・・・・   （2-2） 
 
図 2-5 中での RG は成熟度と呼ばれ、引張強さの化学組成に対する相対値である。昔から
片状黒鉛鋳鉄の化学組成に依存する標準的な強度は RG が 100％とされ、炭素飽和度 Sc
の関数で評価されてきた 10)。CE=4.3 %が Sc =1.0 になるので、Sc と CE 値は同じ意味合い
である。 
Patterson は直径 30mm 丸棒試験片で、炭素飽和度 Sc と標準的な引張強さ σn（kgf/mm
２）の関係を求め、Jungbluth の関係式（2-3）を下に、成熟度 RG を式（2-4）のように定義した。
ここで鋳鉄の試験片で求めた実際の引張強さを σt 、化学組成より求めた引張強さを σn として
いる。すなわち、RG は標準的な強さと実際の強さの比、と考えればよい。 
 
σn = 102-82.5 Sc [MPa]  ・・・・・・・・・・   （2-3） 
RG = σt /σn ×100  [%]   ・・・・・・・・・・   （2-4） 
 
鋳鉄ではScあるいはCE値が高いほど凝固温度が低下し、ひけが減少することが知られて
いる。従って、目的とする強度を得るには成熟度 RG が大きいほど鋳造性はよくなる。この指
標が RG である。このような理由により、一般的には RG の大きい鋳鉄ほど良い鋳鉄とされて 
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図 2-4 各種鋳鉄の機械的性質と CE 値の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-5 片状黒鉛鋳鉄の強度に及ぼす黒鉛組織と炭素飽和度の影響 
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いる。 
一方、片状黒鉛鋳鉄の強度の鋳物肉厚依存性（これを肉厚感受性と言う）に関しては昔か
ら Jungbluth らのデータが著名であり、これを鋳物便覧 11)より図 2-6 に示す。しかし、このデ
ータはあまりにも古く、Czikel の図 2-7 や、大和田野や水野らの図 2-8 が鋳物便覧 11)に掲載
されている。特に図 2-8 では、接種により肉厚感受性が改良されること、その効果は Ca-Si 接
種で著しいこと 12)などが知られている。 
この点に関して中江ら 13)は肉厚 180mm の鋳物で内部での強度分布を調べ、図 2-9 のよう
な結果を報告している。従来の肉厚感受性は丸棒鋳物の中心部から試験片を採取している
が、表層部での強度は内部に比べて著しく高いことを報告している。しかし、硬さ測定の結果
ではこのような傾向は認められていない。今後、さらにこれらのデータを積み重ねて、鋳物の
よさを広めることが重要であろう。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-6 片状黒鉛鋳鉄の引張強さと炭素飽和度,鋳物肉厚の関係 
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図 2-7 各種片状黒鉛鋳鉄の強さと鋳物肉厚の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-8 片状黒鉛鋳鉄の引張強さに対する鋳物肉厚と接種の影響 
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図 2-9 片状黒鉛鋳鉄の肉厚感度 
 
 
2.2.3 片状黒鉛鋳鉄の組織に及ぼす接種の影響 
鋳鉄の強度を改良するため、鋳込み直前に少量の合金を溶湯に添加して組織の改善を図
るのが接種（inoculation）である。接種は黒鉛核物質を発生させる処理である。接種剤として
はフェロシリコン（Fe-Si）、カルシウムシリコン（Ca-Si）など黒鉛化接種剤が一般的であるが、
そのほか Cr,Mn,Ti,Zr,Mo,Ni などと Si を合金化させたパーライト安定化接種剤、あるいは黒鉛
を用いることもある 14)。接種効果とは、化学成分を殆ど変化させずに鋳鉄の性質を改良するこ
とができる点である。その理由としては D 型黒鉛（共晶状黒鉛あるいは過冷黒鉛ともいう）が
消失し、方向性のない均一で良好な A 型黒鉛を生じ 14-17)、セメンタイトの析出がなくなり、均一
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なパーライト組織となる 14),18,19)。また共晶セルの核生成を促進する 16),20) などが挙げられてい
る。 
 Wallace ら 21)が炭素当量と共晶セル数について報告した結果を図 2-10 に示す。これによる
と、接種しない場合は炭素当量 4.0%付近で共晶セル数が最も多いが、炭素当量をこれより増
やしても減らしても共晶セル数は減少するとしている。フェロシリコンで接種すると共晶セル数
は増加し、低炭素当量の場合はセル数が更に増加する。五十嵐ら 22)も Si を含まない 2.3%、
3.2%、4.0%C の溶湯に接種し、冷却曲線を調べた結果、接種により共晶温度は上昇し、低炭
素の場合は特に著しいと報告し、Wallace らの結果と一致している。 
接種の効果は黒鉛化凝固を促進し 16,17),22,23)、チル発生を少なくし 19,20),24,25)、鋳物に肉厚
による差がある場合に均一性を拡大する 14),26)。このように、接種効果は組織の変化として現
れ、鋳鉄の強度が大きく向上する 27)。接種による機械的性質の改良例としては図 2-11 19)の
ように示されている。いずれにしても、接種により機械的性質が向上し、特に炭素当量が低い
ほど接種効果が著しいことがわかる 28)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-10 鋳鉄の共晶セル数に及ぼす炭素当量と接種の影響 
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図 2-11 片状黒鉛鋳鉄の引張強さと炭素当量と接種の関係 
 
 
2.2.4 片状黒鉛鋳鉄の減衰能に関する従来の研究 
（1）  減 衰 能 の定 義 、表 示 法 及 び測 定 法  
任 意 の物 体 を外 部 から加 振 し（エネルギーを与 えた後 ）、そのままの状 態 で放
置 すると、エネルギー供 給 がなければ次 第 に減 衰 し、最 後 には静 止 状 態 に達 する。
この現 象 を物 体 の減 衰 能 と呼 ぶ。  
一 般 の金 属 材 料 の減 衰 能 を表 すには固 有 減 衰 能 SDC（speci f ic damping 
capaci ty）を用 いることが多 い。SDC とは物 体 の振 動 1 サイクルあたりのエネルギ
ー損 失 率 （△W /W）である。金 属 材 料 の減 衰 能 を示 す値 には、このほかにも内 部
摩 擦 （Q－ 1）や対 数 減 衰 率 （δ）が用 いられてきた。Q－ 1 とは強 制 振 動 による共 振
曲 線 の半 値 幅 から求 められており、δは振 幅 の自 由 減 衰 曲 線 より求 められ、対
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数 減 衰 率 （ logar i thmic decrement）とも呼 ばれている。また Q－ 1 は損 失 係 数 η
と言 われることもある。これらの変 換 は次 式 により簡 単 に行 うことができる 2 9 , 3 0 )。  
 
    SDC（％）=｛1－exp（－2δ）｝×100  ・・・・・・   （2-5）  
    δ=πQ－ 1=πη  
 
 減 衰 能 の実 際 の測 定 方 法 としては、一 般 的 に金 属 材 料 の弾 性 係 数 の測 定 に
も用 いられる共 振 法 が広 く利 用 されている。共 振 法 とは機 械 的 または電 気 的 方
法 で試 験 片 に強 制 振 動 を与 え、減 衰 能 と同 時 に共 振 周 波 数 から弾 性 係 数 を計
算 することもできる方 法 を言 う。これらは、与 える強 制 振 動 が縦 、横 及 びねじり振
動 により大 きく三 つの共 振 法 に分 類 される。縦 及 び横 振 動 の共 振 周 波 数 から E
（ヤング率 ）が、ねじり振 動 の共 振 周 波 数 から G（せん断 弾 性 係 数 ）を求 めること
ができる 3 1 )。   
図 2-12 に  鋳 鉄 の対 数 減 衰 率 の測 定 に用 いられる共 振 周 波 数 による測 定 装
置 例 3 2 )を示 す。この測 定 方 法 は JIS G0602-1993 の制 振 鋼 板 の振 動 減 衰 特 性
試 験 方 法 3 3 )に類 似 する。この装 置 は、基 本 的 には駆 動 回 路 と検 出 回 路 により構
成 され、空 気 による減 衰 を避 ける目 的 で、真 空 中 で測 定 することが多 い。しかし、
鋳 鉄 のように減 衰 能 が大 きい材 料 では大 気 中 で測 定 を行 ってもその値 に大 差 は
ない。  
測 定 方 法 は 2 本 吊 りの自 由 端 横 振 動 法 である。試 験 片 は細 線 で基 本 振 動 の
節 の位 置 で吊 るす（1 次 振 動 モードの場 合 、0.224L、ここで L は試 験 片 長 さであ
る）。試 験 片 の一 端 を加 振 用 マグネットで加 振 （共 振 点 で振 動 させ）し、振 動 が定
常 状 態 に達 した時 点 で、駆 動 入 力 を断 って自 由 振 動 減 衰 させる。この際 、振 幅 を
他 端 に設 置 した非 接 触 変 位 計 により検 出 し、ＦＦＴアナライザーに取 り込 み、対 数
減 衰 率 δを測 定 する。減 衰 波 形 の最 初 の振 幅 Xo、n 番 目 の振 幅 Xn とすると、  
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（2-6）式 により対 数 減 衰 率 δを求 める。  
 
δ＝ ln（X0/Xn） /n   ・・・・・・・・・・  （2-6）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-12  減 衰 能 の測 定 装 置 及 び測 定 方 法 （板 状 試 験 片 ）3 2 )  
 
 
 
鋳 鉄 の対 数 減 衰 率 はひずみ振 幅 εm a x  に依 存 する特 徴 がある 3 4 )。ひずみ振
幅 10- 5 で測 定 した S45C、FCD450、FCV420、FC250 及 び高 減 衰 ねずみ鋳 鉄
（FC150 相 当 材 ）の各 材 質 の減 衰 波 形 例 を図 2-13 に示 す 3 2 )。  これより、片 状
黒 鉛 鋳 鉄 の減 衰 が他 の材 料 に比 べて著 しく大 きいことがわかる。  
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図 2-13  各 種 材 料 の減 衰 波 形  
 
 
（2）  減 衰 能 と炭 素 当 量 及 び組 織 の関 係  
a） 炭 素 当 量 と減 衰 能  
鋳 鉄 、とりわけ片 状 黒 鉛 鋳 鉄 （以 下 FC と称 す）の機 械 的 性 質 は炭 素 当 量
（CE）と密 接 な関 係 があり、減 衰 能 もその例 外 ではない。一 般 的 に FC の減 衰 能
は図 2-14 に示 すように、CE が増 加 するとともに増 大 する傾 向 を示 す。特 に共 晶
成 分 付 近 で急 激 に増 大 し、その後 は漸 次 飽 和 する 3 4 )。このような関 係 は図 2-4
及 び図 2-11 に示 す CE と引 張 強 さの関 係 を合 わせてみると、減 衰 能 は強 度 とは
トレンドオフ関 係 にある。  
 22
b） 黒 鉛 組 織 と減 衰 能  
鋳 鉄 の減 衰 能 は FC、FCV（バーミキュラ黒 鉛 鋳 鉄 或 いは芋 虫 状 黒 鉛 鋳 鉄 ）、
FCD の順 に減 衰 能 が大 きく低 下 する。これは鋳 鉄 材 料 に特 有 の黒 鉛 組 織 の形
態 （量 、形 状 ）に関 係 する。黒 鉛 形 状 が片 状 から芋 虫 状 、球 状 になるにつれて減
衰 能 は大 幅 に低 下 する。更 に図 2-15 に示 すように、片 状 黒 鉛 鋳 鉄 でも黒 鉛 の形
態 により減 衰 能 が大 きく異 なる 3 5 )。  
c） 基 地 組 織 と減 衰 能  
基 地 組 織 の減 衰 能 に対 する影 響 に関 しては、同 じ化 学 組 成 の鋳 鉄 でも、鋳 放
し材 とフェライト化 焼 きなまし材 の減 衰 能 は大 きく異 なり、基 地 をフェライト化 するこ
とで減 衰 能 が増 加 することが知 られている 3 4 )。この傾 向 は鋼 も同 様 で、熱 処 理 で
フェライト、パーライト、ベイナイト及 びマルテンサイトに変 化 させて検 討 された事 例
を図 2-16 に示 す 3 5 )。これより、対 数 減 衰 率 はパーライト、フェライト、ベイナイト、
マルテンサイトの順 に上 昇 することがわかる。また、鋼 の場 合 には、この程 度 のひ
ずみ振 幅 では減 衰 能 は大 きく変 化 しないこともわかる。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-14  A,B,E ｼﾘｰｽﾞ材 における炭 素 当 量 と減 衰 能 の関 係 ３ ４ ）  
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図 2-15  各 黒 鉛 形 態 （A～E 型 ）の対 数 減 衰 率 及 びヤング率 に及 ぼす  
ひずみ振 幅 の影 響 3 5 )  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-16  鋼 の各 基 地 組 織 におけるひずみ振 幅 と対 数 減 衰 率  
及 びヤング率 の関 係 3 5 )  
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2.3 球状黒鉛鋳鉄に関する従来の研究 
球状黒鉛鋳鉄は片状黒鉛鋳鉄が機械的性質に劣る弱点を補い、高強度と 高 延 性
を併せ持つ以外にも、切削性、鋳造性、耐摩耗性などに優れる長所を持つことが広く知られて
いる。その用途は、主として自動車の足回りやクランクシャフト、サスペンション部品などの自
動車部品や鋳鉄管、建設機械など各種産業機械部品などに幅広く利用されている 36,37)。 
 
2.3.1 車体軽量化と高機能球状黒鉛鋳鉄 
近年、地球温暖化が年々深刻化しており、その原因の一つは CO２の排出であるとされてい
る。自動車の生産から廃車までの期間で、走行中に CO２は排出され続けており、燃費を向上
させることが CO２の排出量削減に大きく貢献することは周知の通りである。 
CO２を低減するには、ハイブリッド車や燃料電池車のような新動力の開発や、エンジンの燃
焼効率を改善する技術開発などとともに、車体の軽量化も重要なターゲットである 38)。軽量化
による燃費向上の効果を 1999 年に国内に出荷したガソリン AT 車全型式の 10・15 モード燃
費と車両重量の関係で図 2-17 に示す 39)。このデータを 100km 走行時の燃費消費量
（L/100km）に換算すると図 2-18 が得られる。このように示すと、マクロ的に見た場合、車両重
量と燃料消費量はほぼ比例関係があることがわかる 39)。ここに車両軽量化の意味がある。 
 小型乗用車の金属材料構成比の変遷を図 2-19 に示す 40)。車体重量の 8 割を金属材料で
占めており、自動車が金属材料の存在によって支えられている構図が明らかである。金属材
料のなかでも約 9 割を占める「鉄」が量的に多い事実と、ここでは示されていないが、普通鋼
が減少している一方、特殊鋼は増加傾向にある。また、アルミニウムが急増していることがマ
クロな傾向として読み取れる。乗用車に対して小型・中型トラックの場合、更に金属材料の使
用割合が高いことが図 2-20 により明らかである。球状黒鉛鋳鉄は車体のばね下で、足回り部
品に多用されている。例えばサスペンションを介して車体を支持し、ホイールを介して操舵を
行うステアリングナックルや、エアサスペンション部品であるロアアーム、ブラケットなどがある。
それらの材料は、一般的にコストと形状の自由度から鋳放しの球状黒鉛鋳鉄（FCD450）が用
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いられ、材料の高強度化により軽量化効果が高い部品とされている。 
 
2.3.2 球状黒鉛鋳鉄の特性と成分、組織及び鋳物肉厚の関係 
球状黒鉛鋳鉄は発明以来、多くの研究及び安定製造法の追求により、鋼に匹敵する強度
特性が得られている。球状黒鉛鋳鉄の引張強さ、耐力、伸びは JIS G 5502、5503、5504
によって規定されている。なお、この他にも合金鋳鉄や鋳鉄管に関しては別の規格がある。 
鋳鉄の機械的性質を決めるものは何かが、易しそうで難しい問題である。これまで多くの
研究者がこの問題に取り組み、黒鉛形態が機械的性質を決める、という点では一応の一致
を見ている。しかし、片状黒鉛鋳鉄と球状黒鉛鋳鉄の強度の差が、黒鉛の先端での応力集
中（切欠き効果や KIc ）に依存すると Thum ら 41)に論じられた考え方が現在でも生きており、
多くの論文がこの理論に基づいて鋳鉄の強度を論じている 42,43)。鋳鉄の組織では黒鉛が
あまりに明瞭に観察されるため、このような結論に到達した、と考えられる。 
しかし、次の理由から片状黒鉛鋳鉄の強度が球状黒鉛鋳鉄よりも大幅に劣るのは単に
黒鉛先端での応力集中によるものではないことが明らかになりつつある。この点に関して
Sergeant らは 44)片状黒鉛の強度は炭素当量（CE 値）で決まり、球状黒鉛鋳鉄の強さは
CE 値に依存しないこと、CV（芋虫状）黒鉛鋳鉄の場合には両者の中間となること、などを
図 2-3 のように明確に示している。これらの結果を球状黒鉛鋳鉄に適用して考えると良く理
解できる。すなわち、鋼の基地に球状黒鉛が体積率で 10%程度が分散している材料が球
状黒鉛鋳鉄である。逆に表現すれば、残りの 90%は基地であり、これが強度を決める、とい
える 9)。  
通常、鋳鉄の基地組織はフェライトとパーライトである。しかし、パーライトはフェライト基
地にセメンタイトが分散した共析組織であり、パーライトの強度（硬さ）はセメンタイトの量と
形態、それにフェライトの強度で決まる。セメンタイトの量と形態に関しては鉄鋼便覧 45)に詳
細が記述されている。 
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図 2-17 車両重量と燃費の関係（ガソリン AT 車，1999 年出荷全車型式） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-18 車両重量と 100km 当たりの燃料消費量の関係 
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図 2-19 自動車 1 台当りの各種金属材料構成比の変遷 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-20 1 台当たりの金属材料構成比較 
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フェライトの強さに対する合金元素の影響を図 2-21 に示す 46)。これより、鋳鉄の主要合金
元素であるシリコンやマンガンはフェライトの著しい強化元素であることがわかる。また、図
2-21 には示されないが、リンはベリリウムよりも強い固溶強化元素として知られている（図
2-2247)）48)。フェライト基地の鋳鉄の場合には、これら合金元素の影響を無視できないことが
わかる。 
球状黒鉛鋳鉄で最も重要な要因は黒鉛の形状であり、球に近いことが不可欠である。フェ
ライト基地鋳鉄について、黒鉛球状化率と引張強さ、伸びの関係を図 2-23 に示す 49)。引張強
さは黒鉛球状化率に比例するが、伸びは球状化率が 80%を超える付近から急増していること
がわかる。ここには記載されていないが、衝撃値はさらに球状化率に敏感であり、球状化率の
向上と共に増大することが明らかにされている 49)。 
球状黒鉛鋳鉄の機械的性質は、一般的には Mn や Cu などのパーライト安定化元素の添加
により基地組織で制御している。これに関しては、図 2-24 のような結果が報告されている 50)。
図中で複合則の値とは、球状黒鉛鋳鉄の引張強さを単純にフェライト基地とパーライト基地の
引張強さに、その体積分率を掛けて求めた値である。これらの値はほとんど一致しており、ま
さに基地組織だけで引張強さが決まっていることを明確に示している。また、図に示すように
強度 800MPa 以上を求めるにはパーライト率は 80%程度以上が必要である。さらに伸びが
10%以上に欲しい場合、パーライト率は 70%程度以下に制御する必要がある。 
機械的性質に及ぼす鋳物肉厚の影響は通常の金属材料と異にする。一般に金属材料の
強度は結晶粒度の大きさに依存する。これはホール-ペッチの式として、強度が結晶粒径のル
ートに反比例することでよく知られている 51)。すなわち、結晶粒が細かいほど材料強度は向上
する。一方で、鋳物の場合には肉厚が増すほど冷却速度は遅くなり、結晶粒は粗大化する。
鋳鉄の場合には結晶粒以外にも黒鉛形態も変化するし、最終凝固部に微細な引け巣が発生
することもある。従って、鋳鉄鋳物は機械的性質に及ぼす鋳物肉厚の影響を考慮することが
不可欠である。 
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図 2-21 純鉄（フェライト）の引張強さに及ぼす合金元素の影響 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-22 種々の Fe 合金の固溶原子量による降伏応力の増加 48) 
降
伏
強
さ
の
増
加
分
，
kg
/m
m
2
40
30
20
10
0
固溶原子濃度，at%
0 1 2 43 5 6
 30
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-23 球状黒鉛鋳鉄の機械的性質に及ぼす球状化率の影響 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-24 球状黒鉛鋳鉄の機械的性質に及ぼす基地組織の影響 
引張強さ y＝2.256X＋232.301
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球状黒鉛鋳鉄の機械的性質の鋳物肉厚依存性を図 2-2552)に示す。この肉厚依存性は一
般的に肉厚感度、あるいは肉厚感受性と呼ばれている。図よりパーライト系で肉厚感受性が
高いことがわかる。これは肉厚の増大による基地組織のフェライトの増加が大きく影響してい
る。しかし、フェライト系にも肉厚感受性があるが、その詳細な原因は明らかではない。例えば、
球状黒鉛鋳鉄特有の現象として、肉厚化に伴う黒鉛球状化の低下や、組織の粗大化が機械
的性質低下に影響しているのであろう。黒鉛球状化率の低下は大きな鋳物を作る際の問題に
なっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-25 球状黒鉛鋳鉄の機械的性質の肉厚依存性 
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2.4 共晶凝固理論及び鋳鉄の凝固 
 本節は高機能片状黒鉛鋳鉄、または球状黒鉛鋳鉄の組織制御に欠かせない鋳鉄の凝固理
論またその基礎となる共晶凝固理論の基礎について記述する。 
 
2.4.1 共晶凝固の基礎 53) 
 （1）状態図からみた共晶 
通常、金属の凝固では液相(溶湯)から１つの固相（初晶：固体）が晶出する。しかし共晶系
では液相から二つの固相が同時に晶出する。従って、共晶凝固とは、１つの液相から２つ以上
の固相が同時に晶出する現象をいう。A･B 二元系共晶の典型的な平衡状態図を図 2-26 に示
す。共晶組成の液相（L3）から固相 a3 と b3 が同時に晶出することになる。2 元系では 3 相共存
は自由度がゼロであり、共晶凝固中は温度が一定に保たれる。言い換えると、組成にかかわ
らず a3～b3 の範囲では、共晶温度は同じである。そして、凝固が完了すると液相はなくなり、
α＋βの 2 相が共存するので温度は降下する。 
共晶凝固と表面（または界面）エネルギーの関係を知ることも重要である。一般的に、物体
は表面積（正確には単位体積あたりの表面積、比表面積）を最小にするため、球形になろうと
する。ここで、図 2-27 のように大きさの異なる 2 つの球状β相がα相中に共存する状態で考
えてみる。固相αとβ相間の界面エネルギーをσαβとすると、半径ｒ のβ相の界面自由エネ
ルギーＧ（ｒ）は、半径ｒ の関数で示すと次のようになる。 
 
Ｇ（ｒ ）＝4πｒ 2σαβ   ・・・・・・・・・・・・  （2-7） 
 
通常用いられる自由エネルギーG は、本来は体積自由エネルギーGv と界面エネルギーGi の
和で示されるが、通常は Gv に比べ Gi が余りに小さいため、これが省略され G＝Gv で記述さ
れている。 
β相の１つは半径ｒ の球で、２つ目のβ相は半径無限大（ｒ ＝∞）、すなわち平滑な相とす 
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図 2-26 互いに溶解度のある A・B 二元系共晶合金の状態図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-27 大きさの異なる 2 つのβ相がα相中に存在するモデル 
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る。２つのβ相の間の界面エネルギー差⊿G（ｒ ）は次式で表されている 54)。 
 
⊿Ｇ（ｒ ）＝2σαβVｍ / ｒ  ・・・・・・・・･・・・  （2-8） 
ここで Vｍ はβ相のモル体積である。従って、ｒ が大きくなると（球は単位体積あたりの面積
が最小の形状で、その比表面積は 3/ｒ になる）、（2-8）式での過剰界面エネルギーは減少す
ることになる。すなわち、ｒ が大きくなると界面エネルギーの寄与は小さくなり、界面が平滑に
なるとｒ ＝∞であり、界面エネルギーの寄与はゼロになる。 
図2-27の状態では、2つのβ相間のエネルギー差⊿Ｇ（ｒ ）は、半径ｒ の関数として、（2-8）
式で示すことができる。そこで、小さな球では大きな球に比べて比表面積が大きく、その分だ
け過剰なエネルギー⊿Ｇ（ｒ ）を有しているといえる。このため、小さな固相（ここでは半径ｒ の
固相）は不安定になり、溶融温度は低下し、α相への B 元素の溶解度 Xｒ は半径無限大（平
滑）な場合 X∞に比べて（2-9）式のように増大する
54)。ここで ｒ の単位は nm である。 
 
Xｒ / X∞≒１＋C/ ｒ  ・・・・・・・・・・・・・・  （2-9） 
C：定数（nm）≒１ 
従って、ｒ ＝10nm では、Xｒ / X∞≒１.１になり、溶解度は約 10%増大することが分かる。こ
れらの関係を温度・自由エネルギー線図で図 2-28 に示す 55)。ここで凝固を考えるために S 相
を固相、L 相を液相とする。固相の半径をｒ とすると、２つの固相（ｒ＝ｒ と ｒ ＝∞）の自由エネ
ルギー線が液相線の自由エネルギー線と交わる点がそれぞれの固相の融点であり、両者の
融点は異なる。これが先に記述した図 2-28 の融点降下⊿T になる。その詳細は後述する。 
この⊿G（又は⊿T）の考え方を層状組織に導入すると図 2-29 が得られる。このように、組
織の大きさ（ここではβ相の厚さ S または半径ｒ ）が状態図（ここでは平衡温度と共晶組成）に
影響することがわかる。平衡状態では凝固速度はゼロであり、実際に凝固が進行するために
は更なる過冷が必要になる。この過冷度と凝固速度関連の詳細は中江の著書 55)に詳述され
ている。 
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図 2-28 固相・液相の温度・自由エネルギーの関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-29 共晶系での状態図に及ぼす固相の大きさの影響 
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（2）金属/金属の共晶 55) 
 金属/金属共晶の代表的な凝固組織に層状と繊維状がある。その一例を図 2-30 に示す。
ここで、a）は Al-33%Cu 合金でその凝固組織は層状であり、b）は Al-4.7%Ni 合金の凝固組織
で、繊維状である。 
鋳鉄（Fe-C-Si合金）は本来、金属/非金属の共晶であるが、それをよく理解する為にはまず
金属/金属共晶を理解しておく必要がある。とりわけ、なぜ層状と繊維状の２つの組織が形成
されるのか、その機構について記述する。層状凝固時の固液界面モデルを図 2-31 に、繊維
状凝固のモデルを図 2-32 に示す。これらの図ではα相とβ相が競って同時に成長しており、
これを競合成長という。これらの金属/金属の共晶を normal eutectic と称し、後述する金属/
非金属の共晶を anormalous eutectic と称する 55)。 
図 2-31 のモデルで層状組織を考える。 ここでα相間の層間隔 Sαとβ相の間の層間隔 Sβ
は等しいので、単に S で表す。この S を単位とした単位立方体を図のように考える。立方体の
体積は S３ であり、α/β相間の界面積は S2 で、α/β相間の界面エネルギーをσαβとすると、
この単位体積中の界面エネルギーは 2σαβ/ S になる。すなわち、S の関数である。この層状
組織モデルではβ相の体積率（d/S）が変化しても、単位体積中のα/β界面積は一定である。
しかし、試料全体を考えると、層間隔 S の減少はα/β界面積の増大を意味し、界面エネルギ
ーの増大を通じて全自由エネルギーを増大させる。 
これと同様に、凝固方向に平行に半径ｒ の円柱状繊維が配列した繊維状（棒状とも言う）組
織の凝固モデルを図 2-32 のように考えてみる。ここでもβ相の層間隔 S を基準に単位立方体
を考えると、α/β界面積は 2πｒ S となる。従って、単位体積中のα/β界面の面積は 2πｒ 
/S２と求められる。このモデルでは、β相の体積率が増加すればα/β界面積も増大する。す
なわち、β相の体積率は ｒ の関数である。これが先の層状モデルとの大きな相違である。 
これら２つのモデルで、単位体積中のα/β界面積が等しくなるβ相の体積率を求めると 1/
π＝0.32 が得られる。これが、共晶組織が層状から繊維状に変化する臨界体積率になる。し
かしながら、実際の繊維状組織の配列を良く観察すると、図 2-32 ではなく図 2-33 と見なす方 
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図 2-30 代表的な共晶組織  a） 層状、b) 棒状（繊維状） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-31 層状α/β組織の凝固モデル 
 
b)
a)
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図 2-32 繊維状共晶組織の凝固モデル-1 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-33 繊維状共晶組織の凝固モデル-2 
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がよいことがわかる。このモデルで単位体積中のα/β界面積が図 2-31 の層状モデルの場
合と等しくなるβ相の体積率は、31/2 /2π＝0.28 が得られる。 
一般的にはこの値が層状から繊維状組織へ遷移する体積率として用いられている（図
2-34）。すなわち、β相の体積率がこれ以上になると層状組織をとると全自由エネルギーは低
下するので、層状組織になるとされているが、図のように例外は多い。 
図2-30に示した組織はいわば平衡形状に近い。しかし、凝固速度が増大すると凝固組織も
変化する。図 2-35 は一方向凝固で凝固速度の影響を考えた場合の例である。図のように凝
固界面の層状組織は凝固速度により変化する 56)。 凝固速度が遅い場合にはα/β/L 界面
は平滑で、α、β相の先端は揃って液相と接し、図 2-31 に示した固液界面モデルと一致する。
これに対して凝固速度が増加すると、α相がβ相よりも先に突出（先行）する。このα相を先
行相という。更に凝固速度が増大すると、一部のα相はデンドライト形態を取り、デンドライト
間をα/β共晶組織が埋めるようになる。これに対してα相とβ相の凝固速度が同じくらいの
場合には、凝固速度の増大によりセル状組織となる。更に凝固速度が増大すると、固液界面
前方に核生成が生じ、そこからも凝固が進行する。この場合には不連続成長となり、最早一
方向凝固とはいえなくなる。 
これらの状況を鋳鉄の一方向凝固試料の縦断面での固液界面組織で図 2-36 に示す 57)。
鋳鉄は金属（Fe）/非金属（C）の共晶合金であり、金属/金属の共晶ではないが、典型的な好
例である。 
この材料は 4mm/h 以下の凝固速度では固液界面はほぼ平滑であり、8mm/h で一部にデ
ンドライトが認められる。そして、16mm/h ではセル状組織にデンドライトが認められる。これら
の状況は図 2-35 で示した 2 つの共晶凝固の形態が共存していることを示している。更に、
64mm/h の試料では不連続成長（固液界面前方で核生成、成長）が認められる。また、黒鉛
の大きさ（組織）は 16～32mm/h を境に急激に微細化しており、これが片状黒鉛鋳鉄の凝固
で述べる A 型黒鉛から D 型黒鉛への遷移である 57)。 
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図 2-34 共晶合金における第２相体積率の影響 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-35 層状凝固組織に対する凝固速度の影響 
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図 2-36  Fe-3.6%C-2%Si 合金の一方向凝固組織（縦断面と横断面）に及ぼす 
凝固速度の影響 
 
 
（3）金属/非金属の共晶 
金属の凝固形態を non-faceted（ノンファセット）と称し、非金属の凝固形態を faceted（ファ
セット）と称する。これらの一般的な凝固（固液界面）形態から記述すると、図 2-37 にように固
液界面形態をマクロレベル（mm）と、ミクロレベル（原子レベル、nm）で表示する。金属の凝固
では固液界面はミクロレベルでは粗で、マクロレベルでは平滑になる。ミクロレベルで粗でとい
うことは、固液界面は原子オーダーで乱れていることに相当する。すると、液相原子が付着
（凝固）できる場所が多く、凝固に伴う過冷は少なくなり、凝固は小さな過冷で容易に進行でき
る。従って、マクロレベルでは固液界面は平滑になる。これに対して非金属では、ミクロレベル
では平滑で、液相原子が固相に付着できる箇所（サイト）が少なくなる。正確には、平滑界面
上のステップにしか凝固（付着）できないとされている。従って、固液界面はミクロレベルで平
滑になるが、マクロレベルでは粗である。このことは１つの液相原子が凝固（付着）できる箇所
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が少なく、凝固に必要な過冷度は大きくなることを示した。 
この範囲には鋳造分野では最も重要な実用合金である Fe-C 系、Al-Si 系などが含まれる。
一般的にはこの共晶組織も 1）繊維状又は乱れた層状、2）不規則（ irregular）、3）
complex-regular の 3 通りに分類されている。 
金属/非金属（ノンファセット/ファセット）の共晶組織についての詳細検討は、Crocker と
Smith や Elliott によってなされ、図 2-38 のような結果が報告されている 55)。即ち、溶質の溶媒
への溶解エントロピーとβ相（第 2 相）の体積比により、共晶組織が決定されることを明らかに
している。 
これによると、エントロピーが 23J/mol・K 以下では normal eutectic（ノンファセット/ノンファ
セット共晶）で、それ以上ではノンファセット/ファセット共晶となり、anormalous 共晶組織にな
ること、β相の体積率が大きくなると complex-regular になり易いこと、などが示されている
55)。 
（4）競合成長（Coupled zone）56) 
金属/金属の共晶、すなわち normal eutectic と、金属/非金属の共晶、すなわち
anormalous eutectic の実際の凝固を考えるには凝固速度の概念を導入することが必要にな
る。それには競合成長（Coupled growth、協調成長とも言う）の概念が不可欠である。先に記
述した図 2-31 に示したα相とβ相が競って成長する形態は、これが通常の共晶凝固である。
すると、図 2-37 に示したように、通常、金属は凝固が容易で、その凝固速度は非金属よりも大
きくなる。別の表現を用いれば、凝固の進行に必要な過冷度が少なくて済む、といえる。 
Normal eutectic と anormalous eutectic の場合で競合成長が起こる範囲、すなわちカップ
ルド共晶成長域（Coupled growth zone）を状態図上で考える必要が生ずる。 Normal 
eutectic の場合の競合成長が生ずる範囲を図 2-39 に示す。この場合には A、B 元素共に金
属であり、凝固のし易さは等しいとすると、競合成長が起こる範囲（Coupled growth zone）は
共晶点を挟んで左右対称になる。例えば、この時の溶湯の組成を過共晶側 C０とすると、凝固
速度（または、過冷度）と晶出相の関係は図 2-40 のようになる。 
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図 2-37  金属（non-faceted）と非金属（faceted）材料の凝固界面 
と凝固温度（過冷度）の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-38 共晶凝固組織形態に及ぼす第 2 相の体積率と溶解エントロピーの関係 
（凝固速度 18mm/h） 
A ： 層状
B ： 棒状
C ： 乱れた層状
D ： 不規則片状
E ： 複雑な規則
F ： 準規則
G ： 繊維状
溶解エントロピー（J/mol･K）
体
積
率
 （
%）
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これに対して anormalous eutectic の場合には、両者の凝固のし易さの相違から、競合成
長の範囲が B（非金属）側にずれる（図 2-41）。従って、C０ が過共晶であっても、過冷度が大
きくなるとα相のデンドライト（樹枝状晶）が晶出することになる。これが球状黒鉛鋳鉄（通常は
過共晶組成を用いる）でγ相のデンドライトが観察される主因である。 
しかし、球状黒鉛鋳鉄の共晶凝固では、黒鉛は完全にオーステナイト相に囲まれ、溶湯と
は接していない。この共晶凝固は通常の共晶凝固とは異なり、分離共晶（divorced eutectic）
と呼ばれ、別に扱われている。詳細は次の球状黒鉛鋳鉄の凝固で記述する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-39  金属/金属共晶（Normal eutectic）の競合成長が生じる範囲 
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図 2-40  金属/金属共晶（Normal eutectic）で生成相の形態に及ぼす凝固速度 
（過冷度）の影響 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-41  金属/非金属（Anormalous eutectic）の競合成長域と生成相に及ぼす 
凝固速度 R の影響 
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2.4.2 片状黒鉛鋳鉄の凝固 57) 
（1）一方向核生成（One way nucleation）と鋳鉄の凝固 
一般に凝固核物質にはエンブリオ（凝固する物質の芽）との結晶整合性（格子定数の一致
度）がよいことが必要条件といわれている。この場合、核物質とエンブリオの濡れ角が小さくな
り、僅かの過冷で凝固が開始する。この現象を不均質核生成と言う。しかし、金属/非金属の
共晶では、非金属物質は金属の凝固核となり得るが、金属は非金属の凝固核とはなりえない
とする、いわゆる一方向核生成（one way nucleation）といわれる特異な現象が存在する 58-60)。
これを Fe-C 系に適用すると、黒鉛はオーステナイトの核になり得るが、オーステナイトは黒鉛
の核にはなり得ないことになる。その現象の典型例を図2-42に示す 61)。図に示す過共晶鋳鉄
の凝固組織を見てみると、矢印で示した大きな黒鉛は初晶黒鉛で、その周りはオーステナイト
で完全に取り囲まれ、初晶黒鉛からは共晶黒鉛が成長していない。すなわち、初晶黒鉛はオ
ーステナイトの核として作用し、共晶黒鉛の核としては作用していないことになる。しかし、実
際には、初晶黒鉛を取り囲んだオーステナイトの不完全部分（黒鉛が直接溶湯と接している場
所）から共晶黒鉛が成長を始め、共晶凝固が始まるのであろう。その結果として過共晶組成の
溶湯では共晶凝固時の過冷が少なくなると考えられる 61,62)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-42 過共晶鋳鉄の凝固組織（一方向核生成の例） 
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図 2-43 に鉄・黒鉛系の安定・準安定系状態図を示す。これを用いて C０ 組成の亜共晶鋳鉄
（図中 FC と表す）の凝固を考える。溶湯の温度が液相線に到達すると、図 2-44 のように初晶
のオーステナイトを晶出し、冷却曲線は変曲する（図 2-44 右図）。このオーステナイトの形態
は図 2-45 に示すようなデンドライト（樹枝状晶）と称する形態をとる。 
 この時、温度低下によりオーステナイトと液相の両組成は、それぞれ図 2-44 の矢印方向に
進み、共晶温度に到達すると、それぞれ Cγ と CEの組成になる。残液は共晶組成（CE）になる。
しかし、この場合には前述のように、オーステナイトは黒鉛の核としては作用し得ないので、更
に凝固温度は低下（過冷）する。すると、液相の組成は過共晶になる。この時に過共晶組成の
液相から直接生成した黒鉛から共晶凝固が始まる 63)。この状態を光学顕微鏡でマクロ観察し
たのが図 2-46 で、凝固の進行が a)から b)、c) の順に変化になる。 
この現象があるため通常、亜共晶鋳鉄は共晶凝固時に大きな過冷を伴うが、過共晶鋳鉄で
は共晶時の過冷が少なくなる。 
 
（2）黒鉛/セメンタイト及び黒鉛形態の A 型から D 型への遷移 
鋳鉄の凝固を記述するには、黒鉛/セメンタイト遷移及び、黒鉛形態の A 型から D 型への遷
移のメカニズムを知ることが、鋳鉄の組織制御や鋳造欠陥防止などに極めて重要である。  
先に図 2-43 で黒鉛共晶温度 TEG（1154℃）とセメンタイト共晶温度 TEC（1148℃）を示した。図
中の 6.69%C はセメンタイト（Fe３C）の炭素含有量で、その溶融温度は 1227℃とされている。
これら 2 つの共晶温度の差は僅か 6K しかなく、僅かの過冷で凝固は黒鉛系（γ＋G）からセメ
ンタイト系（γ＋Fe３C）へ変化する。これがチル化（白銑化）である。この 6K の温度差を広げる
ことができればチル化が防げることになる。この点に関しては Si に大事な役割がある。Fe-C
状態図上での Si の効果を記述しておく。図 2-44 に示した Fe-C 合金に Si を 4%まで添加した
ときの Fe-C-Si 系の状態図を図 2-47 に示す 63)。この図では黒鉛共晶温度 TEG 、共晶組成
CE 、オーステナイトへの炭素の溶解度 Cγ などへの Si 添加の影響を取り纏めて示した。これ
より、Si 添加により黒鉛共晶温度 TEG は上昇し、共晶点 CE は低炭素側に移行することがわ 
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図 2-43 鉄・黒鉛安定系状態図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-44 亜共晶鋳鉄の安定系状態図と冷却曲線の関係 
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図 2-45 鋳鉄の初晶オーステナイトデンドライト（樹枝状晶） 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-46  亜共晶鋳鉄のマクロ凝固形態と冷却曲線の関連 
a) デンドライト  b) 共晶凝固の開始時  c) 凝固終了 
a) b)
c)
温
度
, ℃
時間, s
c)b)a) 2 mm
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かる。共晶組成が変化する現象は、Si には C と同様の作用があることで説明され、その効果
は 1/3 であることが知られ、炭素当量 CE と呼ばれている。Si との関係は（2-2）式で示される。 
また、共晶組成 CE に対する Si の影響は次式で示される。 
 
       CE＝4.26-0.317Si  ・・・・・・・・・・・・・  （2-10） 
 
同様に、オーステナイトへの炭素の固溶限 Cγ に対する Si の影響は 2-11 式で表わされる。
すると、Si の増加は凝固時に生成する黒鉛量（CE－Cγ）を減少させることがわかる。この図で 
  
       Cγ＝2.11－0.217Si  ・・・・・・・・・・・・  （2-11） 
 
はセメンタイト共晶温度（レデブライト共晶とも言う） TEC に対する Si の影響は描かれていない。
そこで、菅野らの実測データを図 2-48 に示す 64)。この図から Si は TEG を上昇させ、TEC を低
下させ、よって、両者の温度差⊿TE＝TEG－TEC を広げることが分かる。 
これが Si 添加によってチル化が防止できる機構である。一方、Si の増加は共晶凝固時の黒
鉛量を減少させることを意味する 65)。したがって、鋳鉄の引け傾向への影響を論じる場合には
Si 量に注意しなければならない。 
片状黒鉛鋳鉄は一般的には亜共晶組成であり、その凝固は先に記述したように先ず、初晶
のオーステナイトを晶出し、次いで共晶凝固が始まる。凝固を論じるには 1 次元凝固速度より
も体積（3 次元）凝固速度がより重要であることは言うまでもない。しかし、一般的には、測定
の容易さから凝固速度は一次元凝固速度で示される。この一次元凝固速度は過冷度⊿T の
2 乗に比例することが知られている。鋳鉄の共晶凝固の場合、黒鉛凝固速度は黒鉛共晶温度
からの過冷度（⊿TG ）であり、セメンタイト凝固する場合にはセメンタイト共晶温度からの過冷
度（⊿TZ ）である。実際の凝固では凝固速度が増大すると過冷度の増加をもたらす。これらの
関係を Fe-C 合金系で求めた結果を図 2-4966)に示す。この図より、一定の過冷度⊿TC 以上 
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図 2-47 安定系 Fe-C-Si の 3 元状態図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-48 鋳鉄の共晶凝固温度に対する Si の影響 
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に溶湯が過冷されると、セメンタイト共晶凝固速度が黒鉛共晶凝固速度を上回り、セメンタイト
凝固することになる。しかし、片状黒鉛鋳鉄の凝固形態には黒鉛/セメンタイト遷移とともに、
黒鉛形態にも A 型黒鉛と D 型黒鉛（過冷黒鉛）の 2 種類があるとされている。すると、これら
の凝固は極めて複雑な形態を取ることになる。 
これらの関係を 図 2-50 に黒鉛/セメンタイト遷移に加えて、これら黒鉛形態に及ぼす凝固
速度の影響をまとめたものである。すなわち、一定の過冷度に到達すると A 型から D 型へと
突如として黒鉛形態を変える。さらに凝固速度が大になると過冷度の増大を招き、別の凝固
形態（セメンタイト）を取らざるを得なくなる。これは溶湯中の炭素原子が黒鉛に拡散する時間
が無くなり、隣接する鉄原子と結合するためである。すなわち、黒鉛化が不可能になり、炭素
原子が Fe3C の形態に変化するのが、急冷や急速凝固によるセメンタイト化現象である。薄肉
鋳物や冷し金によるチル化がこれに相当する。 
 
（3） 接種効果と局所凝固速度 
図 2-51 に接種によりチル深さが急激に減少し、時間と共に元に戻る（深くなって行く）ことを
示す。チル深さの急激な低下は、接種により黒鉛核物質が形成され、その結果として共晶セ
ル数が増大するためとされている。しかし、その後の保持で黒鉛核物質は消滅し始め、再びチ
ル深さは増大に転じる。この現象をフェーディングと称する。 なぜ接種でチル深さが浅くなる
かという現象に関してはその機構から考えると、接種により共晶セル数が増大し、これは共晶
セルの微細化に相当する。共晶セルの微細化によりミクロ凝固速度が遅くなるからである。図
2-50 に当てはめると、凝固速度が遅くなることは、横軸で右から左に動くことになり、チルは D
型黒鉛に、D 型黒鉛は A 型黒鉛に変わることが分かる。これが接種により、チルが減少し、黒
鉛形態が改善される（D 型⇒A 型）メカニズムである 57),61)。 
組織制御上、または鋳物の製造上、これらの現象を冷却曲線の変化から読み取ることが溶
湯性状に関しては重要である。接種前後での冷却曲線の変化をモデル的に図 2-52 に示す。
図中には TEG 、TEC 、⊿TA/D と⊿TD/C を合わせて示した。ここでの⊿TA/D は A 型黒鉛から D  
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図 2-49 鋳鉄の黒鉛/セメンタイト共晶凝固遷移に及ぼす凝固速度の影響 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-50  凝固速度の増大による黒鉛形態の変化 
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図 2-51 接種による強制チル試験片破面の変化 
 
 
型黒鉛へ遷移する過冷度で、⊿TD/C は D 型黒鉛からセメンタイトへ遷移する過冷度である。こ
の図では、接種により共晶凝固温度が上昇することで、凝固温度が⊿TA/D に到達することなく
凝固が開始・終了している。したがって、試料は全て A 型黒鉛になる。 
これに対して、元湯（無接種）では、凝固開始時は D 型黒鉛が発生し、その後、僅かに A 型
黒鉛が生成し、再び D 型黒鉛に遷移し、最終凝固部では過冷度が⊿TD/C よりも大きくなり、チ
ルが生成することがわかる。 
元湯を 1500℃で保持した場合の変化を見てみる。図 2-53 に菅野ら 64) が 3 カップ法により
得た結果を示す。図2-53に3つの冷却曲線を示している。ベースは元湯であり、これに接種し
た溶湯と Te 添加した溶湯を 3 つ同時に熱分析し、溶湯保持により元湯の共晶温度は下げ続
けることが判明している。一方で、Te 添加溶湯はセメンタイトに凝固し、その共晶温度は約
1120℃とほぼ一定で、接種溶湯の共晶温度は約 1150℃であるが、保持により僅か低下して
いることがわかる。菅野らは 64)元湯の共晶凝固温度の変化からその性状の判定を試みてい
る。勿論、共晶凝固温度が接種溶湯に近いほどよいとする判定法である。 
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図 2-52 接種・無接種溶湯の冷却曲線モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-53 1500℃での溶湯保持による溶湯性状変化の冷却曲線による判定 
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接種溶湯の共晶温度も保持により幾分低下する傾向を呈している。これは、保持により元
湯中の黒鉛核物質が減少することで、その共晶温度が低下する現象である。しかし、元湯の
黒鉛核物質の数が減少すると、例え接種でその数を増大させても、20s 保持の溶湯よりも共
晶セル数は減少し、共晶温度が低くなることも分かる。このように考えると、共晶凝固温度の
変化は黒鉛形態に関する重要な情報を有しており、これを活用すべきである。 
 
2.4.3 球状黒鉛鋳鉄の凝固 67) 
（1）球状黒鉛鋳鉄の共晶成長モデルと分離共晶 
図 2-54 に片状黒鉛鋳鉄と球状黒鉛鋳鉄の共晶成長モデルを示す 68,69)。前述のように、通常
の共晶凝固ではα相、β相と液相が共存する点（3 相共存位置）が存在し、その結果として自
由度ゼロになり、共晶温度は一定になるとされている 53)。しかし、球状黒鉛鋳鉄の場合には黒
鉛は溶湯と接しておらず、この条件を満たさない。この特殊な共晶を divorced eutectic（分離
共晶）といい 70,71)、先に共晶凝固の項 53)で記述した通りである。これに対し片状黒鉛鋳鉄で
は図に示したように、共晶凝固中、黒鉛先端は常に溶湯中に突き出ており、黒鉛/オーステナ
イト/溶湯の 3 相が接する場所が存在する。 
（2）片状黒鉛鋳鉄と球状黒鉛鋳鉄の共晶成長（凝固） 
共晶セルが成長するには、溶湯中の C 原子が黒鉛に到達する（黒鉛化する）ことが必要で
ある。この移動は、例えば熱の移動を熱拡散というように、C の拡散による。図 2-54 からわか
るように、片状黒鉛鋳鉄では黒鉛の先端は溶湯中に突出しているので、溶湯中の C 拡散と、
γ相を通しての黒鉛への C の拡散の両者が共晶セルの凝固速度を支配している。これに対し
て、球状黒鉛鋳鉄では共晶凝固の開始と同時に黒鉛はγ層に取り囲まれるため、溶湯との直
接接触はないので、γ層を通しての C の拡散が凝固速度を支配する。通常の合金元素では、
融点での液相中の拡散は固相中の約 10,000 倍も大きいが、鉄中の C は侵入型元素であり、
その差は 10 倍程度である 72)。このような拡散の難易度が凝固速度に影響し、両者の大きな
相違、すなわち、共晶セルの成長速度 R は片状黒鉛では RFC=6mm/h 程度であるが球状黒 
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鉛では RFCD=0.36mm/h、と大きく異なる主原因である。この黒鉛化の難易さが、球状黒鉛鋳
鉄の方が片状黒鉛鋳鉄よりも C と Si が多く含まれるにも拘らず、チル化しやすい、引けが生じ
易い主因である 73)。 
 球状黒鉛を取り囲むオーステナイト層の厚さは Fe-C 共晶合金で試算すると、最終凝固時の
オーステナイト層の厚さは、その時の球状黒鉛の半径の約1.4倍になることがわかっている 70)。
Fe-C-Si 合金では、先に記述したように、Si により共晶凝固時の黒鉛量は減少し、その分オー
ステナイトの割合が増大し、オーステナイト層もその分厚くなる。具体的には、オーステナイト
層の厚さは球状黒鉛の半径の約 1.4 倍以上になる。 
（3）球状黒鉛の生成と核物質 
黒鉛がなぜ丸くなるのかに関しては多くの説があり 70)、必ずしも統一見解が得られたと言う
状態にはない。しかし、工業的には Mg,Ce や Ca の添加が一般に行われており、これら球状
化元素による脱 S、脱 O で球状化すると考えられている 70),74-76)。その根拠として、高純度の
Fe-C 合金と Fe-C-Si 合金でも球状黒鉛が生成することが確認されている 77)。 
一方、最近では、黒鉛の球状化に関しての製造上の問題はあまりなくなっており、如何にし
て黒鉛粒数を増大させるかが開発の課題になりつつある。すなわち、黒鉛粒数を増大させる
と引けやチル、チャンキー黒鉛の生成防止に有効なことが知られている 78)。如何にして黒鉛
粒数を増大させるかの鍵は球状黒鉛の核物質は何かの問題であろう。その詳細は中江、五
十嵐らの報告 74),77)に記述されているが、これらの物質と製造条件をまとめたものを表 2-3 に
示す 74)。この表を見ると、球状化処理によりそれぞれの核物質は大きく変化しており、一定の
傾向は認められない。すなわち、如何なる物質でも存在すれば、それが不均質核に作用する
ことを示している。したがって、核による球状化、すなわち、核説はありえないことになる。 
しかし、一般の球状化処理には Mg や RE、Ca を用いるので、極低 S の溶湯を除くと、これ
らの核物質は何れも硫化物であることが分かっている 79)。すると、これまででは球状化処理の
最も有害元素とされてきた S には核生成作用があり、0.010%程度は必要な元素であることが
判明している 74),79)。 
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図 2-54 片状及び球状黒鉛鋳鉄の共晶凝固モデル 
a) 黒鉛の核生成 b) 共晶凝固の開始  
c)～d) 共晶凝固進行中 
 
 
表 2-3 各種球状黒鉛の処理法とその黒鉛核物質の形態 74) 
 
 
 
 
 
 
 
 　※　　S＜0.003mass%
※※ 　S＞0.004～0.07mass%
SiO2
その他構成物質
MgO,（MgSiAl）N
MgO,（MgSiAl）N
（CeLaNd）OxNy
MgO・Al2O3
（MgAlSi）O
RES
CaS or （AlMgSi）N
FeClx
RES
核物質
（MgSiAl）N or MgS）
MgS or （MgSiAl）N
0.2～0.5
0.2～0.5
0.5～1.0
0.1～0.2
直径，μm
0.5～1.0
0.5～1.0
0.5～1.0
球
凝集
球
球
形状
角
球
球
Ca 処理
純Fe-C 合金
純Fe-C-RE 合金
純Fe-C-Si 合金
試料
Mg処理（低S※）
Mg処理（高S※※）
RE 処理
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これらの実験結果（板厚 2mm 薄肉試験片）を図 2-55 に示す。元湯 S 量が 0.012%付近（図
中に矢印出示した）で球状黒鉛粒数は最大値を示し、この条件ではチルの面積率が最小にな
っているのがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-55 薄肉球状黒鉛鋳鉄鋳物の黒鉛粒数に及ぼす元湯 S 量と Mg 添加量の影響 
〔A〕：Mg0.029mass%  〔B〕：Mg0.053mass%  〔C〕：Mg0.076mass% 
 
 
2.5 近年の鋳鉄材料開発の動向 
 近年、鋳鉄材料開発における共通にみられたキーワードは、①軽量化・薄肉化・高機能化・
低コストなど 80,81)と、②高品位・高機能化・リサイクル技術 82,83)が挙げられる。 
 
2.5.1 軽量化・薄肉化鋳鉄材料 
軽量化には材料の高強度化が不可欠である。鋳鉄の場合、基礎となるアプローチ方法１）と
して、一つ目は黒鉛組織ではその連続性を断ち切ることで、二つ目は基地を強化するで、三つ
目は黒鉛の量を減らすこと（CE を下げることで）でその強さを制御できる。黒鉛の連続性を断
ち切るには接種を行うことにより黒鉛形状を A 型化させ、共晶セルを微細化させることが大事
である。      
黒
鉛
粒
数
，
個
／
m
m
2
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また、RE と Cr などの元素を複合添加した鋳鉄材では、チルがなく引張強さの高い
（300MPa 以上）試料が得られるとの報告がある 82)。 
球状黒鉛鋳鉄の場合、特に自動車足回り部品の軽量化設計を可能にする高強度・高延性
（伸び）材の開発において、従来から優れた強度と靭性を有する ADI 材※（Austemperd 
Ductile Iron）に関する報告がなされている。この材料は湿潤環境下の特性劣化に及ぼす残
留オーステナイトの影響について塚原ら 84)が多数調査している。ADI の湿潤環境下の脆化は、
残存オーステナイトが変態誘起塑性によってマルテンサイト変態し、ガルバニ反応によって発
生した水素によって生じるとされている。それを防止するため、黒鉛周囲にフェライトを生成さ
せることが有効であることを示唆した 84)。長船 85)は微細フェライト結晶粒析出による ADI の水
素脆化の抑制についてさらに詳細に調査し報告している。 しかし、これらの課題を解決したと
しても ADI 材は鋳放材に比べ、熱処理が必要なため、製造コストが高く、被切削性も鋳放し材
より大幅に劣ることから、足回り部品にした例は乏しい。 
※ ： ADI 材とは、オーステンパ球状黒鉛鋳鉄のことを言う。鋼と同様に、鋳鉄もオーステン
パ処理が可能である。この熱処理により高炭素オーステナイトが変態したベイナイト（オースフ
ェライトと呼ぶことがある）と、10～30%の残留オーステナイトの複合組織となる。ADI 材は引
張強さ、伸び、衝撃値、耐摩耗性などが普通の球状黒鉛鋳鉄より向上される 9)。 
著者らはパーライトの形態（すなわち、層状から粒状へ遷移）、またはフェライトとパーライト
からなる 2 相混合組織の製造条件と特性に関する基礎的な研究 86)を行い、報告した。 
薄肉化を行う場合、チル化を克服する技術開発は避けて通らない。その基礎的な研究がい
くつか行われた 87)。また、2mm 程度の薄肉鋳物の破壊靭性の評価手法も提案された 88)。 
一方、近年の高張力鋼板（Mn,P）や Ti,V,Nb 析出強化型鋼種など 89)が鋳造用スクラップに
入ることにより、黒鉛形状や基地組織、健全性（引け巣を誘発）など鋳鉄の特性に悪影響 90)を
与えた。これらの背景から不純物元素を希釈する目的で、高純度銑鉄を用い、特性改善効果
が 確 認 さ れ て い る 91,92) 。 こ れ を ヒ ン ト に 、 銑 鉄 だ け を 使 っ た 溶 解 に よ り 鋳 放 し で 、
800MPa-10%の FCD 鋳鉄が得られ 93)、溶湯の高純度化により機械的性質は改善されること
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を示唆した。また、同時期に高純度銑鉄を配合し、3%程度の Ni 添加と冷却速度による検討
が行われ、鋳放しで 750～850MPa、伸び 6～10%というという特性値を示す高強度・高延性
球状黒鉛鋳鉄材の開発事例が報告されている 94)。しかし、オール銑鉄でしか得られない製造
法では、量産時大きな制約を背負い、仮に機械的特性が安定的に得られたとしても、コスト上
大きい問題を抱えることになる。一方、銑鉄配合を少量増加し、Ni を 3%程度添加してフェライ
トを強化することにより高強度と高伸びの球状黒鉛鋳鉄材を実現できると、前者のオール高純
度銑鉄法より工業的に実用性が大きい。しかし、依然として、一般スクラップに比べて高価な
高純度銑鉄、更にはレアメタルの Ni が多量に使用されることから、高コスト的な材料である。
また、黒鉛組織（例えば黒鉛球状化率や粒数、粒径など）、基地組織（例えばパーライト率）に
おける冷却条件（鋳物肉厚）を考慮した化学組成の系統的な検討による高強度・高伸びで、且
つ低コスト的製造できる球状黒鉛鋳鉄材の開発は、ほとんど行われていない。 
  
2.5.2 高機能・特殊機能化 
高機能・特殊機能鋳鉄材料開発において、希土類元素による高強度化 FCD 材料の開発が
小綿らにより報告された 82)。 また、耐熱性・耐酸化性鋳鉄材料において、 伊藤 95)は高排温
エンジン対応排気系耐熱鋳造材（主として排気マニホールドを例に）の排ガス温度と材料の変
遷、エキマニ材の技術課題と開発状況、今後の排気部材の動向についてまとめた報告をして
いる。津田ら 96)は高珪素球状黒鉛鋳鉄の高温特性に及ぼす Mo 及び V の影響について検討
した。一方、晴山ら 97)はオーステナイト系球状黒鉛鋳鉄の高温酸化特性に及ぼす Si 及び Cr
の影響について検討し、30%Ni オーステナイト球状黒鉛鋳鉄では、5%Si-4%Cr で優れた特
性が得られることを報告した。更に、松本ら 98)は、フェライト基地球状黒鉛鋳鉄の高温破壊特
性について 673K 付近の脆化現象に注目し、供試材の Mg/P 組成比を 1.5 より大きい試料と
小さい試料の 2 種類を溶製し、ひずみ速度を変えて引張試験とシャルピー衝撃試験による調
査を実施した。これにより結晶粒界破壊の形態を呈する高温脆化現象を確認している。 
減衰鋳鉄材においては、近年は多くの研究報告は見られないが、著者らは強度と高減衰能
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を兼ね備える鋳鉄ブレーキ材の開発を目的とした過共晶片状黒鉛鋳鉄に及ぼす黒鉛とマトリ
ックスの影響を 99)報告していた。 これで、A 型黒鉛を細長くし、マトリックスには少量のマルテ
ンサイトまたはベイナイトをパーライト基地に混在させることにより減衰性が大幅に向上するこ
とを明らかにした。また、殷は 100)「金属材料制振性評価の原理と試験方法」と題した連載講座
資料を報告している。 
耐熱耐摩耗白鋳鉄材料に関する研究では、大城ら 83)はアブレ－ジョン摩耗に及ぼす C,Cr
量の影響について検討した。ここでは組織中に現れる MC 型炭化物についてまとめ、
Thermo-Calc を用いた合金設計・組織制御が可能であることを示唆した。清水 83)は球状炭化
物鋳鉄の摩耗特性評価において、3 種類の球状炭化物鋳鉄を用い、エロージョン摩耗試験を
行った。摩耗量は材料の組織、材質によって異なり、またそれぞれ特徴的な損傷速度、衝突
角度に依存することを示し、球状炭化物鋳鉄は大変良好な耐エロージョン摩耗特性を示す。
また、球状黒鉛鋳鉄の防錆性については、山田 83)は流動層炉を用いた熱処理において、炉
内 CO２/CO バランスを変え、表面に酸化膜を生成させることで球状黒鉛鋳鉄の防錆性の向上
を試みている。 
 
2.6 本研究の課題とアプローチ方法 
 以上の調査結果を踏まえ、本研究の課題とその狙いについて以下に記述する。 
 （1）高強度・高延性球状黒鉛鋳鉄 
 本研究の第 1 の課題、すなわち引張強さ 800MPa-伸び 10%以上の球状黒鉛鋳鉄材を開発
するには、従来研究及び近年の開発動向を勘案し、鋳放し材の場合、冷却条件（鋳物肉厚）を
考慮した化学成分による黒鉛と基地組織の制御によりアプローチが最も望ましい。これらの考
え方をまとめて図 2-56 に示す。具体的には、化学成分では CE 値のほか黒鉛球状化率及び
黒鉛粒数（粒径）に影響を及ぼす S 量と、フェライト強化元素である Si,Mn,Ni、又はパーライト
促進元素である Mn,Cu などについてそれらの量を変化させて系統的に実験を進める。また、
組織制御の目標として、黒鉛球状化率を JIS の 80%以上よりも高く設定し、85%以上とした。
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FCD800 の強度を確保するために、先の図 2-24 よりパーライト率は 80%程度以上が必要で
ある。また、伸びを 10%以上にするには 70%程度が必要とされる。本研究は、高強度と高伸
びのバランスを良くするために、緻密なパーライト基地にフェライトを 20～30%程度含む基地
組織を目標とした。さらに、同一製品に異なる肉厚を有する鋳物部品の特徴を考慮し、実験は
常に JIS A 号と B 号の 2 種類 Y 形試験片を使用した。その肉厚は 12mm と 25mm である。
また、別の実験として JIS A 号～D 号（肉厚 12mm～75mm）4 つの異なる肉厚 Y 型試験片を
鋳造し、熱分析を行うことにより、冷却速度と機械的性質の変化を確認した。さらに、上の検討
結果を踏まえて化学組成及び鋳造条件の最適化を図ることにより第１課題を達成することを
試みた。 
本研究の第2の課題、すなわち引張強さ600MPa-伸び20%の球状黒鉛鋳鉄材を開発する。
これには鋳放しでの検討とは別途に、先の 2.4.1 に記述した共晶凝固の第 2 相組織決定機構
から、鋳鉄のパーライトの形態（すなわち、層状から粒状へ遷移）またはフェライトとパーライト
からなる 2 相混合組織材の製造条件と特性に関する基礎的な研究を試みた。ここでは鋳鉄で
粒状パーライトを得る熱処理条件の確立と、その組織遷移機構との関連性について、金属/
金属系及び金属/非金属系共晶凝固における第 2 相の形態決定理論に似た考えで考察を行
った。その上、高強度で高伸び化が可能な組織及びその具体的な熱処理条件を確立すること
を目的とした。この熱処理条件と上記の第 1 の課題での各種アプローチにより最適化された
鋳放し供試材を用い、引張強さ 600MPa で、20%伸びる高強度・高延性球状黒鉛鋳鉄材を開
発することを試みた。 
 
 （2）高減衰片状黒鉛鋳鉄 
 本研究の第 3 の課題、すなわち引張強さが 200MPa 程度の実用強度（乗用車の高減衰片
状黒鉛鋳鉄材は 150MPa 程度）を有し、減衰性を示す対数減衰率は乗用車の 20×10-3 と同
等とする過共晶片状黒鉛鋳鉄を開発することである。詳細のアプローチ方法を図 2-57 に示す。
簡単に言うと、高炭素（過共晶組成）化により減衰性を最大にし、それによる強度の減少は各
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種合金元素の最適添加で補うことである。組織の制御目標として、黒鉛形態は強度と減衰性
ともに良い A 型黒鉛とし、硫黄量の最適量を検討した。高炭素により避けられない粗大な C 型
黒鉛を少し含んでもよい。基地には実用性及び加工性などを考えた場合、パーライト（P）基地
を主とするが、減衰性を高めるために、マルテンサイト（M）やベイナイト（B）を一定量含む P と
M（B）の混合組織とした。 
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第 3 章 過共晶片状黒鉛鋳鉄の機械的性質に及ぼす合金元素の影響   
 
 
3.1 緒言 
 鋳鉄製ブレーキドラムやディスクロータ部品において要求される最も重要な機能は、安定し
た制動性能を発揮することである。ブレーキ部品には強度や耐ヒートクラック・耐摩耗（寿命）
などさまざまな課題があるなか 1)、特に近年になって振動騒音問題への関心が高く、ブレーキ
の鳴きは重要課題としてさまざまな視点から研究が行われてきた。その詳細は次章で記述す
る。 
一方、過共晶片状黒鉛鋳鉄は、安価で熱伝導性や減衰性などに優れていることが一般的
に知られている。しかし、強度に劣る欠点も有している。近年、自動車産業ではブレーキ部品
の耐摩耗性・耐ヒートクラック性向上やブレーキの鳴き抑制などの面において、それら好まし
い特性を生かしつつ、低強度の欠点は合金元素の添加などにより補う研究が行われている。 
本研究では、高機能鋳鉄ブレーキ材を開発する目的とし、ブレーキの寿命を考慮し引張強
さ 200MPa 程度で、高減衰性を示す鋳鉄を求めて、図 3-1 に示すような考え方により過共晶
片状黒鉛鋳鉄の実験調査を行った。本章では、まず過共晶組成鋳鉄の機械的性質に及ぼす
合金添加及び試験片肉厚、さらには鋳型ばらし条件の影響について実験により調査を行い、
鋳鉄ブレーキ部品としての実用強度を獲得する合金組成や肉厚の影響（冷却条件）などの知
見を得ることを目的とした。 
  
3.2 実験方法 
 具体には、過共晶片状黒鉛鋳鉄材の機械的性質に対する Mn の影響を調べる実験Ⅰを行
った。実験Ⅱとして片状黒鉛鋳鉄材の強度及びブレーキ部材の耐熱性などを考慮するため、
セメンタイト安定化元素である Cr, Mo により強度を向上させるほか、耐熱疲労性を向上させる
ことによりブレーキ摺動面の耐ヒートクラック性を向上できる元素として Ni を適量組み合わせ 
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た材料の機械的性質及び組織などを調査した。それらの結果の中から、φ30mm肉厚丸棒試
験片の強度が 200MPa 程度、組織は図 2-57 での特性を基本的に満足できる成分及び鋳型
ばらし条件を明らかにする。その鋳造方法及び主な実験条件を図 3-2 に示す。 
 
3.2.1 実験Ⅰ 
 実験Ⅰは、過共晶片状黒鉛鋳鉄の機械的性質に及ぼす Mn の影響を調査するため、Cr，
Mo 無添加の基本材と、これに Mn を 0.4～1.0%範囲で 3 水準変化させ実験行った（表 3-1）。
Mn をこの範囲に設定した理由としては、FC200～FC250 材を製造する際の基本的化学組成
は、求める強度に応じて CE 値を定める他、パーライト化を促進させる主要な元素の Mn の実
用添加範囲は 0.5～0.9%とするのが一般的である。そこで、実験Ⅰでは、さらにこの実用範囲
を若干広げて検討することとした。片状黒鉛鋳鉄に対する Mn の影響は S との関連で述べら
れることが多い。それは Mn と S が反応して MnS を形成し、それぞれの影響をが打ち消され
るためである。一方で、球状黒鉛鋳鉄では Mg や RE と S が反応するため、通常は低 S で生
産され、Mn が S と反応することはない。片状黒鉛鋳鉄では Mn と S 量の関係から、Mn の影
響を過剰 Mn（ex-Mn で表示する）で整理することが進められてきた。ここで言う過剰マンガンと
は、ex-Mn＝Mn%-1.7S%である。 
 
 
表 3-1 実験Ⅰ供試材の目標組成（mass%） 
 
 
 
 
 
 
供試材
名称 Ｃ Ｓｉ Ｍｎ ex-Ｍｎ Ｐ Ｓ Ｃｒ Ｍｏ CE 備考
3ex-Mn 0.4 0.26
4ex-Mn 0.5 0.36
9ex-Mn 1.0 0.86
3ex-Mn
（0Cr,Mo） 0.4 0.26 － － － 基本材
　※ ex-Mn=Mn%-1.7S%
3.8
ex-Mn※
の影響0.08
0.08
4.52.1
0.5 0.2
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供試材の溶解は鋼屑と鋳造戻し材との配合比を 6：4 とし、100kg 高周波誘導電気炉を用い、
電極黒鉛、Fe-75%Si、Fe-Mn、Fe-Cr、Fe-Mo 合金により所定の目標化学成分に溶製した。
接種は Fe-75%Si を用い注湯取鍋にて 0.3%を添加した。注湯温度は 1410±5℃で、φ
30mm 丸棒試験片に鋳込んだ。なお、鋳型はフェノールウレタン系自硬性ペップセット鋳型を
使用した。基地組織のパーライト化（硬度の上昇）を目的として冷却途中での型ばらしを行った。
基本材以外の鋳型ばらしは A１変態点以下（550℃）で開枠し、その後、空中自然冷却とした。
また、基本材は冷却条件の引張強さへの影響を確認するため、A１変態点の上下（850℃
/550℃）で型ばらしを行った。得られた丸棒試験片より、JIS Z 2201 の B 号試験片寸法に加
工し、引張試験に供した。 
 
3.2.2 実験Ⅱ 
実験Ⅱは片状黒鉛鋳鉄材の強度及びブレーキ部材としての耐熱疲労性などを考慮するた
め、ex-Mn%以外の合金元素、たとえば Cr,Mo,Ni,CE（炭素当量）の影響、また、試験片肉厚
及び冷却条件（解枠時間）の影響を調査するため、表3-2に示す組合せ条件で実験を行った。
具体的には、過共晶組成の鋳鉄を CE（C）, Cr,Mo 及び Ni 量をそれぞれ 3 水準、試験片肉厚
は丸棒の径をφ13,20,30 及び 45mm の４水準、鋳型ばらし（取り出し条件）は A1 変態点上、
下で２水準にそれぞれ変化させた。基本材の化学組成は過共晶 CE をベースにした。また、
Mn 量の選定は後に示す実験Ⅰの結果から 0.8%Mn とし、Cr-Mo-Ni 量の選定は鋳鉄の高温
特性に対する Ni,Mo,Cr などの影響 2)を参考に次のように設定した。基本材の具体的な化学
組成は CE4.4（3.8%C-1.9%S i）-0.8Mn-0.3Cr-0.3Mo-1.0Ni に一定とし、目的とする合金元
素の添加量を変化させた。 
 実験Ⅱの供試材の溶解法は実験Ⅰ材と同じである。また、接種や注湯条件及び鋳型も同
様である。鋳型ばらしは A１変態点以上（850℃）、A１以下（550℃）の２水準で行った。得られた
丸棒試験片より、JIS Z 2201 の A,B,C,D 号試験片寸法に加工し、引張試験に供した。ここで、
型ばらしとは、高温溶湯を鋳型に鋳込んだ後、所定時間が経って、鋳型から鋳物製品を取り 
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表 3-2 実験Ⅱの組合せ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出すことをいう。解枠とも言われている。 一般には共析変態温度（A1）の下、又は上によりば
らしが行われる。その違いは鋳物製品の共析変態における冷却速度が大きく変わることであ
る。すなわち、 A1 下の温度で解枠の場合、鋳型の中の冷却となり、冷却速度が遅い。一方、
A1 上の温度で解枠の場合、空気中の冷却となり、冷却速度は速い。実際のφ30mm 丸棒試
験片の例として、A1 点以下で型ばらし時の平均冷却速度（850℃～500℃まで）は 14.2℃
/min であり、A1 点以上で型ばらし時の平均冷却速度は 51.4℃/min である。A1 変態点以上
の型ばらしは約 3.6 倍速い。  
 
3.3 実験結果及び考察 
3.3.1 実験Ⅰの結果 
（1）供試材の化学成分、機械的性質 
表 3-3 に供試材の化学組成を示す。図 3-3 に Mn 量、型ばらし温度と引張強さ及びブリネ
Ｃｒ Ｍｏ Ｎｉ
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ル硬さの関係を示す。また、図 3-4 に ex-Mn 量、型ばらし温度と引張強さ及びブリネル硬さの
関係を示す。今回の結果では S 量を一定としたため、Mn 量、または ex-Mn 量のどちらの図で
も同じ傾向を示したが、S と Mn の相互作用を考え ex-Mn 量を用い記述する。Cr,Mo 無添加
材では、A1 変態点以下（550℃）の通常型ばらし条件での引張強さは 124MPa で、硬さは
156HB である。それに対して A1 以上（850℃）、いわゆる早ばらしの場合、引張強さが
141MPa、硬さは 163HB と僅かに高い。これは共析変態時の冷却速度の増加による影響と
考えられる。一方、0.5%Cr、0.2%Mo 添加材では、無添加材に対して約 80MPa 程度の強度
上昇で、FC200 材相当の強度を示し、硬さは 180HB 台で若干硬くなっている。従って、過共
晶組成鋳鉄でも適当な合金元素などによる基地強化により A1 変態点以下の温度の型ばらし
でも 200MPa の強度を確保することが可能であることが判明した。 
 
 
表 3-3 実験Ⅰ供試材の化学組成（mass%） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
供試材
名称 Ｃ Ｓｉ Ｍｎ ex-Ｍｎ Ｐ Ｓ Ｃｒ Ｍｏ CE 備考
3ex-Mn 3.83 1.97 0.44 0.33 0.08 0.07 0.50 0.19 4.49
4ex-Mn 3.82 1.94 0.62 0.45 0.08 0.10 0.49 0.18 4.47
9ex-Mn 3.82 2.02 1.09 0.95 0.08 0.08 0.56 0.20 4.49
3ex-Mn
（0Cr,Mo） 3.81 2.04 0.43 0.28 0.05 0.09 － － 4.49 基本材
ex-Mn
の影響
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図 3-3  Mn 量と引張強さ及びブリネル硬さの関係 
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図 3-4 過剰 Mn 量（ex-Mn）と引張強さ及びブリネル硬さの関係 
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（2）供試材の組織 
図 3-5 に供試Ⅰ材の黒鉛及び基地組織写真を示す。図 3-5 に示すように、0.3%ex-Mn の
過共晶基本材の基地組織は、通常の A１以下型ばらしでは、黒鉛周りにフェライトが多く析出し
ていることが分かる。それに対して、A１以上（850℃）型ばらし材では、黒鉛周りのフェライト析
出量は僅かである。一方、基本材に Cr,Mo を更に加えた実験材の基地組織は、オールパーラ
イト基地であるが、基本材に比較して、更に緻密なパーライトになっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-5 基本材、Cr，Mo 添加材の黒鉛及び基地組織 
 
（3）考察 
 過共晶鋳鉄の引張強さと ex-Mn 量の関係について、中江ら 5)により詳細な研究が行われて
いた。それによると、φ30 丸棒試験片では ex-Mn 量が 0.3～0.5%で、引張強さが最低値を示
す。今回の結果（図 3-4）を見てみると、凡そ 0.45～0.5%で最低値を示し、ほぼ一致している。
その理由として、今回の ex-Mn は 0.3～0.9%であり、S や P、N などは一定とした点にあると
考える。中江らの研究で明らかのように、ex-Mn が 0.2%以下では、S のパーライト化作用によ
 82
る機械的性質は向上するが、今回の検討範囲ではこれには該当しない。 
一方、ex-Mn が 0.5%以上では、Mn のパーライト化作用で機械的性質が向上すると説明さ
れ、本実験の結果はこれに該当するものと考える（組織変化は図 3-5 を参照）。また、過共晶
鋳鉄でも 200MPa 以上の強度を確保するため、図 3-4 の実験結果により Cr と Mo の適量添
加に加え、実際のばらつきを考慮した場合、さらに ex-Mn が 0.8%以上の添加が必要であるこ
とが判明した。 
 
3.3.2 実験Ⅱの結果 
（1） 供試材の化学成分、機械的性質 
表 3-4 に供試材の化学組成を示す。図 3-6、図 3-7 に試験片肉厚及び冷却条件（型ばらし
条件）、更に各成分の機械的性質に対する影響を調査した結果を示す。具体的には、図 3-6
に CE,Cr,Mo,Ni%と引張強さの関係を示す。また、図 3-7 に CE,Cr,Mo,Ni%とブリネル硬さの
関係を示す。 
 
 
表 3-4 実験Ⅱ供試材の化学組成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｃ Ｓｉ Ｍｎ Ｐ Ｓ Ｃｒ Ｃｕ Ｍｏ Ｎｉ CE
1 3.72 2.00 0.76 0.074 0.089 0.31 0.04 0.21 0.93 4.39
2 3.82 1.81 0.68 0.074 0.085 0.30 0.04 0.27 0.98 4.42
3 3.98 1.97 0.72 0.074 0.086 0.30 0.04 0.27 0.84 4.64
1 3.81 1.92 0.82 0.071 0.089 0.21 0.04 0.32 0.91 4.45
2 3.82 1.81 0.68 0.074 0.085 0.30 0.04 0.27 0.98 4.42
3 3.84 1.90 0.77 0.071 0.086 0.50 0.04 0.30 0.91 4.47
1 3.84 1.87 0.75 0.069 0.084 0.30 0.05 0.20 0.89 4.46
2 3.82 1.81 0.68 0.074 0.085 0.30 0.04 0.27 0.98 4.42
3 3.88 1.83 0.78 0.076 0.083 0.30 0.05 0.44 0.90 4.49
1 3.80 1.91 0.83 0.075 0.089 0.31 0.03 0.34 0.76 4.44
2 3.82 1.81 0.68 0.074 0.085 0.30 0.04 0.27 0.98 4.42
3 3.84 1.89 0.86 0.075 0.086 0.33 0.04 0.35 1.05 4.47
化学組成 （mass%）
Ｃ（CE）
実験区分 水準
Ｃｒ
Ｍｏ
Ｎｉ
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図 3-6 各種鋳鉄の引張強さに及ぼす合金元素と丸棒径及び型ばらし条件 
の影響 
          a) CE 値の影響  b) Cr の影響  c) Mo の影響  d) Ni の影響  
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図 3-7 各種鋳鉄の硬さに及ぼす合金元素と丸棒径及び型ばらし条件の影響 
a) CE 値の影響  b) Cr の影響  c) Mo の影響  d) Ni の影響  
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全体的にみて、引張強さ（又は硬さ）に対する各合金元素の含有量、型ばらし条件（白抜き
と塗りつぶしプロットの比較）の影響よりも、試験片肉厚（丸棒径）の影響が大きい。具体例とし
て、図3-6（又は図3-7）に示すように、CE値を4.39～4.64%の範囲に増加させても、引張強さ
（又は硬さ）は余り変化しない。 
また、型ばらし条件（A1 変態点上、下）の影響で見た場合、丸棒径φ20mm を境にそれより
細い場合、型ばらし条件の影響は余り認められなくなっていた。一方、丸棒径がφ20mm より
太い場合、A1 変態点上、下の型ばらしでは、引張強さ（又は硬さ）に差が認められたが、その
差は 30～40MPa（HB）程度である。 
一方、肉厚（丸棒径）と引張強さ（又は硬さ）の関係で見てみると、丸棒の径が大きくなるに
つれて、引張強さは大きく低下することが認められた。例えばφ13mm とφ45mm 丸棒で比較
してみると、その差は約 40～90MPa（50～100HB）と他の要因より大きいことが明らかである。
供試材の肉厚、型ばらし条件または CE 値が引張強さ（又は硬さ）に及ぼす影響の特徴は、他
の Cr,Mo,Ni 実験水準の場合にもほぼ同様に認められた。 
 
（2）供試材の組織 
図 3-8～図 3-13 に各合金成分と型ばらし条件、試験片肉厚（丸棒径）の黒鉛及び基地組織
に対する影響を分けて示した。全体としては、黒鉛組織は、丸棒径がφ13～φ45mm と大きく
なるにつれて、黒鉛の大きさは次第に大きくなってくる。また、φ13mm、φ20mm 丸棒（肉薄）
は D,E 型黒鉛が多く認められ、Cr などの添加量が多くなる試料ほど顕著であった。それに対
して、φ30mm、φ45mm の方は若干 C 型黒鉛（粗大）が認められた。 
図 3-8 に 0.4%Mo 添加材を A1 変態点温度以上で型ばらした試料の組織写真を示す。パー
ライト（PL で表示）以外にベイナイト（B で表示）と少量のマルテンサイト（M で表示）が認められ
た。それらの生成量は、φ13mm、φ20mm 試料の基地の白色部はマルテンサイト、黒色部
はパーライトである。丸棒径がφ13～φ45mm、A1 変態点上、下で型ばらした各成分試料の
基地組織について以下に詳細に記す。 
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図 3-8 0.4%Mo 添加材の A1 変態点以上型ばらした試料の基地組織写真 
 
 
 
a） CE を変化させた試料の基地組織 
図 3-9（4.4CE 材）及び図 3-10（4.6CE 材）に示すように A1 変態点以上型ばらしの場合、丸
棒径φ13mm、φ20mm 試験片では、ベイナイトが図 3-9 のように多く認められた。また、φ
30mm、45mm 試験片ではパーライトが主な組織になっている。 
一方、A1 変態点以下での型ばらしの場合、丸棒径に関係なく、基地組織は主にパーライト
である。また、丸棒径によって多少異なるが、マルテンサイトと炭化物の混合組織も 2~10%程
度観察された。さらに丸棒径φ30mm、φ45mm 試験片において、フェライト（F で表示）が 5%
以下認められた。 
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図 3-9 4.39CE（3.72C-2.0%Si）材の黒鉛及び基地組織に対する試験片径の影響 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-10 4.64CE（3.98C-2.0%Si）材の黒鉛及び基地組織に対する試験片径の影響 
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b） Cr 添加材の基地組織 
図 3-11（0.5%Cr 材）に示すように A1 変態点以上型ばらしの場合、丸棒径φ13mm、φ
20mm 試験片では、ベイナイトが 60%以上多く認められた。また、φ30mm、45mm 試験片で
はパーライトが 60%以上である組織になっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-11 0.5% Cr 材の黒鉛及び基地組織に対する試験片径の影響 
 
一方、A1 変態点以下での型ばらしの場合、丸棒径に関係なく基地組織は主にパーライトで
ある。また、丸棒径によって多少異なるがマルテンサイトと炭化物、更にフェライトの混合組織
も観察される。0.2%Cr 添加材でも、同じ傾向を示す（表 3-5）。 
c） Mo 添加材の基地組織 
図 3-12 に示したように 0.4 %Mo 添加材では、A1 変態点以上型ばらしの場合、丸棒径φ13
～φ45mm丸棒の全て、ベイナイトが50%～80%と多く認められる。また、A1変態点以下で型
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ばらしを行った試験片においても、φ13 とφ20（薄肉）ではベイナイトが 50～60%認められた。
冷却速度とMo（Ni,Mn）の複合作用による影響と考えられる。φ30とφ45においては、パーラ
イトが主たる組織である。 
これに対して、0.2%Mo添加材では、A1変態点上、下型ばらし両方の場合とも、丸棒径に関
係なくパーライトが 80%以上の組織になっている。しかし、A1 変態点上で型ばらしを行ったφ
20mm 試験片では、ベイナイトが 60%以上、パーライト、マルテンサイト、炭化物が 40%の基
地組織となっている（表 3-6）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-12 0.4% Mo 材の黒鉛及び基地組織に対する試験片径の影響 
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表 3-5 各実験材の組織のまとめ（その 1） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ＰL＋Ｆ他（2%以下）
ＰL＋Ｍ他（5%以下）
ＰL（８）＋Ｂ,Ｍ他（２）
ＰL＋Ｆ他（2%以下）
ＰL（９）＋炭化物（2%以下）
ＰL＋炭化物（5%以下）
Ｂ（６）＋ＰL,Ｍ他（４）
ＰL＋Ｍ他（2%以下）
ＰL（６）＋Ｂ,Ｍ他（４）　　 
ＰL＋Ｆ他（5%以下）
ＰL＋炭化物,他（5%以下）
ＰL＋Ｆ（5%以下）
Ｂ（７）＋ＰL,Ｍ他（３）
ＰL（９）＋Ｍ他（１）
Ｂ（８）＋ＰL,Ｍ他（２）　
ＰL＋Ｍ他（2%以下）
ＰL（９）＋Ｍ他（5%以下）
ＰL＋Ｆ他（2%以下）
ＰL＋Ｍ他（5%以下）
ＰL＋Ｆ他（5%以下）
Ｂ（９）＋ＰL,Ｍ他（１）
ＰL（９）＋Ｍ他（１）
Ｂ（８）＋Ｐ,Ｍ他（２）
ＰL＋Ｍ他（5%以下）　  
ＰL（９）＋Ｍ他（１）
含有量
（mass%）
成分
○
20
13
20
30
45
13
黒鉛組織※1)
30
45
型ばらし
条件
（℃）
20
30
45
13
20
30
45
13 850550
A（7）＋D,E他（3）
A（6）＋D,E他（4）
丸棒
径
（mm）
基地組織※2）
Ｂ（８）＋Ｐ,Ｍ他（２）
CE（C）
550
850
550
850
550
850
Ｃｒ
4.4
（3.7）
4.6
（4.0）
0.2
0.5
○
○
○
○
○
850
550
850
550
850
550
850
550
850
550
850
550
850
550
850
550
550
850
550
850
550
850
550
850
A（8）＋D,E他（2）
同上
A（9）＋C,他（1）
A（8）＋C,他（2）
A（9）＋C,他（1）
同上
A（7）＋D,E他（3）
同上
A（6）＋D,E他（4）
同上
A（8）＋C,他（2）
A（9）＋C,他（1）
A（8）＋C,他（2）
A（9）＋C,他（1）
A（5）＋D,E他（5）
同上
○
○
○
○
○
A（7）＋D,E他（3）
A（7）＋D,E他（3）
A（9）＋D,E他（1）
A（4）＋D,E他（6）
A（5）＋D,E他（5）
A（9）＋C,他（1）
A（8）＋C,他（2）
A（5）＋D,E他（5）
T.S≧
200
MPa
○
○
○
A（8）＋C,他（2）
A（9）＋C,他（1）
A（5）＋D,E他（5）
Ｂ（８）＋ＰL,Ｍ他（２）
ＰL＋炭化物（5%）
A（6）＋D,E他（4）
A（7）＋D,E他（3）
同上 ＰL＋Ｆ他（5%以下）
Ｂ（７）＋ＰL,Ｍ他（３）
○
○
○
ＰL（９）＋Ｍ,他（１）
ＰL＋Ｆ他（2%以下）
○
○
※1)　黒鉛タイプ　Ａ：A型,Ｄ：D型,Ｅ：E型,Ｃ：C型を表す。
※２）　基地組織　M：マルテンサイト、B：ベイナイト、PL：パーライト、F：フェライトを表す。
（　）内数値は%表示以外の場合、当該組織の割合を示す。
○印の組合せ条件は、引張強さが２００MPa以上である。
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表 3-6 各実験材の組織のまとめ（その 2） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
黒鉛組織※1) 基地組織※2）
○
○
Ｂ（７）＋ＰL,Ｍ他（３）
ＰL＋Ｆ他（5%）
○
○
○
同上
A（9）＋C,他（1）
同上
ＰL＋Ｍ,炭化物（5～10%）
Ｂ,Ｍ（９）＋ＰL,他（１）
ＰL＋Ｍ,炭化物他（5%）
ＰL＋Ｍ,炭化物（5～10%）
ＰL＋Ｆ他（2～5%）
ＰL＋Ｍ,炭化物（5%）
ＰL＋Ｆ他（5%）
ＰL（８）＋Ｍ,炭化物（２）
Ｂ,Ｍ＋炭化物（2%以下）
ＰL＋Ｆ他（2%）
ＰL＋Ｍ,炭化物他（2%）
Ｐ＋Ｍ,炭化物（5%）
ＰL＋Ｍ,炭化物（5～10%）
Ｂ,Ｍ＋炭化物（2%以下）
ＰL＋Ｍ,炭化物他（5%）同上
A（9）＋C,他（1）
Ｂ（５）＋ＰL,Ｍ他（５）
ＰL＋Ｆ他（5%）
Ｂ,Ｍ（９）＋ＰL,他（１）
同上
A（4）＋D,E他（6）
同上
A（7）＋D,E他（3）
同上
同上
A（9）＋C,他（1）
A（9）＋C,他（1）
A（３）＋D,E他（７）
同上
A（6）＋D,E他（4）
Ｂ（８）＋ＰL,Ｍ他（２）
Ｂ（６）＋ＰL,Ｍ他（４）
A（7）＋D,E他（3）
A（8）＋D,E他（2）
Ｂ（７）＋ＰL,Ｍ他（３）
Ｂ（５）＋ＰL,Ｍ他（５）
ＰL＋Ｆ他（2%以下）
ＰL＋Ｆ他（5～10%）
A（8）＋D,E他（2）
同上
Ｂ（６）＋ＰL,Ｍ,炭化物（４）
ＰL＋Ｍ他（2%以下）
ＰL＋炭化物（5%）
ＰL＋Ｆ他（2%以下）
A（8）＋D,E他（2）
同上
850
550
850
550
550
850
550
850
550
850
850
A（9）＋D,E他（1）
同上
A（8）＋C,他（2）
A（9）＋C,他（1）
A（8）＋C,他（2）
550
850
550
850
550
850
550
850
A（8）＋C,他（2）
Ｎｉ
0.2
0.4
0.8
1.1
丸棒
径
（mm）
ＰL＋炭化物（5%以下）
550
850
45
13
20
550
850
550
13
20
ＰL（８）＋Ｂ,他（２）13 850550
A（5）＋D,E他（5）
A（6）＋D,E他（4）
550
850
30
45
型ばらし
条件
（℃）
20
30
45
13
20
30
30
含有量
（mass%）
成分
A（5）＋D,E他（5）
A（4）＋D,E他（6）
Ｍｏ
550
850
550
850
45
○
○
○
○
○
○
○
T.S≧
200
MPa
○
○
○
※1)　黒鉛タイプ　Ａ：A型,Ｄ：D型,Ｅ：E型,Ｃ：C型を表す。
※２）　基地組織　M：マルテンサイト、B：ベイナイト、PL：パーライト、F：フェライトを表す。
（　）内数値は%表示以外の場合、当該組織の割合を示す。
○印の組合せ条件は、引張強さが２００MPa以上である。
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d） Ni 添加材の基地組織 
図 3-13 に示すように 1.1%Ni 添加材では、A1 変態点以上での型ばらしでは、φ13mm とφ
20mm 丸棒の組織が、ベイナイト、マルテンサイトが 90%以上の組織となっており、φ30mm
とφ45mm 丸棒の組織では A1 変態点上、下型ばらしと関係なく基地組織はパーライトが主で
ある。0.8Ni%添加材でも、同じ傾向を示す（表 3-6）。 
引張強さが 200MPa 以上得られた材料の基地組織の変化を CE と Cr の影響に関して表
3-5 に、Mo,Ni の影響に関して表 3-6 に示す。これらの表からパーライト量が 80～90%程度で、
かつ丸棒の径がφ30mm 以上を同時に満足する条件は CE 添加材と Cr 添加材であることが
分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-13 1.1% Ni 材の黒鉛及び基地組織に対する試験片径の影響 
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（3）φ13～45mm 丸棒の熱分析結果 
  図 3-14 に 3.63%C-2.08%Si-1.03%Mn-0.4%Cr-0.3%Cu-0.15%Mo 材のφ13～45mm
丸棒の熱分析曲線を示す。図 3-20 より、丸棒径が大きくなるにつれて共晶凝固または共析変
態が遅くなっていく傾向は明らかである。 
上記の結果、機械的性質（引張強さと硬さ）と基地組織の関係で見てみると、先ず A１変態
点以下（550℃）型ばらし材においては、何れの供試材とも組織は、共通の傾向を示した。すな
わち、丸棒径が大きくなるにつれて黒鉛が大きくなり、基地組織はパーライト＋ベイナイト（マ
ルテンサイトを含む）＋炭化物からパーライトとフェライトに変化し、引張強さ及び硬さは低くな
る傾向を示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-14 過共晶片状黒鉛鋳鉄材φ13～φ45mm 丸棒試験片の冷却曲線 
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一方、A１変態点以上（850℃）で型ばらした供試材においては、共析変態時の冷却が更に 
速くなるため、ベイナイト（マルテンサイトを含む）が、A１変態点以下型ばらし材よりかなり多く
なっている。さらに鋼の熱処理では、これらの合金元素には Ni,Mo,Mn 添加量の増加によって
恒温変態時の S 曲線を右に移動させる作用があり、従って鋼に似た鋳鉄の基地組織は同一
冷却速度でもパーライト、フェライトが得にくく、ベイナイト、マルテンサイトが得やすくなる 6,7)。
その一例として、0.4%Mo のほぼ全ての試験片において、ベイナイトが 50%を超える組織にな
っている。その他の実験材では、φ13mm、φ20mm 丸棒の A１以上型ばらした試験片ではベ
イナイトが多く見られ、全て 60%を超え、1.1%Ni 含有材では 100%に達したものもある。これ
は Mo や Ni の合金元素の影響である。 
 
3.4 結言 
過共晶片状黒鉛鋳鉄の引張強度を、鋳鉄ブレーキ部品として必要とされる 200MPa 程度を
確保するため、機械的性質に及ぼす ex-Mn 量、CE,Cr,Mo,Ni 等の合金元素添加の影響を検
討した。ここでは試験片肉厚、さらに鋳型ばらし条件の影響について基礎的検討を行った。そ
の結果、以下の知見を得ることができた。 
 
（１）A1変態点以下の通常型ばらし条件では、ex-Mn を 0.8%以上添加し、さらに Cr が 0.5%、
Mo が 0.2%同時添加すれば、200MPa の引張強さが得られる。その場合の組織は A 型黒鉛
で、マトリックスは緻密なパーライトである。 
 
（２）CE 値 4.4～4.6%の過共晶鋳鉄において、φ20mm 丸棒以下の肉厚試験片では、0.2
～0.5%Cr、0.2～0.4%Mo、0.8～1.1%Ni を同時含有させれば、200MPa をクリアできる。更
に A1 変態点以上の型ばらしを行うと、φ30mm 丸棒でも所期の目標を達成できることを確認
した。それらの場合の黒鉛組織は、φ20mm 丸棒以下の肉厚の場合、A 型が 40～80%で、残
りは他の D,E 型である。φ30mm 丸棒以上の肉厚の場合、A 型が 70～90%で、他は D,E 型
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である。基地組織は、A1 変態点以上で型ばらした試料の殆どがベイナイト（マルテンサイト）の
生成量が何れも 60～90%と高く、同試料のブリネル硬さは 235～277HB で、パーライト組織
を主とする鋳鉄ブレーキ材（JIS 規格材 FC200 では 223HB 以下）の加工性に比較して実用性
が乏しいことが明らかになった。しかし、φ30 丸棒において表 3-5 に示す CE（C）値 4.4（3.7）
～4.6（4.0）%試料の中、A1 変態点以上型ばらしを行っても、基地組織の 90%程度はパーライ
トを呈し、引張強さが 200MPa 以上、硬さは 212HB で、実用上全く問題のないことが明らかに
した。 
次章では、これらの知見を踏まえ、減衰能と黒鉛及び基地組織の関係を解明し、高い減衰
能と実用的な強度を兼ね備える過共晶鋳鉄材について述べる。 
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第 4章  過 共 晶 片 状 黒 鉛 鋳 鉄 の減 衰 特 性 に及 ぼす黒 鉛 形 状  
とマトリックスの影 響  
 
 
前章では、過共晶片状黒鉛鋳鉄の引張強度を鋳鉄ブレーキ部品として必要とされる実用強
度 200MPa 以上を得るため、機械的性質に及ぼす ex-Mn 量、CE,Cr,Mo,Ni 等の合金添加の
影響と、試験片肉厚、鋳型ばらし条件の影響について基礎的な調査を行った。本章はそれら
の知見を踏まえ、引張強さが 200MPa 以上で、高い減衰能を兼ね備える過共晶鋳鉄材を得る
方法について検討した。 
 
4.1  緒 言  
 近年、自動車産業ではブレーキ部品において本来の機能、例えば高強度・耐ヒートクラック
性・耐摩耗性やブレーキの効きなどに加え、鳴き抑制に対する要求が年々高まってきている。
ここで、ブレーキの鳴きとは、ブレーキノイズの周波数が 2kHz から十数 kHz 範囲から出す聞
こえる音である。これらの音はキーキー又はチリチリのように聞こえるため、キー音又はチー
音をという。そのほかにも周波数が 200Hz から 500Hz のノイズを、グー音という。しかし、鳴き
の明確な分類法が確立されているわけではない。ブレーキの鳴きは、再現性に欠け偶発的な
現象であること、摩擦現象とブレーキ機構の振動問題を組み合わせた複雑な問題とされてい
る 1)。 
片状黒鉛鋳鉄は安価で、実用材料の中で大きな減衰能を示すことが従来から知られている。
その減衰特性に対する冷却速度、接種、熱処理および黒鉛、基地組織の影響に関する研究
は古くから数多く行われている 2~7)。例えば松井らの研究 2)では、亜共晶成分から過共晶成分
までの各種片状黒鉛鋳鉄の減衰能に及ぼす CE、黒鉛量、黒鉛組織および基地組織の影響
とその機構について検討した。これによると片状黒鉛鋳鉄の減衰能は黒鉛自身のエネルギー
吸収に密接な関係があり、黒鉛が応力を分担し難いか、し易いかによって減衰能は影響を受
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ける。前者は亜共晶（CE＜4.3 以下）の場合、後者は過共晶鋳鉄（CE≧4.3）の場合に相当す
る。片状黒鉛鋳鉄の減衰機構は黒鉛の立体構造、配列に関係し、黒鉛の応力分担分が小さ
いと、減衰能は小さい。黒鉛の応力分担レベルが大きくなると、黒鉛自身のエネルギー吸収が
大きくなる。従って、黒鉛の連続性の度合により黒鉛自身が減衰能に寄与することを示した。
また、基地組織では、パーライトからフェライトに変化すると減衰能が増加する。その原因はセ
メンタイトの分解によって生じた黒鉛の増加 8)、基地のフェライト化による磁気－機械的損失 9
～12)の効果などで説明されている。 
堀 田 3 )は種 々の鋳 鉄 の減 衰 能 と黒 鉛 形 状 およびマトリックスの影 響 について
調 査 し、さらに、その機 構 について考 察 した。それによると、鋳 鉄 の減 衰 能 の程 度
は黒 鉛 の切 欠 き効 果 が最 も大 きく影 響 し、黒 鉛 量 及 びマトリックスの変 化 は 2 次
的 に作 用 するとしている。すなわち、僅 かの応 力 によって黒 鉛 先 端 部 において変
形 しやすく、そのマトリックス中 に起 こる層 間 のすべりによって減 衰 する。従 って、
黒 鉛 の形 態 （片 状 、球 状 ）やひずみ振 幅 依 存 性 （片 状 黒 鉛 ほど他 の球 状 黒 鉛 鋳
鉄 や鋼 に比 べ）が高 い。つまり、各 種 鋳 鉄 の減 衰 は黒 鉛 形 状 に支 配 されると結
論 した。また、フェライト基 地 は変 形 しやすく転 位 の働 きによる内 部 減 衰 が大 きくな
ると推 察 した。  
水 野 ら 4 )は片 状 黒 鉛 鋳 鉄 の疲 れ限 度 、減 衰 能 に及 ぼすオーステンパ処 理 （ベ
イナイト組 織 ）の影 響 について検 討 し、高 い減 衰 能 と高 い疲 れ限 度 を兼 ね備 える
ことができるとした。また、È.Plenard 5)は CE 値、冷却速度、接種及び熱処理などの影響
について調査し、減衰機構についても検討した。更に、Subramanian ら 6 )は過 共 晶 組 成
の片 状 黒 鉛 鋳 鉄 において、Nb,Mo,Cr,Ti などによる基 地 強 化 元 素 の添 加 により
高 減 衰 かつ高 強 度 を実 現 した。このように、従 来 から各 種 鋳 鉄 の減 衰 能 及 びそ
の減 衰 機 構 について研 究 され、そのメカニズムは黒 鉛 自 身 の減 衰 、マトリックスの
減 衰 （転 位 や磁 気 的 な働 き）、さらに黒 鉛 とマトリックス間 での摩 擦 による減 衰 の
3 つに分 けられることが判 明 している。 ’90 年 代 後 半 、高 強 度 かつ高 減 衰 能 を有
 99
する新 しい鋳 鉄 材 の研 究 ・開 発 が行 われてきていた 6 ) , 1 2 , 1 3 )。栗 熊 らの報 告 1 2 )で
は、引 張 強 さが 150MPa 以 上 で、ロータの対 数 減 衰 率 は 6×10- 3 以 上 としている。
著 者 らもその後 、大 型 商 用 車 用 高 減 衰 ブレーキ材 の開 発 を目 的 として黒 鉛 及 び
基 地 組 織 の減 衰 能 に及 ぼす影 響 について報 告 した 1 3 )。その中 、特 に黒 鉛 形 態
に対 する S（硫 黄 ）量 の影 響 に関 しては、中 江 らの高 純 度 鋳 鉄 系 における研 究 結
果 1 4 )に注 目 した。つまり、高 純 度 鋳 鉄 試 料 （S＜0.005%）では黒 鉛 形 状 が細 くて、
まっすぐのびているのに対 して、S を添 加 した 0.04%S 試 料 では、黒 鉛 は曲 がって
いる傾 向 を示 した。本 研 究 過 共 晶 CE の成 分 系 においても、黒 鉛 形 状 の変 化 は
それらのと一 致 する傾 向 を示 した。  
本 研 究 では、引 張 強 さが 200MPa 以 上 で、100×10×3mm 板 状 試 験 片 の対
数 減 衰 率 δが 20×10- 3 以 上 で（SDC で換 算 すると 3.9%）を兼 ね備 えるブレーキ
材 の開 発 を目 的 とした。従 来 の研 究 結 果 を勘 案 し、過 共 晶 片 状 黒 鉛 鋳 鉄 におけ
る黒 鉛 の形 態 と、減 衰 能 の関 係 、およびパーライト基 地 組 織 中 のマルテンサイト
またはベイナイトの析 出 量 の割 合 と減 衰 能 の関 係 について、実 験 調 査 を行 い、減
衰 能 との関 係 を明 らかにすることを目 的 とした。  
 
4.2  実 験 方 法  
4.2.1  減 衰 能 の表 示 法 及 び測 定 法  
高 減 衰 能 を有 する金 属 材 料 は、その主 たる減 衰 機 構 によって複 合 型 、超 塑 性
型 、強 磁 性 型 、転 位 型 、転 位 ・双 晶 、双 晶 型 の 6 つに分 類 されている 1 5 )。鋳 鉄 の
場 合 には、片 状 黒 鉛 の持 つ減 衰 機 構 とマグネットメカニカルダンピング機 構 1 6 )  
などの複 合 型 であることが知 られている。また、各 種 材 料 は固 有 減 衰 能 （SDC）と
引 張 強 さの関 係 は図 4-1 のように示 されている 1 6 )。ここで SDC とは振 動 する物
体 の 1 サイクルあたりの振 動 エネルギー損 失 率 （△W/W）である。金 属 材 料 の減
衰 能 を示 す値 には、このほかにも内 部 摩 擦 （Q－ 1）や対 数 減 衰 率 （δ）が用 いられ
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てきた。Q－ 1 とは強 制 振 動 による共 振 曲 線 の半 値 幅 から求 められており、δは振
幅 の自 由 減 衰 曲 線 より求 められる。また Q－ 1 は損 失 係 数 ηと言 われることもある。
これらの変 換 は 2-5 式 で示 したように簡 単 に行 うことができる 1 5 ) , 1 7 )。  
減 衰 能 の実 際 の測 定 には、一 般 的 に金 属 材 料 の弾 性 係 数 の測 定 にも用 いられ
る共 振 法 が広 く利 用 されている。本 実 験 で用 いた測 定 装 置 は図 2-14 に示 した。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-1 各種金属の固有減衰能と強度の関係 16) 
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4.2.2  供 試 材  
 供 試 材 はスチールスクラップと鋳 造 戻 し材 の割 合 を 6 対 4 とし、100kg 高 周 波
誘 導 電 気 炉 を用 い、電 極 黒 鉛 、Fe-75%Si 等 の市 販 の各 種 合 金 添 加 により所
定 の目 標 化 学 成 分 に溶 製 した。接 種 は Fe-75%Si を用 い、出 湯 時 に取 鍋 にて行
った。  
鋳 型 は自 硬 性 ペップセット型 を使 用 し、試 験 片 としてはφ30mm 丸 棒 およびφ
150×ｔ15mm の円 盤 試 験 片 を用 いて、1400～1430℃で注 湯 した。型 ばらし温 度
は実 験 目 的 に応 じてＡ１変 態 点 の上 、下 の２水 準 で行 った。  
黒 鉛 の形 態 は硫 黄 （以 下 S で示 す）含 有 量 を変 化 させることにより制 御 できる
こと 1 4 )  から、実 験 Ⅰ試 料 は過 共 晶 鋳 鉄 の黒 鉛 組 織 を変 化 させる目 的 にＳ含 有
量 を変 化 させた（表 4-1）。また、実 験 Ⅱ試 料 は CE を過 共 晶 成 分 の 4.5%一 定 と
し、黒 鉛 形 状 係 数 （後 に記 述 する）の異 なる 4 つの A 型 黒 鉛 試 料 を調 整 した。一
方 、実 験 Ⅲ試 料 は基 地 組 織 （主 にパーライト）中 のマルテンサイトおよびベイナイト
量 を主 に Ni の含 有 量 によって変 化 させた。一 部 の試 験 片 では型 ばらし条 件 など
を変 化 させ、その析 出 量 を変 化 させた。また、オールマルテンサイト基 地 組 織 の試
料 は焼 き入 れ（900℃×0.5h→油 冷 ）により得 た。マルテンサイト量 は減 衰 率 を測
定 した試 験 片 をバフ研 磨 後 、5%硫 酸 アルコール液 で数 分 、更 に 5%硝 酸 アルコ
ール液 で極 短 時 間 エッチングした後 、画 像 解 析 装 置 を用 いてその量 を測 定 した。  
減 衰 能 測 定 は円 盤 試 験 片 より 100×10×3mm 板 状 試 験 片 に加 工 し、横 自
由 振 動 法 により減 衰 率 測 定 に供 した。尚 、引 張 強 さはφ30mm 丸 棒 より加 工 し
た JIS8C 号 試 験 片 を用 いた。測 定 の詳 細 は 2.2.4 節 に記 述 した通 りである。  
 
4.3  実 験 結 果 及 び考 察  
4.3.1  硫 黄 含 有 量 と黒 鉛 組 織  
 表 4-1 に供 試 材 の化 学 成 分 及 び引 張 強 さ、対 数 減 衰 率 を示 す。また、黒 鉛 組
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織 に対 する S 含 有 量 の影 響 を図 4-2 に示 す。  S が 0.01%と極 めて少 ない場 合 、
黒 鉛 形 状 はまっすぐに伸 びているもの（図 4-2a）に、D,E 型 黒 鉛 （図 4-2b）が約
30～40%と多 く認 められた。これとは対 照 的 に 0.08,0.17%S と S を多 く含 有 させ
ると、黒 鉛 形 状 が曲 がる様 子 が見 受 けられた。しかし、0.17%S 材 の組 織 を見 る
と、A 型 黒 鉛 以 外 に B 型 又 は崩 れた異 常 黒 鉛 形 態 が多 く認 められた。一 方 、これ
に比 較 して S 含 有 量 が 0.08%程 度 の黒 鉛 組 織 は、局 部 的 に黒 鉛 が粗 大 化 して
いる傾 向 はあるが、主 として良 好 な A 型 黒 鉛 を呈 している。それらの黒 鉛 形 状 に
及 ぼす S 量 の影 響 は辛 、中 江 らの研 究 結 果 と一 致 している 1 4 )。  従 って、A 型 黒
鉛 を得 る条 件 の一 つは適 正 な S 含 有 量 が必 要 と考 える。実 用 的 にはその適 正 な
S 量 を 0.05～0.10%位 であることを確 認 している。  
 
表 4-1  供 試 材 の化 学 組 成 、機 械 的 性 質 及 び対 数 減 衰 率 （δ）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｃ Ｓｉ Ｍｎ Ｐ Ｓ Ｃｒ Ｍｏ Ｎｉ CE T.S（MPa） HB
1 3.91 2.06 0.42 0.04 0.01 0.03 0.18 ー 4.60 117 128 18.8 D＋A,他
2 3.81 2.04 0.43 0.05 0.08 0.03 ー ー 4.49 124 156 13.3 A＋D,C
3 3.89 2.03 0.41 0.04 0.17 0.03 0.18 ー 4.57 167 183 11.2 A＋E,D,他
1 3.88 1.90 0.88 0.08 0.08 0.27 0.30 0.95 4.51 210 229 13.1 Ａ（Ko=31.9）
2 3.81 1.77 0.86 0.08 0.07 0.24 0.30 0.93 4.40 202 223 18.8 Ａ（Ko=35.6）
3 3.81 1.77 0.86 0.08 0.07 0.24 0.30 0.93 4.40 202 223 30.2 Ａ（Ko=36.1）
4 3.89 1.73 0.84 0.08 0.07 0.24 0.28 0.91 4.47 210 229 50.2 Ａ（Ko=39.9）
1 3.86 2.18 0.68 0.09 0.09 0.31 0.22 0.21 4.59 204 197 22.3 0% M
2 3.81 1.77 0.86 0.08 0.07 0.24 0.30 0.93 4.40 202 223 28.8 4.1% M
3 3.83 2.09 0.89 0.07 0.06 0.29 0.28 1.10 4.53 197 235 37.4 12% M
4 3.81 1.77 0.86 0.08 0.07 0.24 0.28 0.93 4.40 ー ー 58.7 100%M
※　黒鉛の形状： A型,C型,D型,E型、基地：M : マルテンサイト
Ⅲ
組織 ※
Ⅱ
実験
区分
機械的性質化学組成　(mass%)
Ⅰ
δ,×10-3
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4.3.2  黒 鉛 組 織 と減 衰 率 の関 係  
（1） 黒鉛形状が減衰率に及ぼす影響 
 黒鉛組織と減衰率の関係は、一般的に黒鉛の量および黒鉛の長さなどの影響をうける 3,4),7)
ことが知られている。本研究では、過共晶鋳鉄の減衰機構から、望ましい黒鉛形状を定量的
に評価するため、橋浦の報告 18)に基づいて、黒鉛形状係数 Ko (細長さ係数)を下記の式で定
義した。  
 
                    Ko ＝PM／√A  
 
ここで、 PM は黒鉛平均周囲長、A は黒鉛の平均面積である。ちなみに球状黒鉛（円）の形
状係数は 12.56 になり、片状黒鉛ではこれ以上の値を取り、この値が大きいほど細長いことを
示す。例えば同じ面積 A を有する 2 試料（2 種類の黒鉛形状）を考えてみると、周囲長が長い
ほど、Ko が大きくなり、Ko が大きいほど黒鉛形状が細長いことを示す。また、周囲長一定の 2
種の黒鉛を考えると、黒鉛面積が小さいほど Ko が大きくなる。 
しかし、Ko による黒鉛形状の評価は D 型黒鉛に適用するのは難しい。そこで A 型黒鉛試料
に限定して Ko による評価を導入した。 
 
（2） 黒鉛形状係数 Ko と減衰率の関係 
 黒鉛形状係数 Ko の対数減衰率に及ぼす影響を調べるため、まず、炭素当量を過共晶成分
の 4.5%に一定とし、Ko の異なる 4 つの A 型黒鉛試料（表 4-1 の実験 Ⅱ）を作製した。それら
の黒鉛組織写真を図 4-3 に示す。また、Ko と対数減衰率の関係を図 4-4 に示す。図 4-4 に示
すように、Ko が約 32～40 と大きくなるにつれて減衰率が大きくなることが明らかである。その
原因は、基地組織の影響もあるが、ほぼ同じ大きさの黒鉛の形状が細長くなればなるほど減
衰率が高くなると考える。また、対数減衰率は Ko が約 35 を超えると、急激に増加する傾向を
示している。 
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ｄ）　S=０.１７％ａ）　S=０.０１％ C）　S=０.０８％ｂ）　S=０.０1％
a) b)
　0.01%S
c) d)
　0.08%S 　0.17%S
200μm
Ｋo=３１.９，δ=１３.１×10-3 Ｋo=３５.６，δ=１８．８×10-3 Ｋo=３６.１，δ=３０.２×10-3 Ｋo=３９.９，δ=５０.２×10-3
100μm
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-2 黒鉛形態に対する S の影響 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-3 黒鉛組織の黒鉛形状係数 K0と対数減衰率δの関係 
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図 4-4 黒鉛形状係数 K０と対数減衰率の関係 
 
 
4.3.3 基地組織の減衰率に及ぼす影響 
 基地組織と減衰率の関係を調査するために、表 4-1 の実験Ⅲに示す試料を用いた。この実
験では主として Ni 含有量を変化させ、鋳放しで基地組織中のマルテンサイトの析出量を 0～
12%まで変化させた。また、マルテンサイト量が 100%の試験片は鋳放し材を焼入れ熱処理
により得た。図 4-5 に各 種 マルテンサイト量 の代 表 的 な基 地 組 織 写 真 を示 す。また、
図 4-6 に基地組織中のマルテンサイト量（%）と対数減衰率δの関係を示す。 
図 4-5 に示したように、 Ni 量の増加によりマルテンサイト＋ベイナイト量が増大することが
わかった。また、図 4-6 に示すようにマルテンサイト平均値が 0~10%まで増加するにつれて、
対数減衰率は著しく増加するが、それ以上に増えても、減衰率の増加は緩やかに転じること
がわかる。 
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M=０％，δ=２２.３×10-3 M=４.１，δ=２８.８×10-3 M=１１.９，δ=３７.４×10-3 M=８７.３，δ=５８.７×10-3
25μm
M=0%，δ=22.3×10-3 M=4.1%，δ=28.8×10-3 M=11.9%，δ=37.4×10-3 M=100%，δ=58.7×10-3
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-5 各種マルテンサイト量の代表的な基地組織 
（M：基地に占めるマルテンサイトの面積率%、δは対数減衰率） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-6 基地組織中マルテンサイト量と対数減衰率の関係 
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4.4 過共晶鋳鉄の減衰機構 
4.4.1 黒鉛形状の減衰への影響 
片状黒鉛鋳鉄の減衰機構に関しては、多くの研究が報告されており、代表的なものとして
一つは、黒鉛自体のエネルギー吸収説 2)がある。松井ら 2)は過共晶鋳鉄の減衰能機構を次の
ように説明している。過共晶鋳鉄の初晶及び共晶黒鉛は、亜共晶組成鋳鉄の共晶黒鉛に比
べ、マトリックス中に連続分布の度合いが大きい。そのため、黒鉛は応力分担をしやすく、応
力分担レベルが亜共晶黒鉛よりも大きくなり、黒鉛自身のエネルギー吸収が大きくなる。つま
り、過共晶鋳鉄の減衰は黒鉛の応力分担によるエネルギー吸収である。もう一つは堀田 3)、
È.Plenard 5)らによる黒鉛先端応力集中によるマトリックスの塑性流動説である。この説による
と、各種鋳鉄の減衰能は黒鉛の形状によって順位が決められるとしている。片状黒鉛は曲げ
応力で先端における応力集中が起こしやすく、マトリックス中の転位の移動を伴う塑性変形が
生じ、その結果応力緩和が起こるとされる。 
本研究の結果は黒鉛細長さ係数 Ko と減衰率の関係について、それらの二つの説と一致す
る。黒鉛量が同じであれば、黒鉛形状が細長いほど（K0 が大きいほど）減衰が大きいことが判
明した。この結果は黒鉛内部でのすべりによるエネルギー吸収と、黒鉛とマトリックスとの接触
面積が増えて、この界面で応力分担しやすくなることを示している。また、細長い黒鉛は、マト
リックス中に連続分布の度合いが大きいため、黒鉛は応力分担をしやすく、黒鉛自身のエネ
ルギー吸収が大きくなる。 
 
4.4.2 基地の減衰への影響 
 松井ら 2)の研究では、基地組織の減衰能に対する影響について亜共晶から過共晶までの各
種片状黒鉛鋳鉄において、焼きなましで基地をフェライト化した場合と鋳放し状態で基地をパ
ーライトの場合の減衰能を比較調査した。フェライト化した場合、減衰能は増加する。しかもそ
の増加率はひずみ振幅及び炭素当量の大小によって大きく変化しない。その原因はセメンタ
イトの分解によって生じた黒鉛の増加 8)、基地のフェライト化による磁気－機械的損失 9~11)の
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効果などで説明されている。 
 鋳鉄の減衰能に及ぼす基地組織の影響について、水野ら 4)はベイナイト基地のベイニティッ
クフェライトと残留オーステナイトの格子歪みと、残留オーステナイト量に注目して調査した。そ
れによると、対数減衰率はフェライト格子歪みの増加とともに高くなる。また、残留オーステナ
イト量による影響は認められないとしている。更に栗熊ら 7) は、基地組織に関しては、パーラ
イト、フェライト、ベイナイト、マルテンサイトの順に減衰能は上昇する結果を得ている。 
 本研究では、適量な合金添加による基地強化とともに、緻密なパーライト基地に 1~10％
程度のマルテンサイトまたはベイナイトを主に結晶粒界に分布させることで、パーライト基地に
比較して高い減衰能が得られることを明らかにしたが、その原因は必ずしも明白ではない。図
4-7 に強度が 210MPa、対数減衰率が 50.2×10-3 である実験Ⅱ-4 試料の組織を示す。図
4-7a) 、b)に黒鉛及び基地の光学顕微鏡組織を示し、c)に結晶粒界における SEM による高
倍率組織のマルテンサイト（M）及び Fe3P とαからなる擬二元共晶組織ステダイト（Sd）を、d)
にステダイトの面分析結果を示す。これらの結果は、マルテンサイト中にステダイトが分散して
いることを示している。マルテンサイトやベイナイト組織（B）とステダイトとの相互作用により減
衰能が向上したことも考えられる。これらの結果には過共晶組成の片状黒鉛の形状を細長く
大きくし、基地には少量のマルテンサイトやベイナイトをパーライトに混在させることにより、過
共晶組成でも強度と高減衰能を兼ね備える片状黒鉛鋳鉄材を得ることが可能にした。表 4-1
の実験Ⅱ-3 とⅡ-4 材に示すように強度 200MPa 以上で対数減衰率が 30～50×10-3 で、目
標の 20×10-3 を大きく達成した。 
 
各合金元素の適正添加量、好ましい黒鉛及び基地組織の指針を以下にまとめる。 
 
◆合金元素の適量範囲 
3.8～3.9%C、1.8～2.1%Si（CE≧4.4）、Mn≧0.8％、0.3%Cr,Mo、1.0～1.2% Ni、S は
0.05～0. 10%である。 
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図 4-7 試料 Ⅱ-4 の顕微鏡組織と SEM 及び EPMA による P のマッピング 
   a)黒鉛 b)基地 c）結晶粒界 SEM d) 面分析 
 
 
 
 
 
K 0 =39.9，対数減衰率δ=50.2% マルテンサイトM：4%
マルテンサイトMとステダイトSd Ｐ-ｋα
M,Sd
M
Sd
100μm
2μm
a) b)
c) d)
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◆黒鉛及び基地組織 
黒鉛では、A 型が主とするが、強度に劣る C 型黒鉛、または減衰性に不利な D,E 型黒鉛は
10%程度 A 型黒鉛に共存しても差し支えない。また、黒鉛形状係数 Ko を 35 以上にすること
が望ましい。 
基地組織では、緻密なパーライトが主とするが、鋳鉄の優れた切削性を大きく損なわずに
減衰性を引き出すために、マルテンサイトまたはベイナイト等の組織は 10%程度までに含ま
せることを提案する。 
 
4.5 結言 
 本章では、過共晶片状黒鉛鋳鉄の強度を適量の合金組成と型ばらし条件により 200MPa に
確保した上、高い減衰能を得るため、減衰能と黒鉛形態及びマトリックス組織との関係を明ら
かにした。 
また、上記のように開発目標を大きく達成できる合金組成、制御組織の具体的な指針を明
示した。このように過共晶片状黒鉛鋳鉄の組成を基本に、Mn,Cr,Ni,S 等の合金元素の適量
組合せ添加により、当初期待していた黒鉛形態及び基地組織が得られ、実用強度と高い減衰
性を具備した鋳鉄ブレーキ材の開発が可能になった。 
以上の結果より、後の FC200 量産材の製造工法を確立する際、さらに生産ラインの制約条
件を考慮して発展させ、最終的に実機への適用に結びついた。この詳細は 7.3 節で記述す
る。 
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第 5 章 球状黒鉛鋳鉄の機械的性質に及ぼす Si ,Mn,Cu,Ni,S の影響 
 
 
5.1 緒言 
車の軽量化に求められる球状黒鉛鋳鉄材の特性は高強度のみならず、延性（伸び）の低下
をできるだけ避けることも必須である。すなわち、材料の強度と伸びのバランスを最適化する
ことが重要である。そこで、図 5-1 に高機能球状黒鉛鋳鉄の材料特性に及ぼす諸要因の影響
を特性要因図的にまとめ、化学成分や組織制御、また冷却条件が機械的性質に及ぼす影響
に関して検討を行った。 
本章では、鋳放し条件に限定した各種検討を行うことにより、2 章の図 2-56 に示した高強
度・高延性球状黒鉛鋳鉄材の特性目標を達成する合金組成及び組織制御の指針を明確にす
ることを目的とする。詳細には、まず、実験Ⅰにより Si,Mn,Cu,Ni 及び S の影響を明らかにす
る。そして、実験Ⅱにより冷却条件の影響を明らかにする。最後に、実験Ⅲとして、種々鋳放し
条件の組合せと化学組成の最適化を行うことにより、引張強さ 800MPa-伸び 10%の高特性
球状黒鉛鋳鉄を達成できる条件を明らかにする。また、鋳放し条件での FCD600 材の最大伸
びとその条件を明らかにする。 
上記の研究結果により各合金元素の機械的性質に対する影響、黒鉛又はマトリックスへの
働きを明らかにする。また、組織と冷却速度との関連性について考察する。さらに、トレードオ
フの関係にある強度と伸びにおいて、強度の向上に対して伸びの減少が比較的少ない合金
元素を見つけて、それらの最適化添加範囲を提示する。 
本章での鋳放し条件に対する各種検討を経て、鋳放し材による引張強さ 800MPa-伸び
10%の高特性球状黒鉛鋳鉄の化学組成と組織制御の具体的な指針を示す。また、FCD600
材の伸びの目標を更に 20%に向上した球状黒鉛鋳鉄材を試みるため、次章は熱処理条件の
影響を検討した上、実験Ⅲより考案される高強度試作材を用い、高伸び球状黒鉛鋳鉄材の熱
処理組織及びその熱処理条件を明らかにする。 
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5.2 実験方法 
5.2.1 合金元素の影響（実験Ⅰ）  
球状黒鉛鋳鉄材の高強度化には合金元素の選定は、一般的にフェライトとパーライトの強
化により行うことが多い。本研究ではフェライト強化元素である Si,Mn,Ni と、パーライト安定化
元素である Cu と Mn などの組合せで、高強度と高延性をバランスよく実現する最適な量を明
らかにする。また、S が MgS として安定した黒鉛核物質を形成することで黒鉛粒数の増加に
寄与し、薄肉 FCD 製品のチル組織を無くす効果が得られる研究 1)に注目した。そこで、本研
究では S が球状化阻害元素であるとする旧知の事実に反して、S 量の増加により高強度・高
延性 FCD 材を製造するための条件を検討した。 
 実験Ⅰは Si,Mn,Cu,Ni 及び S の影響を調査するため、各元素の添加量を各々3～5 水準
に変化させた。具体には、Si を 2.0, 2.3, 2.5%の 3 水準とし、Mn を 0.2, 0.3，0.5%の 3 水
準、Cu を 0.5, 1.0, 1.5%の 3 水準、Ni を 0, 1.0, 1.5 と 2%の 4 水準、S は 0.005 以下、
0.010, 0.012, 0.014 と 0.020%の 5 水準に変化させ、鋳造実験を行った。また、他の成分は
一定とした。 
 供試材の溶解は地金の配合として、Si，Mn，Cu，Ni 実験材では、高純度銑鉄と鋼屑との配
合比を 9 対 1 とし、鋳造戻しは使用していない。一方、S 実験材では、高純度銑鉄と鋼屑と鋳
造戻し材の比を 5：2：3 とした。100kg 高周波誘導電気炉を用い、市販の電極黒
鉛,Fe-Si,Fe-Mn,Fe-S 合金,銅屑,電解 Ni により所定目標化学成分に溶製した。球状化処理
は注湯取鍋にて球状化剤と Fe-75%Si とカバー材をサンドイッチ方式で置き注ぎ法による行っ
た。その場合の添加量は溶湯重量の 1.3%とした。また、出湯温度は 1520℃±10℃とした。
接種は注湯時に細粒のFe-75%Siを用い注湯流にて0.15%行った。注湯温度は1390℃程度
とした。 
試験片は図 5-2 に示す JIS G 5502-2001 規格の Y 型試験片（以下 Y 型試験片を単に YB
と記す）の平行部肉厚 12mm（A 号）， 25mm（B 号）の 2 種類を用いた。また、鋳型はフェノー
ルウレタン系自硬性ペップセット型を使用した。鋳型ばらしは、鋳型内で 90 分経過した時点で
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試片の温度は 500℃以下で解枠し、空中自然冷却とした。これら Y 形ブロックより切出し、JIS 
Z 2201 の 4 号試験片に加工をし、引張試験に供した。 
 
5.2.2 供試材肉厚の影響（実験Ⅱ）  
実験Ⅱは、Y 型試験片の肉厚を変えることで冷却速度を調整し、機械的性質と組織に対す
る影響を確認するため、FCD600 相当材を用いて鋳造実験を行った。 
 ここでは、供試 YB 鋳造材は図 5-2 に示す A 号, B 号の他、新たに 2 種類厚肉試験片 C 号
（50mm）とD号（75mm） を加え、合計4種類を選んで引張試験及び熱分析を実施した。実験
方法は次の通りである。 
供試材の溶解は地金の配合比として、鋼屑と FCD 鋳造戻り材を 1 対 1 とし、100kg 溶解で
行った。目標組成は 3.7%C-2.65%Si-0.4%Mn-0.4%Cu とした。球状化処理、接種方法など
は実験Ⅰと同じである。 
また、鋳型ばらし温度の影響を確認するため、図 5-3 に示す位置で測温し、A1 変態点以上、
以下の 2 水準で型ばらしを実施した。具体的には温度が 850℃（A１変態点以上）と 500℃（A１
変態点以下）になった時点の二通りで型ばらしを行った。鋳型の砂種類は上記と同様の自硬
性鋳型を用いた。 
 
5.2.3 高強度材の試作（実験Ⅲ） 
 鋳放し材の最適鋳造条件の検討に際し、図 5-4 に示すような考え方 2)に基づいて、球状黒鉛
鋳鉄材の基地組織の微細化（オーステナイト→フェライト）による強靭化を検討した。基地組織
の微細化を行うために、実験Ⅰで得た Ni や S などに関する知見を活用した化学組成と、黒鉛
の微細化を目的に鋳造条件（冷金や注湯温度、A１変態点上、下型ばらし）を変化させた。引張
強さと伸び特性への影響などを検討した。 
以上の結果に基づいて、実験Ⅲは鋳放し材の最適組成及び製造条件を見極めるため、
FCD450 材（比較材）と 3 つの試作材を準備した。すなわち、FCD450 材と、FCD450 材に 
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図 5-2 実験Ⅰ、Ⅱの各種肉厚 Y 形供試材及び引張試験片の寸法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-3 実験Ⅱ材の熱分析用熱電対の設置位置 
 
a
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b
d
e 中央部
e
a/2
c/2
e/2
熱電対設置位置
Y型供試材の寸法　（JIS　G　5502－2001）　　単位mm
種類 a b c d e
A号 12 40 25 135 270
B号 25 55 40 140 250
C号 50 90 50 160 290
D号 75 125 65 175 280
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1.5%Ni 入り材（以下 Ni-FCD450 材と称す）、Ni を無添加で Cu-Cr-Sn を適量添加した
FCD700 相当高強度材（以下高強度試作材 1 と称す）及び 800MPa-10%を狙った 1.5%Ni
を添加した Ni-Cu 高強度材（高強度試作材 2 と称す）の４つの供試材とした。さらに 3 つの試
作材は、黒鉛粒数を増加させるため、S を炉中溶湯で 0.01%程度、仕上溶湯では 0.008%を
狙って添加した。これら以外の成分は基本的に比較材である FCD450 材と同一成分を目標と
した。 
溶 湯 を 注 湯 用 取 鍋 に て Fe-45%Si-4.5%Mg-1.0RE-1.6%Ca- の 球 状 化 剤 1.4% と
Fe-75%Si とカバー材でサンドイッチ方式による球状化処理を施した後、フェノールウレタン系
レジンを用いた自硬性鋳型（B 号 Y 形試験片）に注湯した。また、実験Ⅰ,Ⅱと異なって実験Ⅲ
では試験片肉厚を一定とし、これに冷し金を用いて急速に冷却させ、その機械的性質への影
響を検討した。冷し金の寸法は図5-2に示す長さ（e）×高さ（c）を260×25mmとし、鉄板の厚
さを 9mm とした。それを B 号 YB の引張試験片採取平行部の両側に設置した。 
鋳造条件の変動要因としては、引張と伸び特性を鋳放し材の段階から見極めるために、注
湯温度(高温で 1405±5℃、低温で 1340±5℃)、冷し金の有無（YB の平行部両側に設置し
た）、さらに鋳型ばらし条件（A１変態点上の 830℃、下の 660℃）の 3 つを変化させた。 
試験片採取及び引張試験は前の実験と同様な方法で行った。 
 
5.3 実験結果及び考察 
5.3.1 合金元素の影響（実験Ⅰ）の結果及び考察 
表 5-1 及び表 5-2 に珪素 Si，マンガン Mn，銅 Cu，ニッケル Ni 及び硫黄 S 添加供試材の
化学組成を示す。添加した合金元素以外の成分はほぼ同じレベルであることがわかる。 
 図 5-5～図 5-8 に Si,Mn,Cu,Ni を変化させた実験材の引張と伸びの結果を示す。また、
図 5-9 と図 5-10 に S 実験材の引張と伸びの関係を示す。Si に関しては 2.5Si 材は強さと伸
びのバランスが最もよく、Mn に関しては、0.3Mn 添加の薄肉 A-YB 材が 800MPa を超えて、
伸びが 10%をクリアした。しかし、25mm 肉厚の B-YB 材では僅かの Mn 量の増加でも伸びが
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大きく損なわれることが明らかになった。 
Cu材に関しては、Mnと同様に、Cu量が0.5～1.5%に増加するにつれ高強度になるものの
伸びの減少は著しい。一方、Cu 材の中では 0.5%Cu 材の特性が比較的良い。 
Ni 材に関しては、Ni 量が 0～2.0%と大きく変化しても、A-YB 材では、強度が大きく向上す
るが伸びは減少せずほぼ横ばいである。また、B-YB 材でも、強度の増加と伴に伸びの減少
は他の元素に比べ少ないことがわかった。これについて、図 5-11 で Cu と Ni を添加の機械的
性質を比較すると、両者の強度増加分に対する伸びの減少分は異なることが明らかである。
すなわち、Ni は高強度、高伸びを同時に求める場合には、好都合の元素であることが判明し
た。 
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表 5-1 供試材の化学組成 （mass%） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 5-2 S 添加供試材の化学組成 （mass%） 
 
 
 
 
 
 
 
名称 Ｃ Ｓｉ Ｍｎ Ｓ Ｃｕ Ｃｒ Ｍｇ Ｎｉ CE
2.0Si 3.72 2.01 0.31 0.011 0.95 0.029 0.040 1.27 4.39
2.3Si 3.70 2.27 0.30 0.012 0.95 0.029 0.032 1.21 4.45
2.5Si 3.56 2.54 0.33 0.010 0.99 0.028 0.035 1.26 4.41
0.2Mn 3.66 2.63 0.24 0.011 0.53 0.032 0.036 1.21 4.54
0.3Mn 3.64 2.60 0.31 0.011 0.55 0.030 0.034 1.24 4.50
0.5Mn 3.63 2.59 0.45 0.011 0.56 0.031 0.036 1.29 4.49
0.5Cu 3.64 2.57 0.32 0.011 0.48 0.027 0.038 1.30 4.49
1.0Cu 3.63 2.57 0.33 0.011 0.98 0.030 0.037 1.25 4.48
1.5Cu 3.59 2.48 0.32 0.010 1.48 0.028 0.042 1.26 4.42
0Ni 3.66 2.60 0.37 0.010 0.61 0.041 0.034 0.02 4.53
1Ni 3.63 2.58 0.33 0.010 0.57 0.035 0.037 1.03 4.49
1.5Ni 3.69 2.64 0.37 0.010 0.61 0.051 0.038 1.36 4.57
2Ni 3.66 2.55 0.33 0.011 0.58 0.034 0.040 2.14 4.51
名称 Ｃ Ｓｉ Ｍｎ Ｐ Ｓ Ｃｕ Ｃｒ Ｍｇ Ｎｉ CE
8S 3.62 2.33 0.43 0.027 0.005 0.66 0.061 0.038 1.48 4.40
10S 3.69 2.45 0.40 0.028 0.006 0.60 0.047 0.039 1.51 4.51
12S 3.59 2.37 0.38 0.028 0.008 0.59 0.042 0.040 1.40 4.38
14S 3.59 2.37 0.37 0.027 0.010 0.59 0.042 0.031 1.36 4.38
20S 3.64 2.34 0.39 0.026 0.016 0.56 0.064 0.024 1.35 4.42
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図 5-5 Si 添加材の引張強さと伸び特性の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-6 Mn 添加材の引張強さと伸び特性の関係 
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図 5-7 Cu 添加材の引張強さと伸び特性の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-8 Ni 添加材の引張強さと伸び特性の関係 
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図 5-9 S 供試材の引張強さと伸びの関係（B-YB）に及ぼす S 量の影響 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-10 S 添加材の引張強さと伸び特性の関係 
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図 5-11 Ni、Cu 含有量と引張強さ及び伸びの関係（A-YB、B-YB） 
 
 
 
図 5-9 に示したように S 材に関しては、含有量 0.005（S 無添加）～0.016%（0.020%添加）
の範囲において、0.008%までは強度（800MPa を満足）にはあまり影響を示さないが、伸びは
S 量が 0.010%までは増加とともに若干向上し、その後ほぼ一定となる傾向を示す。また、図
5-10 に示したように、強度と伸びのバランスでは、A-YB 薄肉材の 8S～14S 材（含有量 0.006
～0.010%材）が比較的良く、また、B-YB 材の場合、12S 材（含有量 0.008%）が最も良いこと
が明らかである。一方、20S 材（0.020%添加、0.016%含有材）は肉厚に関係なく両方とも最
も悪かった。その理由を図 5-12 より考察する。S 量が増加するにつれ黒鉛粒数が増加し、基
地のフェライト量が増加する。一方、球状化率は低くなる傾向を示した。ゆえに、0.010%程度
含有されると、黒鉛粒数によるフェライトが増えることにより伸びが向上し、0.010%程度を超え
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ると、球状化率の低下による伸びへの悪影響が大きくなったと推測できる。また、強度に対し
ても適度の S 含有により黒鉛粒数が増加し、これにより少々のフェライトの増加分と球状化率
の低下による強度の低下は現れずに済む。しかし、S 量（例えば 0.016%）を増やしすぎると、
基地組織のフェライト率が大きく増加し、また球状化率が大幅に悪くなること（90%程度⇒77%
へ大きく下がった）で、大きく強度低下に繋がることは容易に考えられる。いわば最適なS量が
存在することが判明した。S 量の黒鉛球状化率への影響は図 5-13 の組織写真を見ると明ら
かである。すなわち、0.016%S 材は黒鉛組織の一部が球状から崩れて芋虫状（CV 黒鉛）に
なっている。 
球状化率と強度および伸び特性の関係に関しては第 2 章の図 2-224)に示したように、球状
黒鉛鋳鉄で最も重要な要因は黒鉛の形状であり、球に近いことが不可欠である。引張強さは
黒鉛球状化率に比例するが、伸びは球状化率が 80%を超える付近から急増することがわか
る。 
また、なぜ S 量が多くなれば黒鉛粒数が増えることについては、中江、五十嵐ら 3,5)の研究
結果で説明できる。つまり、一般の球状化処理には Mg や RE,Ca を用いるので、極低 S の溶
湯を除くと、これらの核物質は何れも硫化物であることが分かっている。すると、これまででは
球状化処理の最も有害元素とされてきた S には核生成作用があり、0.010mass%程度は必
要な元素であることが判明している。 
第 2 章の図 2-216)に示した Si,Mn,Cu,Ni の強度への影響については、フェライトの強さに対
する合金元素の影響より、鋳鉄の主要合金元素である Si や Mn は著しいフェライト強化元素
であることがわかる。また、一般的には Mn や Cu などのパーライト安定化元素の添加で FCD
の強さを制御している。これに関しては、図 2-23 のような結果が報告されている 7)。図中で複
合則の値とは、球状黒鉛鋳鉄の引張強さを単純にフェライト基地とパーライト基地の球状黒鉛
鋳鉄の引張強さに、その体積分率を掛けて求めた値である。これらの値はほとんど一致して
おり、まさに基地組織だけで引張強さが決まっていることを明確に示している。 
また、Ni は固溶強化元素であるとともに、結晶粒径を微細化する働きがあることが知られて
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いる 8,9)。従って、Ni の添加は引張強さ、降伏強さを向上させ、肉厚感受性を低下させることが
できる。さらに、凝固時に黒鉛化を阻害せず、黒鉛の球状化などにも影響しない。図 5-14 に示
すように、パーライト促進元素の Cu,Mn と違って Ni ではパーライト面積率はその添加量によ
る変化は少なく、パーライトの増加による伸びの低減も少ないことは上記図 5-11 の実験結果
で明らかにした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-12 S 量と黒鉛平均粒数、球状化率及びフェライト面積率の関係 
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図 5-14 Ni,Cu 含有量とパーライト面積率、黒鉛球状化率及び平均粒数の関係 
 
 
5.3.2 供試材肉厚の影響（実験Ⅱ）の結果及び考察 
（1）FCD600 材各種肉厚 YB の熱分析曲線 
 表 5-3 に示す化学組成を有する FCD600 相当材の A，B，C 及び D 号 YB における熱分
析の結果を図 5-15 に示す。肉厚 12～75mmYB 材の肉厚中央部で測定した冷却曲線が示す
ように、YB の肉厚が厚くなるほど共晶凝固及び共析変態の時間が長く、冷却が遅くなってい
る。それぞれの YB の中央部温度が 850℃（以下 A１上）または 500℃以下（以下 A1 下）になっ
た時点で、鋳型ばらし（YB を鋳型から取り出し）を行った試料の機械的性質の結果を次に記
す。 
（2）各種肉厚 YB の機械的性質 
 図 5-16 に FCD600 相当組成の 12～75mm 肉厚 YB の機械的性質を示す。図に示すとおり、
肉厚が大きくなるにつれ引張強さ及び伸びは若干下がる傾向を示す。硬さはほぼ横ばいであ
る。 
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また、A１上、下での型ばらし同士を比較すると、A1 上で早く解枠した YB の引張強さが高く、
しかも肉厚薄い YB ほどその差は大きいことが認められた。一方、伸びは A1 上早く開枠した方
が低くなるが、YB 肉厚の影響は認められなかった。また、硬さでは A１上で解枠した方が若干
硬くなって、肉厚による影響は認められない。 
図 5-17 に引張と伸びのバランスを示す。薄肉（A-YB 材）ほど引張強さと伸びのバランスが
よく高強度で高伸びの傾向を示す。その点に関しては、次の組織,冷却速度との関連性につい
て考察する。 
 
 
表 5-3 実験Ⅱ供試材の化学組成 （mass%） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-15 FCD600 材の冷却に及ぼす YB 肉厚の影響 
C Si Mn P S Cr Cu Mg
FCD600 3.71 2.81 0.37 0.017 0.003 0.050 0.39 0.036
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図 5-16 FCD600 材の引張強さと伸び及び硬さに及ぼす供試材肉厚の影響 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-17 FCD600 材の引張強さと伸びに及ぼす供試材肉厚の影響 
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（3）引張、伸びと組織及び冷却速度との関係 
図 5-18 に各引張試験片の破断面近傍で調査した試料肉厚と黒鉛粒数、粒径、球状化率及
びパーライト面積率の関係を示す。図に示すように、肉厚が厚くなるにつれ平均黒鉛粒数は
大きく減少し、粒径は大きく増大する。また、球状化率は低くなり、パーライト面積率は若干増
加傾向を示す。図 5-19 にそれらの引張試験片の破断面の SEM 観察写真を示す。図に示す
ように12mm～75mm材の肉厚が厚くなるにともない黒鉛粒径が大きく、マトリックスも粗くなっ
ていることが明らかである。 
これらの傾向は第 2 章の図 2-24 10)に示した球状黒鉛鋳鉄の機械的性質の鋳物肉厚依存
性と一致している。図 2-24 より肉厚感受性の本質は肉厚の増大により冷却速度が遅くなり、
黒鉛球状化率が悪化することと結晶粒が粗大化することが原因と考えられる。また、鋳鉄の
場合には結晶粒以外に、最終凝固部に微細な引け巣が発生することもある。 
本実験の結果では、肉厚増加とともにパーライト率は若干増加しているにも関わら 
ず、試験片の肉厚が厚くなるにつれ強度は低くなっている。これは、黒鉛粒数が大きく減少、
粒径が大きくなっていたことが一因であると考えられる。また、球状黒鉛鋳鉄特有の現象とし
て、肉厚化に伴う黒鉛球状化率の低下や、組織の粗大化が影響しているのであろう。 
 図 5-15 に示す冷却曲線と肉厚との関係で見ると、試験片の肉厚が 12mm から 75mm に厚
くなるにつれ、共晶凝固時間が長くになっている。また、Fe-C 系の理論共晶温度 1153℃（本
来、Fe-C-Si 系の理論共晶温度で議論すべきが、便宜上使用）に対する過冷温度は肉厚が厚
くなるにつれ、減少している。この事実と相沢 11)の核生成度（dN/dt）、共晶セルの成長速度
（dR/dt）、と Fe-C 系状態図の黒鉛平衡凝固温度から求めた過冷度（⊿T）の関係、すなわち、
dN/dt ∝⊿T、dR/dt ∝（⊿T）2 に比例することにより、黒鉛粒数は減り、黒鉛とオーステナイト
の成長速度は遅くなり、組織が粗くなると考える。さらに、肉厚試料の黒鉛粒数の減少は凝固
過冷度の影響のほか、一部黒鉛粒子の凝集により起こりえると推測するが、その詳細は不明
である。 
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図 5-18 FCD600 材の黒鉛平均粒数、粒径、球状化率及びパーライト面積率 
に及ぼす供試材肉厚の影響 
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5.3.3 高強度材の試作（実験Ⅲ）の結果及び考察 
各供試材の化学組成を表 5-4 に示す。 
 （1）鋳造条件と機械的性質 
図 5-20 及び表 5-5 に B 号-YB の 4 種材料における鋳造条件と引張強さと伸びの関係を示
す。A1 変態点温度上、下での型ばらしの引張強さと伸びの関係を見てみると、A1 変態点以下
型ばらした時（図 5-20 a））の結果を、当社材料の伸び-引張強さ線図に重ねてみると、3 種の
試作材の中、Ni が 1.5%入った高強度試作材 2 のほうが高伸び側に移っており、他の二つの
試作材より特性が良いことが分かる。 
A1 変態点以上で型ばらした時（図 5-20 b））の引張強さは、いずれも高強度側に移動してい
る。また、伸びにも幾分向上された結果となっている。すなわち、強度-伸びのバランスがよくな
っていた。一部試作材の引張-伸びの値は 800MPa-10%以上、または 600MPa-16%に達し、
同強度グレードJIS 規格球状黒鉛鋳鉄材の伸びが大きく向上した結果となっている。また、A1
変態点以上型ばらし場合の引張-伸び特性のバランスが若干よい傾向を呈している。 
一方、A1 変態点以上の高い温度で型をばらすと、成分の相違（FCD450 以外の 3 材種）に
よる引張-伸び特性間の差は少なくなる傾向を確認した。また、冷し金有無や注湯温度などの
鋳造条件の変化によって、引張-伸びが大きな影響を受ける材質も見受けられた（たとえば、
高強度試作材 1）。いずれにせよ鋳造条件は鋳放し材の機械的性質に大きな影響をもたらす
ことが明らかである。 
 
（2）鋳造条件と組織の関係 
 上記鋳造条件による機械的性質の様々の変化を組織上詳しく見てみることとする。 
1) 冷し金、注湯温度の影響 
FCD450材の通常型ばらし条件（A1変態点以下）における冷し金有無及び注湯温度の黒鉛
と基地組織に対する影響を取り纏めて図 5-21 と図 5-22 に示す。同様に Ni-FCD450 材の組
織への影響を図 5-23 と図 5-24 に示す。黒鉛組織では、FCD450 材（図 5-21）、Ni-FCD450  
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表 5-4 実験Ⅲ供試材の化学組成 （mass%） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-20  4 種供試材の引張強さと伸びに及ぼす型ばらし条件、注湯温度及び 
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　※　表中C,Sは高周波燃焼法による（チル試料）、他の成分は湿式分析法による
※※　4種材料のAr１変態点温度実測値は730～689℃である（φ30×50シェルカップ熱分析による）
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材（図 5-23）ともに冷し金を使用した試料、また、低温注湯した試料のほう黒鉛粒数が多く、粒
径が細かいことが判明した。その粒数の差は FCD450 材の場合、最大 213 個、Ni-FCD450
材の場合 195 個も生じていた。冷し金有無や注湯温度などの違いによる凝固時の冷却速度
（過冷など）が異なることが大きな理由であると考えている。 
 引張強さ-伸びに大きな影響を及ぼすパーライト面積率を比較すると、図 5-22 の FCD450 材
の場合、冷し金＋低温注湯のパーライト面積率が 2.9%で最も少なかった。それに対して、冷
し金なし＋高温注湯のパーライト面積率が 9.3%で最も高かったが、その差は僅か 6%程度に
過ぎない。 
 一方、図 5-24 の Ni-FDC450 材の場合、同上同じ組み合わせ鋳造条件でのパーライト面積
率は 13.6%が最も少なく、39.0%が最も多かった。すなわち、両差の差は約 25%にも達してい
た。ゆえに、同様な鋳造条件で 1.5%Ni 添加の Ni-FCD450 材のほうが機械的性質に対する
鋳造条件の影響が FCD450 材より大きいことが判明した。 
2) 型ばらし条件、注湯温度の影響 
冷し金使用した FCD450 材及び Ni-FCD450 材の基地組織に対する A1 変態点上、下での
型ばらし及び注湯温度の影響を図 5-25 及び図 5-26 に示す。図 5-25 に示すように FCD450
材の場合、A1 変態点以上型ばらしかつ高温注湯の試料では、パーライト面積率が 37.8%で
最も高い。それに対して、A1 変態点以下型ばらしかつ低温注湯の試料では、パーライト面積
率は僅か 2.9%しかなかった。両者の差は約 35%に達し、先の 1) 項に記述した冷し金及び注
湯温度による影響の 6%（図 5-22）よりかなり大きかった。同様な見方で、図 5-26 の
Ni-FCD450 材のパーライト面積率の変化を見ると、最も高かったのが 62.3%で、最も少なか
ったのが 13.6%であった。両者の差は約 49%にも達していた。従って、基地組織（パーライト
面積率に限定して）への影響の度合で実験結果を整理して見ると、型ばらし条件（A１変態点上、
下）, 冷し金有無, 注湯温度（高、低）の三つ主要鋳造条件のなかで、型ばらし条件の影響が
最も大きいことを明らかにした。さらに、FCD450 材と Ni-FCD450 材を比較した場合、後者の
方が型ばらし条件がより大きく影響を受ける。両材の引張強さに及ぼす型ばらし条件の影響 
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図 5-21 FCD450 材の黒鉛粒数に及ぼす冷し金及び注湯温度の影響 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-22 FCD450 材の基地組織に対する冷し金及び注湯温度の影響 
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図 5-23 Ni-FCD450 材の黒鉛組織に対する冷し金及び注湯温度の影響 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-24 Ni-FCD450 材の基地組織に対する冷し金及び注湯温度の影響 
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図 5-25 FCD450 材の基地組織に対する型ばらし条件及び注湯温度の影響 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-26 Ni-FCD450 材の基地組織に対する型ばらし条件及び注湯温度の影響 
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図 5-27 FCD450 材のパーライト率及び引張強さに対する型ばらし条件の影響 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-28 Ni-FCD450 材のパーライト率及び引張強さに対する型ばらし条件の影響 
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については、図 5-27 及び図 5-28 に示す。図に示すように引張強さはパーライト面積率と良い
相関が認められることから、先に記した両材の型ばらし条件とパーライト面積率の関係に似て
Ni-FCD450 材のほう引張強さの変化は大きいことが明白である。 
 
5.4 実験結果のまとめ 
 本章は自動車足回り部品の軽量化を目的に高強度・高延性球状黒鉛鋳鉄の製造法を検
討した。このため、マトリックス強化と同時に伸びの減少を最小に抑制するため、主に化学組
成が引張強さ及び伸びに対する影響について詳細に検討した。また、合わせて冷却条件（鋳
型ばらしや YB の肉厚など）の影響にも検討した。更に、球状黒鉛鋳鉄材の黒鉛及び基地組
織の微細化を目的に種々鋳放し条件の組合せと化学組成の最適化を検討した。それらの結
果をまとめると、以下の知見が得られた。 
（1）各添加元素の影響及び最適量 
  Si はフェライトへの固溶強化により伸びを減じることなく降伏強度や引張強さを高める。今
回の検討範囲においては 2.5%Si が引張強さと伸びの関係が最も良好であった。 
  Ni は固溶強化、フェライト結晶粒の微細化などで、強度を高めると同時に、添加量 0～
2.0mass%と大きく変化しても、A 号と B 号 YB 材では、強度は大きく向上するが伸びは減少せ
ず、ほぼ横ばいまたは僅か減少に留まり、Mn や Cu に比べ伸びの減少がかなり少ないことが
わかった。 
  S は従来から球状化阻害元素として、積極添加は厳しく制約してきた経緯があった。しかし、
今回 0～0.020mass％添加した試料を用いて検討した結果、含有量 0.008～0.010mass%程
度では強度は 800MPa を満足し、伸びが S 量の増加による黒鉛粒数の増大で、フェライト量
が増え伸びも向上した。但し、過剰の添加（例えば 0.016%S）は黒鉛球状率を著しく低下させ、
球状黒鉛以外に芋虫状の CV 黒鉛が生じて、フェライトが大幅に増えても伸びが向上せず、強
度が大きく下がることが明らかになった。よって、S の最適量は 0.008～0.010%程度が妥当と
考える。   
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Mn と Cu はパーライト促進元素であるため、強度の向上には効果を発揮するが、伸びの低
下が大きいため、多量の添加は望ましくない。 
本章で検討した結果により各合金元素の最適量（含む範囲）及び好ましい黒鉛及び基地組
織の指針を以下にまとめる。 
 
◆合金元素の最適量は次の通りである 
2.5%程度 Si、Mn≦0.3%、Cu≦ 0.5%、 Ni≧1.5%%、S は 0.008～0.010%（球状化率≧
85%） 
◆黒鉛及び基地組織は 
球状化率は 85%（JIS 規格では 80%以上）以上、高いほど良い。黒鉛粒数をできるだけ多く
し、25mmYB 材の場合 150 個/mm2 以上、12mmYB 材の場合 200 個/mm2 以上が望ましい。
また、 パ ーライト率（フェラ イ ト率）は 70 ～ 85% （ 30 ～ 15% ）程度が強度と伸びが、
800MPa-10%をバランスよく達成するのに必要である。 
 （2）冷却条件の影響 
 A1 以上、以下の鋳型ばらし温度の影響に関しては次の通りである。いずれの肉厚 YB の場
合でも、強度は A1 以上の方高いが、伸びは低くなる。また、引張強さと伸びのバランスで見た
場合、A1 上、下での型ばらしと関係なく、薄肉 YB ほどバランスがよいことを示す。 
 肉厚差による機械的性質の違いに関しては、薄肉 YB ほど引張、伸びともに高くなる傾向を
示す。薄肉 YB では凝固過冷度及び共析変態冷却速度ともに早いため、黒鉛粒数が多くなり、
粒径が小さくなり、基地組織も緻密になったためと考える。 
機械的性質に及ぼす鋳物肉厚の影響については通常の金属材料と異にする。一般に金属
材料の強度は結晶粒度の大きさに依存する。これはホール-ペッチの式として、強度が結晶粒
径のルートに反比例することでよく知られている 12)。すなわち、結晶粒が細かいほど材料強度
は向上する。一方で、鋳物の場合には肉厚が増すほど冷却速度は遅くなり、結晶粒は粗大化
する。鋳鉄の場合には結晶粒以外にも黒鉛形態も変化し、最終凝固部に微細な引け巣が発
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生することもある。従って、鋳鉄鋳物の機械的性質に及ぼす鋳物肉厚の影響を考慮すること
が不可欠である。 
（3）化学組成及び鋳造条件による鋳放し材の最適化 
◆FCD800 の高強度-高伸び材 
表 5-5、または図 5-20 の b)に示す鋳放し材（B 号：25mmYB）の結果をみると、3 つの試作
材の組成とも、A1 変態点以上鋳型早ばらし条件を用いれば、高強度・高伸びの特性を獲得で
きることが明らかになった。これより、高強度試作材 1（875MPa- 10.5%）及び高強度試作材 2
（819MPa- 10.2%）では、何れも 800MPa-10%の目標を達成した。冷し金を用いない
Ni-FCD450 材及び高強度試作材 2 でも、それぞれ 902MPa-9%と 889MPa-9.4%の高強度・
高伸び特性を得ている。従って、いずれの試作材とも、A1 変態点以上での型ばらしを行えば、
引張強さと伸びのバンランスに優れる鋳放し材が得られることが明らかになった。   
 
            表 5-5 最適化実験材の諸性質（B 号：25mmYB） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-29 にそれら材料の組織写真を示す。黒鉛及び基地組織の特徴を表 5-5 のデータとあ
わせて見てみると、黒鉛組織では、冷し金を用いた高強度試作材 1，2 の黒鉛粒数はそれぞ
れ 362 個、390 個/mm2 で、冷し金を使用しなかった Ni-FCD450 材と高強度試作材 2 の黒鉛
基地組織
平均粒数 球状化率 パーライト率 引張強さ 伸び
あり なし A1以下 A1以上 高温 低温 個/mm2 % % MPa %
FCD450 ○ ○ ○ 269 98.2 37.8 644 16.0
○ ○ ○ 158 95.9 39.0 601 15.9
○ ○ ○ 162 95.5 81.3 902 9.0
高強度試作材1 ○ ○ ○ 362 98.8 84.6 875 10.5
○ ○ ○ 390 98.5 73.9 819 10.2
○ ○ ○ 270 97.9 79.6 889 9.4
機械的性質
供試材
Ni-FCD450
高強度試作材2
鋳造条件の組み合わせ 黒鉛組織
冷し金 鋳型ばらし 注湯温度
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粒数（162 個、270 個）に比較して、かなり多いことがわかる。また、何れの試料の球状化率は
95%以上で、JIS 規格の 80%以上を大きく超えている。一方、パーライト率では高強度試作材
1 が 84.6%で最も多く、高強度試作材 2 の 73.9%は最も少なかった。よって、バランスのよい
高強度-高伸び材のパーライト率は 70～85%程度に制御することが望ましいと考える。 
◆ FCD600 の中強度-高伸び材 
表 5-5、または図 5-20 に示すように、鋳放し条件では、FCD450 材と Ni-FCD450 材で
600MPa-16%程度（644MPa-16%と 601MPa-16%）が得られることを示す。化学組成以外の
鋳造条件で見ると、FCD450 材では A１変態点以上での型ばらしが必要で、Ni-FCD450 材で
は A１変態点以下の通常型ばらしでも、同等な FCD600 の材料を得ることができる。FCD450
材と Ni-FCD450 両材の組織写真を図 5-30 に示す。表 5-5 に示すように黒鉛及び基地組織に
より、引張強さ 600MPa の強度を満足するパーライト率の目安は 40%程度であると考える。 
 
5.5 結言 
本章では高強度・高延性球状黒鉛鋳鉄材料を開発することを目的とし、化学組成や組織制
御、また冷却条件が機械的性質に及ぼす影響に関して、鋳放し条件に限定した各種検討を行
った。これよりフェライトの固溶強化かつ結晶粒微細化元素の Ni と、パーライト促進元素の
Mn,Cu の適量添加により、そして適量の S 添加により球状化率を悪化せず、MgS 黒鉛核物
質の増加による黒鉛粒数を増やすことにより、高強度・高伸びに好ましいパーライト面積率と
黒鉛粒数及び黒鉛球状化率の制御指針を明らかにした。これより、本研究の目標である
800MPa-伸び 10%以上の球状黒鉛鋳鉄材を鋳放しで実現可能であることを明らかにした。 
一方、鋳放し条件のみでは伸びが 20%の目標に近づけることはまだ困難であることも判明
した。次章では、熱処理条件の検討を行った上、この課題の解決を試みる。 
 以上実験Ⅰ～実験Ⅲの結果により、FCD800 量産材の製造工法を確立する際、各パラメー
タの設計（品質工学手法 13））の指針となり、高強度・高延性球状黒鉛鋳鉄が軽量化足回り部
品実機への適用に大きく貢献した。 
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図 5-29 A1 以上型ばらし FCD800 高伸び材の基地組織に及ぼす冷し金の影響 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-30  鋳放し FCD600 高伸び材の基地組織に対する型ばらしの影響 
a) 球状化率：98.2%、黒鉛粒数：269 個、パーライト率：37.8% 
b) 球状化率：95.9%、黒鉛粒数：158 個、パーライト率：39.0% 
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第 6 章  球 状 黒 鉛 鋳 鉄 の基 地 組 織 、機 械 的 性 質 に及 ぼす熱 処 理
の影 響  
 
 
6.1 緒 言  
 これまでの検討により、高強度・高延性球状黒鉛鋳鉄（800MPa、伸び 10%）の製造は、基
地組織の強化と黒鉛粒数や球状化率の制御により鋳放し材でほぼ達成可能であることがわ
かった。しかし、本章では更なる伸び特性の向上を目的として熱処理条件の検討を行った。 
 まず熱処理によるパーライト形態の制御方法やその機械的性質への影響を検討する。また
そのパーライトの組織を支配する要因を明確にする。これより、高強度・高延性化可能な組織
及びその具体的な熱処理条件に関する知見を得ることを目的とする。 
次に、本研究の第 2 の課題である強度 600MPa 以上で、伸び 20%の高延性球状黒鉛鋳鉄
材の開発指針を得るために、前章実験Ⅲの検討結果により得られた Ni-FCD450 材と高強度
試作材 1 の両材を用い、上記検討した高強度・高延性化可能な組織とその熱処理条件を併せ
る検討をした。それにより上記の課題をほぼ達成できる具体的な条件を明確にする。 
球状黒鉛鋳鉄の基地組織の微細化により高い延性を得るために、特定の熱処理手法の検
討を試みた。すなわち、数μm 径のフェライトとパーライトからなる微細な 2 相混合組織とする
ことを目的とした。鋼の分野では、結晶粒の微細化と第 2 相粒子の均一微細分散化による構
造材料の強靭化が最も基本的な方策である 1,2)。亜共析鋼では Up-quenching 法と呼ばれる
特殊な熱処理方法により、数μm 径のフェライトとパーライト結晶粒の均一な組織が得られて
いる 3,4)。これまでに、著者らはパーライトの層状から球状への組織遷移に関して、片状黒鉛
鋳鉄の基地組織に対する硫黄（S）及び熱履歴の影響の検討 5)を行ってきた。 
一方、鋼の一部にも C を黒鉛化させた黒鉛鋼の研究があり 6,7)、Okamoto は P（リン）と S
にセメンタイト（パーライトと言ってもよい）安定化作用を認めている。これら元素の黒鉛化防止
作用はセメンタイトへの P と S への吸着であろうと推論している。また、フェライト基地中のセメ
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ンタイト粒子の粗大化に及ぼす合金元素の影響において、佐久間ら 8)は、表面活性元素であ
る Sb や P などの影響を検討している。これらの結果は球状黒鉛鋳鉄のパーライト安定化の検
討にも参考になりうると考えた。 
 そこで、本研究では高強度球状黒鉛鋳鉄の延性を改善する目的で、パーライトの形態に対
する P,Sn（界面活性化元素 9））量及び熱履歴の影響を調査した。ここでは球状パーライト組織
と 2 相混合組織を得るための製造条件の検討と、これら組織とを検討した。 
 
6.2 実 験 方 法  
6.2.1 供試材の作製 
 供試材は 100kg 高周波誘導電気炉を用い、リン添加試料（以下 P 材と称す）は、高純度銑
鉄と鋼屑、球状黒鉛鋳鉄の戻し材の割合を 5 対 2 対 3 で配合し溶製した。すず添加試料（以
下 Sn 材と称す）では、鋼くずと球状黒鉛鋳鉄戻し材の比を 1 対 1 とした。各添加剤は電極黒
鉛、Fe-75%Si、Fe-28%P 及び純度 99.9%の金属 Sn を用いた。黒鉛球状化処理は球状化剤
Fe-45%Si-4.5%Mg-1.1%RE-1.5%Ca 合金を 1.4%、これに Fe-75%Si 及び少量の鋼屑をカ
バ ー 材 と し て 用 い た サ ン ド イ ッ チ 法 で 行 っ た 。 こ れ ら 試 料 の 目 標 組 成 は 基 本 的 に
3.65%C-2.5%Si-0.3%Mn-0.2%Cu とし、P 材は P 含有量を 0，0.05，0.1，0.2%とした。Sn 材
は 0.5%Cu で 0，0.04，0.06%Sn とした。 
 球状化処理した溶湯を自硬性 25mmYB 鋳型に注湯し、90 分間鋳型内冷却した後、型ばら
しを行った。これは温度が 500℃以下であり A1 点以下の型ばらし材と称す。Y 形試験片底部
より、25×25×260mm 長さ（組織及び引張試験用）に切断して供試材とした。これら熱処理
条件材一部を JIS4 号試験片に加工し、インストロン型万能試験機で引張試験を行った。 
 
6.2.2 変態点温度の測定 
供試材の変態点温度の測定はφ3×10mm 試験片を用い、縦型熱膨張計により、室温～
900℃加熱・冷却熱サイクルにおける熱膨張曲線から Ac1、Ar1（Ac1 は加熱時の A1 変態温度、
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Ar1 は冷却時の A1 変態温度）を求めた。測定は真空中で行った。加熱、冷却時の平均速度は
0.25K／s とした。  
供試材の A c1 と Ar1 変態点温度を表 6-1 に示す。これにより熱処理条件を決めた。 下記
のように選定した各熱処理温度は表 6-1 の A c1 と Ar1 変態点温度と比較すると、600℃は Ar1
以下の温度であり、750℃は Ar1 と Ac1 の間、800℃は Ac1 の僅か上であることが確認できた。 
また、900℃は Ac1 よりかなり高く、完全なオーステナイト域の温度である。 
 
表 6-1 供試材の共析変態点温度の測定結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6.2.3 熱処理方法 
 （1）組織検討（パーライト形態）供試材の熱処理方法 
これらの供試材は熱処理条件ごとに P 材は 4 試料、Sn 材は 3 試料を同時に鋼製容器に黒
鉛粉と共に挿入し、図 6-1 に示す A，B パターンで熱処理を施した。A パターンは Ac1 と Ar1 の
中間の温度と直上、直下で保持後冷却する熱処理パターンである。B パターンは 900℃保持
後 2 段目を Ac1 と Ar1 の中間と Ac1 の直上保持後冷却するパターンである。P 材は A-1 パタ
ーンの１段熱処理と、Bパターンの2段熱処理とした。それぞれの保持温度は600℃、750℃、
Ar１ Ac1
0P 673 779
5P 675 775
10P 663 789
20P 671 775
0Sn 677 778
4Sn 680 780
6Sn 676 775
Sn
実験区分
P
共析変態温度,℃
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800℃である。保持温度までの平均加熱速度は 0.21K/s であった。 B パターンでは 1 段目は
900℃×40min とし、900℃までの平均加熱速度は 0.32K/s であった。 2 段目の各温度まで
炉冷し（平均冷却速度 0.07K/s）、 60min 保持を行った。     
Sn 材は 700℃、750℃、800℃の A-2 パターン熱処理のみとした。保持時間は 180min で
ある。また、すべての供試材は所定の保持温度および保持時間で保持後、鋼容器毎に炉外
に取り出し、室温まで空冷した。平均冷却速度は、P 材では 0.30K/s、Sn 材では 0.24K/s で
あった。  
（2）引張試験供試材の熱処理方法 
引張試験供試材の熱処理は基本的に図 6-1 に示した A パターンと B パターンで熱処理を
施した。但し、保持温度の選定は、上記組織検討の結果を踏まえ、P 材は A-1 パターンの
750℃（球状パーライト組織）と、B パターンの 2 段目 800℃（2 相混合組織）とし、Sn 材は A-2
パターンの 750℃（球状パーライト組織）のみとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6-1 供試材の熱処理条件 
 
b）  Bパターン（P材）
時間
Ａｒ1
Ａc1
1段目900℃×40min
2段目保持温度※×60min
温
度
空冷
※※　700℃、750℃、800℃
※　600℃、750℃、800℃
a）  Aパターン
時間
 A-1（P材）
温
度
保持温度※×60min
Ａｒ1
Ａc1
空冷
 A-2（Sn材）
時間
温
度
Ａｒ1
Ａc1
空冷
保持温度※※×180min
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6.2.4 組織観察法 
光学顕微鏡観察は、試料研磨後 5%硝酸アルコール液で腐食し、低倍率（×100 倍）と高倍
率（×1000 倍）で観察した。一部試料については更に SEM によるパーライトの立体的観察を
行った。この場合、研磨試料を 20%硝酸アルコール液で約５分間腐食し、アセトン超音波洗浄
を行ってフェライト相を除去し組織観察に供した 10)。また、同じ試料の同一観察視野において
EPMA によるカラーマッピング分析を行った。 
 
6.3 実験結果 
6.3.1 鋳放し材の基地組織 
 得られた試料の化学組成を表 6-2 に示す。ここで、試料の分析方法は、C, S はチル試料を
用いて高周波燃焼赤外線法により、他の成分は試料から切粉を採取し、湿式分析法で行った。
これらの試料は P 材では 0P,5P, 10P, 20P と、Sn 材では 0Sn, 4Sn,  6Sn と標記した。両材
料の鋳放し材の基地組織は図 6-2 に示すようにすべて層状パーライトである。P 材では図 6-3
に示すように P 含有量を 0%～0.19%まで増やすにつれて、パーライト率は 24%から 73%ま
で増加する。また、Sn 材では 0 Sn 試料が 88%、4Sn と 6 Sn 試料は 100%パーライトである
ことより、P 及び Sn（または Cu）によるパーライト安定化作用が認められた。 
 
 
表 6-2 供試材の化学組成 （mass%）  
 
 
 
 
 
 
Ｃ Ｓｉ Ｍｎ Ｐ Ｓ Ｃｕ Ｍｇ Ｓｎ
0P 3.59 2.60 0.29 0.017 0.007 0.22 0.037 ー
5P 3.71 2.52 0.25 0.052 0.008 0.24 0.035 ー
10P 3.69 2.48 0.28 0.098 0.008 0.24 0.037 ー
20P 3.65 2.38 0.28 0.188 0.008 0.23 0.035 ー
0Sn 3.70 2.44 0.52 0.019 0.007 0.56 0.039 0.010
4Sn 3.68 2.39 0.38 0.017 0.008 0.56 0.042 0.045
6Sn 3.69 2.41 0.45 0.018 0.007 0.55 0.040 0.056
Sn
P
実験区分
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図 6-3  鋳放し材の P 含有量とパーライト率の関係 
 
 
6.3.2 A パターン熱処理材の基地組織 
P 材の 1 段熱処理試料の基地組織写真を図 6-4 に示す。図中の Sd はステダイトを示す。
図よりパーライトの形態は 600℃、800℃では層状、750℃では球状であることがわかる。更に、
600℃試料は Ac1 変態温度より低く、オーステナイト化まで達していないため、600℃での層状
パーライトは鋳放し材試料の層状パーライトと大差はなかった。これら試料のパーライト面積
率を測定した結果、鋳放し材で 24%～73%であったのに対して、600℃熱処理材は 29%～
71%と殆ど変わらなかった。また、800℃ではコロニー状パーライトとなっている部位が観察さ
れた。しかし、800℃では球状パーライトの率は20P試料でも僅か４％であった。ちなみに他の
0P，5P，10P の 3 試料もほとんどがフェライト化し、僅かなパーライトが残存するにとどまっ
た。 
Sn 材の基地組織を図 6-5 に示す。図に示すように 800℃では、層状パーライト（PL）と共晶 
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セル境界部に球状パーライト（PG）が僅かに点在している。一方、700℃、750℃では黒鉛の
周囲に球状パーライト、黒鉛から離れた共晶セル境界付近では層状パーライトが残っている。
また、パーライト量は P 材と比べて Sn 材ではかなり多くなっている。  
パーライトの形態を確認するため、A パターンの 6Sn（750℃）及び 4Sn（800℃）試料の球
状パーライト組織を SEM により立体観察した結果を図 6-6 と図 6-7 に示す。これらより、球状
パーライトは立体的には棒状（図 6-6）又は珊瑚状（図 6-7）パーライトであることが判明した。 
 
6.3.3 P 材のＢパターン（2 段熱処理）熱処理試料の基地組織 
2 段熱処理は P 材のみ行った。その基地組織を図 6-8 に示す。Ｂパターン熱処理の各温度
条件において、パーライトはすべて層状である。また、800℃試料は 10μｍ径程度のフェライ
トとパーライトからなる明白な 2 相混合組織になっている。 
 
6.3.4 熱処理組織のまとめ 
A,B パターン全ての試料の基地組織と熱処理条件との関係をまとめて表 6-3 に示す。表中
で鋳放し材の熱処理温度は冷却開始温度を 1150℃と考えて表記した。これより次のことが言
える。 
（1）球状パーライトは A パターン熱処理条件のみ得られる。その場合、P 材は 
750℃のみで、Sn 材では 600℃、750℃（棒状セメンタイト）および 800℃（珊瑚状セメンタイト）
で球状パーライトの生成が認められる。 
（2）P、Sn にはパーライト化を促進する作用がある。但し、球状パーライト生成の熱処理条
件（750℃）において、P 単独の添加ではパーライト安定化作用は弱いことが明らかになった。
一定量以上のパーライトを残すために、Sn,Cu など強力なパーライト安定化元素の適量添加
が必要なことが判明した。 
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図 6-6  A パターン 750℃熱処理した 6Sn 材の球状パーライト 
の SEM による立体的観察 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6-7  A パターン 800℃熱処理した 4Sn 材の球状パーライト 
SEM による立体的観察 
5μm
5μm
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（3）10μｍ程度以下の微細な 2 相混合組織は図 6-8 の B パターン 800℃でのみ生成して
いる。 
（4）鋳放しのパーライトは全て層状である。 
 
6.3.5 A,B パターン熱処理材の機械的性質 
 図 6-9 に P 材、図 6-10 に Sn 材の鋳放し材と球状パーライト（粒状パーライトとも呼ぶ 11））
又は 2 相混合組織熱処理材の機械的性質を示す。図 6-9 に示すように P 材では、鋳放し材に
対し、2 相混合組織材の方が図の右側に移っており、引張強さと伸びのバランスが改善される
傾向を呈した。JIS 規格と当社材料の伸び-引張強さ線図に重ねて見ると、0P 材（0.02%P）の
引張強さと伸びの値は 740MPa-12%で、右上方に突出し、機械的特性が良いこと（高強度、
高伸び傾向）がわかる。また、20P 材（0.2%P）の伸びに注目すると、鋳放し材では伸びが僅
か 2.5%とかなり低かった。それに対して、B パターン（2 段）800℃加熱保持後炉冷した同 20P
材の伸びは 22%まで大幅に改善された。その原因は、炉冷材のフェライト量が大幅に増えた
ことによる伸びを向上した分のほか、ステダイト先端の形態の変化も一因であることが後の
SEM 及び EPMA による調査で明らかになった。すなわち、図 6-11 に示す鋳放し材のステダイ
ト先端が尖がっている形状から図 6-12 に示す 800℃炉冷材は丸くなっているのが分かる。こ
のことにより硬くて脆いステダイトが基地への切欠き作用が緩和され伸びの向上に寄与したと
考えられる。 
一方、粒状パーライト組織材について、全体的に鋳放し材より低強度側に移り、その影響で
伸びが幾分向上したが、引張強さと伸びのバランスでは改善されるとは言い難い。 
図 6-10 に示す Sn 材の結果を見てみると、0Sn～6Sn 材で、鋳放し材と同 750℃空冷熱処
理した粒状パーライト組織材は 800℃空冷熱処理した局部にコロニー状（層状）と球状パーラ
イト組織材の引張強さ-伸びの関係を比較すると、その特性はあまりよくないことが判明した。 
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図 6-9 P 添加材の引張強さと伸びの関係（鋳放し材、A,B パターン熱処理材） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6-10 Sn 添加材の引張強さと伸びの関係（鋳放し材、A,B パターン熱処理材） 
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図 6-11 20P 鋳放し材の SEM、EPMA によるステダイト先端形状の観察 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6-12 20P 熱処理材の SEM、EPMA によるステダイト先端形状の観察 
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6.4 実験結果の考察 
6.4.1 球状パーライトの生成条件 
先の表 6-3 より、P 材の球状パーライトは A パターンの 750℃のみ一部に生成している。
600℃及び 800℃では層状パーライトである。即ち、Ar1 点の下または Ac1 の直上で 60min 保
持では、層状パーライトになっている。同じように Sn 材も 700℃、750℃（Ar1 と Ac1 の間の温
度）で球状パーライト、800℃ではパーライトの大半は層状であり、共晶セル境界相当部に僅
かな球状（珊瑚状）パーライトが生成している。 
 
6.4.2 パーライトの層状から球状への遷移機構 5) 
まず、図 6-13 に 6Sn（750℃）試料で球状パーライトと層状パーライトが混在する場所のパ
ーライトの立体観察結果を示す。これより、黒鉛の周囲は球状パーライトで、共晶セル境界は
層状パーライトであることが確認された。また、同一観察視野における EPMA によるカラーマ
ッピング写真を図 6-14 に示す。これより、Si は黒鉛の周囲に多く、Mn,Sn はセル境界に濃化
していることが認められる。これらの元素の偏析は共析変態温度に影響することが知られてお
り、試料内で共析変態温度は一定ではなく、場所により変化していることを示唆している。すな
わち、黒鉛の周りの変態温度が平均値より高くなり、共晶セル境界は低くなっていることを類
推させる。 
これらのことと、著者らが先の研究結果 5)で既に報告したように、普通鋳鉄のパーライト形
態が層状から球状への遷移機構について述べたこととほぼ一致している。即ち、球状・層状遷
移は共析変態時のオーステナイト中の固溶炭素量と関係があるとした。パーライトの形態はオ
ーステナイト中の炭素含有量が多い場合には層状で、少ない場合では球状になる。これらの
棒状、層状組織は 2 章の 2.4 節の（2）に記載された Hellawell 12)が提案した共晶凝固組織の
決定機構に類似している。すなわち、これら 2 相間の界面エネルギーを考慮し、最小エネルギ
ー問題として第 2 相の形態が論じられている。これによると、共晶合金の凝固組織遷移（棒状
→層状）に及ぼす第 2 相の体積比率の臨界値は 28vol％で、この臨界値より多い場合は層 
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図 6-13 Ａパターン 750℃熱処理した６Ｓｎ材の球状及び層状パーライトの SEM 
による観察  a）球状パーライト，b）層状パーライト 
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状、少ない場合は棒状になると説明されている 12)。 
実際、著者らが先の普通鋳鉄の結果 5) で考察したように、層状から球状パーライトへの臨
界セメンタイト量は 10～15vol％である。本実験成分に近い Fe-C-2.4%Si 系擬二元状態図 14)
で考えてみると、加熱温度 800℃場合のＣ原子の最大固溶量は約 0.56%である。この場合に
はセメンタイトの最大体積率は約 8.6vol％と算出できる 3)。加熱温度 750℃、700℃では、この
値はさらに低くなる。即ち、本実験供試材の基地組織の形態は、固溶炭素量が 0.56％より少
ないと球状パーライトが生成すると言える。従って、A パターンでは 750℃（Sn 材 700℃試料
も）で全ての供試材に球状(棒状)パーライトが生成している。さらに、750℃の方が 700℃より
も多く生成していた。これは、両試料が 700℃と 750℃で加熱保持する際、黒鉛周囲のオース
テナイト中の C 原子は 750℃試料の方が拡散速度は大であり、拡散できる距離も長くなる。こ
れより、黒鉛周辺の広い範囲の炭素濃度は、鋳放し材では共晶凝固終了時のオーステナイト
中の炭素固容量（1.6%5)）から先の臨界値（0.56%）に減少する。このため、750℃試料が
700℃試料よりも球状パーライトが多く生成したと考える。 
次に、Sn 材 800℃試料の共晶セル境界に球状パーライト(珊瑚状)が認められた理由を考え
る。表 6-1 の変態点の実測値は試料全体の平均値である。しかし、黒鉛近傍とセル境界への
Si,Mn,Sn などの元素の偏析により変態温度が変化し、共晶セル境界付近のパーライトが球
状化した、と考えられる。或いは、これらの合金元素の含有量がオーステナイトへの炭素の溶
解度に影響し、この結果をもたらしたのかもしれない。これらの理由から、黒鉛近傍ではコロニ
ー状分布の層状パーライトが形成され、黒鉛より遠く離れた共晶セル境界には球状パーライト
（珊瑚状）が認められたと考えられる。 
さらに、P 材 600℃は Ac1 変態温度より低く、オーステナイト域にまで達せず、鋳放し時に生
成した層状パーライトがそのまま残留し、層状パーライトになっている。 
一方、B パターンの全ての試料は層状パーライトである。その理由について、1 段目のオー
ステナイト化加熱温度が 900℃と高く、固溶炭素量は先の臨界値を大きく超えていたことが考
えられる。つまり、その場合のマトリックス中の炭素の最大固溶量は 0.68%（900℃時のセメン
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タイトの体積率は 10.5vol％）であり、その後の 2 段目熱処理条件（保持温度と時間）では
0.56%以下に下らなかったと推定する。 
 
6.4.3 2 相混合組織の形成条件及び引張・伸び特性 
 本実験において、Ｂパターン 800℃試料（P 材）で 10μｍ程度のパーライトとフェライトからな
る 2 相混合組織を得た。一般的に亜共析鋼の場合、いわゆる Up-quench 熱サイクル法 3,4)で、
平均粒径数μm のパーライトとフェライト粒の混合組織が得られている。また、田中らは Mn 量
が 0.07～0.96％の球状黒鉛鋳鉄（950℃-25hr の第一段黒鉛化熱処理を行った Y 形試験片）
15,16) を、810℃～782℃で加熱保持（1～2hr）後空冷すると、パーライトとフェライトからなる 2
相混合組織を得ている。 
本実験条件はこれらの条件と近似していると考える。田中らの試料では、加熱保持温度は
いずれも共析変態開始（Ac1）の直上、または直下となっており、本実験の Ac1直上の800℃で
行ったことと近いと考える。 
 このような 2 相混合組織の特性は、微細な結晶粒ほど隣接粒子への応力集中を弱める効果
が強いことと、ホールペッチ効果より強度の向上に大きく寄与する。また、伸びは同等量のフェ
ライトを持つブルスアイ組織の鋳放し材と比べると、基地中のパーライトのフェライトへの拘束
力が弱くなることにより変形が比較的容易になるため、焼きならし炭素鋼のそれに類似した挙
動を示すといわれる 16)。本実験 P 材で 0P～20P 試料のＢパターン 800℃熱処理供試材の結
果（図 6-9）を JIS 規格と当社材料の伸び-引張強さ線図に重ねてみると、0P 材の 2 相混合組
織材料の引張強さ-伸び（740MPa-12%）は、これらの曲線の上方に突出しており、一般 JIS 
FCD700 規格材の 700MPa-2%に比較して、同等の強度で伸びが 6 倍も大きく向上した。本
研究の課題である強度と伸びが 600MPa- 20%の目標値に近づける大きなヒントを示唆して
いる。 
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6.5 実験結果のまとめ 
球 状 黒 鉛 鋳 鉄 の 基 地 組 織 、 機 械 的 性 質 に 対 す る P ， Sn 及 び 熱 処 理 の 影 響 を
3.65%C-2.5%Si-0.3%-Mn-0.2/0.5%Cu-0.04%Mg 材を用いて、鋳放し材と熱処理材につい
て検討した。実験の結果、以下の結果が得られた。 
（1） 球状パーライトは Ac1 直下～Ar1 以上の間において、一定時間の保持により得られる。
パーライトの層状・球状遷移のメカニズムは、先の片状黒鉛鋳鉄の場合に類似し、共析変態
時のオーステナイト中の固溶炭素量、即ち、熱処理時の保持温度に依存している。その臨界
固溶炭素量は約 0.56%である。 
（2）光学顕微鏡で観察された球状パーライトは、SEM により立体的に観察すると、棒状又
は珊瑚状セメンタイトである。 
（3）球状パーライト熱処理時の基地のフェライト化傾向を防ぐには、P 単独の添加ではその
効果が不十分で、Sn などの強いパーライト促進元素の添加が有効である。 
（4）2 相混合組織材が引張と伸びのバランスに優れていることは知られ、本実験材では、
JIS FCD700 規格の 2%伸びに対し、6 倍の 12%に向上する。その混合組織は 900℃のオー
ステナイト均一化した後、Ac1 直上の 800℃処理を施すと得られることを明らかにした。 
 以上の結果から、熱処理製法による 600MPa-20%の目標を試みる場合、2 相混合組織材、
すなわち引張強さと伸びのバランスに優れていることは利用可能であると考える。 
  
6.6 高強度・高延性熱処理条件材の機械的性質 
（1）2 相混合組織熱処理後の鋳放し供試材の機械的性質 
  第 5 章の実験Ⅲで検討した Ni-FCD450 材と高強度試作材 1 の 2 つの試作材と FC450
比較材計 3 つの供試鋳放し材を用い、上記図 6-9 の 20P 材に用いた 2 相混合組織（B パタ
ーン）熱処理条件を施した。それぞれの機械的性質の結果を図 6-15 に示す。図に示すように
3 つの供試材とも熱処理後の引張強さは鋳放し材と同等、または向上された。また、中・高強
度材であるNi-FCD450材と高強度試作材1において、伸びにも向上した。さらに､供試材の引
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張強さが高い高強度試作材 1 ほど熱処理後の伸びの向上がより大きいことが一目瞭然であ
る。つまり、同一熱処理条件を施した組成が異なる 3 つの供試材では、引張-伸び特性の改善
度は異なる。その原因の詳細は後述する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6-15 高強度試作材の鋳放し材と 2 相組織熱処理材の引張強さと伸びの関係 
 
 
（2）鋳放し供試材と熱処理材の組織 
 図 6-16 に上記 3 つ供試材の鋳放し及び熱処理材の組織を示す。先ず、供試材のパーラ
イト率を見ると、FCD450、Ni-FCD450、高強度試作材 1 の順に多くなっている。また、熱処理
後の 3 者のパーライト率は同鋳放し材と比較して殆ど変わらないか、むしろ若干減少している。
従って、熱処理前後の強度の変化はパーライト率の変化で単純に説明できない。一方、基地
組織の特徴（分布）に注目すると、パーライト率が高い高強度試作材 1 ほどその熱処理後の
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パーライトの部分は 2 相混合組織（フェライトがネットワーク状に）が多くなる傾向を呈している。
熱処理前後の伸びの変化を見れば分るように、2 相混合組織が多い高強度試作材 1 ほどそ
の伸びの向上分は大きいことが明白である。その理由を以下に考察する。 
2 相混合組織材が機械的性質に勝る原因を図 6-17 に示す模式図で考えてみる。ここでは
ブルスアイ組織材（鋳放し材）と 2 相混合組織材（熱処理材）の組織特徴を部分的に模式図化
にした。仮に両者のフェライト量は全く同じと考えてみる。すると、図中矢印の方向で引っ張ら
れた時、鋳放し材ではフェライトが周りのパーライト（フェライトに比べ変形能が小さく、伸びが
小さい）に拘束され低い伸びとなる。これに対し、2 相混合組織材では、フェライトが分散してネ
ットワーク状に分布しているため、周りのパーライトの拘束力が弱くなるため、大きな伸びを示
すことができる。 
 一方、2 相混合組織熱処理材の強度の向上と組織の関係は、パーライト率からは説明でき
ない。しかし、フェライトの結晶粒径の熱処理前後の変化（図 6-16）を確認すると、熱処理後は
平均粒径が細かくなっていることが明らかである。このことから、微細な結晶粒ほど隣接粒子
への応力集中を弱める効果が強いことにより強度の向上に大きく寄与している 16)と考えられ
る。 
 
（3）高強度・高延性熱処理条件材の結果まとめ 
表 6-4 に 2 相混合組織熱処理条件による結果をまとめて示す。表 6-4 に示すように
Ni-FCD450 材で、強度 612MPa-伸び 18.2%及び強度 597MPa-伸び 18.0%と、さらに中強度
鋳放し供試材の伸びを 2%向上した（図 6-18）。また、高強度試作材 1 で、868 MPa-9.5%及
び 824 MPa-9.4%の高強度・高伸び特性（図 6-19）を得ることができた。組織の特徴として、
図 6-18 に示す FCD600 材では、パーライト率は同鋳放し材の 35～40%（図 5-30）に対しや
や低い 30%でも 600MPa の強度を確保できている。また、図 6-19 に示す FCD800 材の場合、
パーライト率は同鋳放し材の 74～85%（図 5-29）に対し、77～85%でほぼ同等である。 
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図 6-17 ブルスアイ組織材と、フェライトとパーライトの 2 相混合組織材の伸び特性 
考察図（α：フェライト，PL：パーライト，G：グラファイト） 
 
 
表 6-4 2 相混合組織熱処理材の諸性質 
 
 
 
 
 
 
 
 
基地組織
平均粒数 球状化率 パーライト率 引張強さ 伸び
あり なし A1以下 A1以上 個/mm2 % % MPa %
FCD450 ○ ○ 214 96.7 17.9 503 21.7
○ ○ 231 97.4 30.1 612 18.2
○ ○ 214 96.9 30.6 597 18.0
○ ○ 280 97.1 77.0 868 9.5
○ ○ 156 97.3 84.6 824 9.4
高強度試作材1
1409～1367
1413～1378
Ni-FCD450
供試材
鋳造条件の組み合わせ 機械的性質
冷し金 鋳型ばらし 注湯温度
黒鉛組織
1415～1372
℃
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図 6-18 冷し金なし 2 相混合熱処理 FCD600 高伸び材の基地組織 
（Ni-FCD450 材組成）   
a) 球状化率：97.4%、黒鉛粒数：231 個、パーライト率：30.1%  
b) 球状化率：96.9%、黒鉛粒数：214 個、パーライト率：30.6% 
 
 
 
 
25μm
100μm
a)　A1以上ばらし
（引張612MPa-伸び18.2%）
b)　A1以下ばらし
（引張597MPa-伸び18.0%）
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図 6-19  A1 以下型ばらし 2 相混合熱処理 FCD800 高伸び材の基地組織 
（高強度試作 1 材） 
a) 球状化率：97.1%、黒鉛粒数：280 個、パーライト率：77.0%  
b) 球状化率：97.3%、黒鉛粒数：156 個、パーライト率：84.6% 
 
 
 
 
25μm
100μm
冷し金なし
（引張824MPa-伸び9.4%）
冷し金使用
（引張868MPa-伸び9.5%）
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6.7 結言 
球状黒鉛鋳鉄の基地組織、機械的性質に及ぼす熱処理条件の影響について、熱処理条件
と組織の関係、パーライト形態の制御方法やその機械的性質への影響を検討した。またその
パーライトの組織を支配する要因を明確にした。これより、高強度・高延性化可能な組織とし
ては 2 相混合組織材が挙げられ、その具体的な熱処理条件と達成した特性を以下のように示
す。 
（1） 2 相混合組織材が引張と伸びのバランスに優れていることは知られ、その混合組織は
900℃のオーステナイト均一化した後、Ac1 直上の 800℃一定時間保持を施すと得られること
を明らかにした。 
（2） この 2 相混合組織熱処理条件により 600MPa で、最大伸びが 18%を達成できること
を明らかにした。 
これにより、本研究の第二の開発目標である 600MPa-20%の中強度・高伸び球状黒鉛鋳
鉄材には、伸び 20%には届かないものの、かなり近い結果を得た。また、製品化の対象品と
なる足回り部品であるロアアームなどの要求特性（伸び≧10%）に対して十分満足できると判
断している。以下に鋳放し供試材の化学組成と黒鉛及び基地組織、熱処理条件の指針をまと
める。 
 
◆ 鋳放し供試材の作製条件と熱処理条件 
化学組成では、Ni-FCD450 組成を推奨する。 
黒鉛組織では、球状化率が 85%（JIS 規格では 80%以上）以上高いほど良い。黒鉛粒数を
多くし、B 号-YB 材の場合 150 個/mm2 以上が必要である。 
基地組織では、FCD600 クラスの場合、パーライト率が 40%程度である。 
熱処理条件では、上記の 2 相混合組織熱処理条件を提案する。 
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第 7 章 製造方法の確立と実機への適用  
 
 
7.1 緒言 
これまでは、球状黒鉛鋳鉄の高強度･高延性化、また適度な強度を具備した片状黒鉛鋳鉄
の高減衰化に関して詳細な検討を進めてきた。それぞれの材料開発目標は、合金組成及び
鋳造条件の適正化により、黒鉛と基地組織を具体的に制御することで達成可能であることを
明らかにした。 
実機への適用には既存の生産ラインの各種制約条件を考慮し、安定した品質で安く作りこ
む必要がある。具体的には、高強度・高延性球状黒鉛鋳鉄材を得る目的で、A1変態点以上の
温度で型ばらしを行うと、製品部位の肉厚が異なることによって冷却速度が異なり、引張と伸
びの関係にばらつきを与えるばかりでなく、形状が複雑な薄肉製品の場合、残留応力による
ひずみを生じ、製品が大きく変形することがある。また、5 章の実験Ⅰ,Ⅱでは溶解には高価な
高純度銑鉄を地金の一部として配合してきた。これでは製品価格の著しい高騰を招いてしまう。
そこで、高純度銑鉄を用いないで、更に成分の適正化により A1 変態点以上の型ばらしも必要
としない量産工法の確立が必要不可欠である。 
本章では、高強度・高伸び（800MPa-10%）材において、これまでに固有技術を開発してき
た結果から高純度銑鉄の配合を無くすため、また高価な Ni 配合量の低減法を検討した。これ
には主要化学組成や接種量、黒鉛球状化処理などの条件を検討し、生産ラインで安定した高
品質特性の材料を低コストで製造できる量産条件を確立する必要がある。ここでは、多くの変
動因子の特性に対する影響を同時に検討できる品質工学的実験法 1)を導入した。これにより、
高強度・高伸び球状黒鉛鋳鉄材の特性（特に伸び）のばらつきを改善し、信頼性の高い球状
黒鉛鋳鉄の量産可能な RD800 材（開発目標 800MPa-10%）の開発に関して記述する。これ
により、量産工法の確立と実機への適用を実現した。  
また、高減衰片状黒鉛鋳鉄材の開発においては、ブレーキドラム材として適度な実体強度
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を具備する量産工法を確立する必要がある。これには第 3,4 章の過共晶鋳鉄材の強度及び
減衰性における研究結果に鑑み、実際のブレーキドラム製品を用いて主要化学組成と生産ラ
イン実際での型ばらし条件（A1 変態点以下）を組合せて実験を行った。これより得られた
C,Si,CE などの主要化学組成の管理幅を厳格化することにより、製品の実体強度と減衰能を
両立し得るブレーキドラムの生産工法を確立し、実機への適用を可能にした。    
 
7.2 高強度･高伸び球状黒鉛鋳鉄材製造方法の確立と実機への適用 
7.2.1 品質工学による製造条件確立の概要 
（1）品質工学の検討方法 
品質工学を金属材料開発へ適用するには、強度と伸びの開発目標 800MPa-10%を品質
工学上の基本機能に置き換える必要があった。これには、現状の FCD800 材（伸びが 2%）と
比較し、強度を下げずに伸びを向上させる必要がある。このとき、必要となる高強度・高延性
球状黒鉛鋳鉄材の機能を満足させる線図には、近年、品質工学による金属材料の開発への
適用における衛藤 2)が提唱した理想線図（図 7-1）が適当であると考えた。この図は、応力とひ
ずみの関係を示すもので、図中の目標値 m が示すように、降伏強度までは応力は一直線に
上がり、降伏強度以降はどこまでも伸びる線図である。ここでの目標値 m とは、金属材料の疲
労劣化による破壊の場合、疲労強度と相関が強い降伏強度を上げればよいことを示す。また、
部品に大きな荷重が加わった場合（例えば自動車の衝突事故時など）、部品が壊れずに変形
するには伸びが大きい方が良い。本研究はこれらの概念に基づいて理想線図の考え方を採
用し、量産への適用を検討した。また、解析の評価は応力とひずみの関係を塑性領域まで評
価するため、タグチメソッドの標準 SN 比 3,4)を用いて評価することにした。 ここで、標準 SN 比
とは図 7-1 に示す応力-歪曲線 Nn （実験条件 1）と N’n （実験条件 2）の平均値 (N0)に対する
ずれの評価尺度で、すなわち実験条件 1,2 での応力（引張強さ）または歪（伸び）のばらつきを
表すものである。品質工学的な概念については参考文献 3,4)に詳細に記述されている。 
以下に品質工学手法による検討する際、制御因子と水準、誤差因子と水準の選び方や、
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L18 直交表 5)による実験の結果 6)について 2,3 紹介する。 
（2）制御因子、誤差因子の選定 
品質工学的実験法の中、まず多くの製造条件から制御因子、誤差因子のようなパラメータ
の選定が必要である。これまでの知見により制御可能な因子か制御できない因子（誤差因
子）かを区分して選定した。つまり、球状黒鉛鋳鉄の材力特性は、化学組成のほか製品肉厚、
注湯温度といった諸要因により金属組織が変化することによって左右される。5 章で得られた
高強度・高伸び材の最適化合金組成、鋳造条件と、製造ラインの型ばらし条件などに関する
知見により実験条件を決定した。取り上げた因子としては、銑鉄配合の有無を考慮した溶解
地金材料の配合（制御因子 A）、球状化剤の種類（制御因子 H）、組成から 5 つの合金組成と
接種量の 8 因子を制御因子として選定した。これらの制御因子と水準を表 7-1 に示す。それら
を品質工学の L18 直交表に割り付け鋳造実験を行った。なお、表 7-1 中に網掛けで表示した
条件は初期条件であり、5 章で得られた最適組成材の高強度試作材 2 の条件である。誤差因
子としては製造条件のばらつきとして、表 7-2 に示すように注湯温度を高、中、低の 3 水準
（1420、1380、1340℃）、製品肉厚(試験片素材の肉厚）を厚いと薄い 2 水準（25mm と
12mmYB）の計 6 通りの誤差因子条件とした。表中の N１ 、N２ は素材の肉厚を、N’1 、N’2 、
N’３ は注湯温度を表す。 
 
7.2.2 実験結果 
（1）要因効果図 
 各実験条件での応力-ひずみ曲線の結果により算出された標準 SN 比とβ1、β2 に対する
各種制御因子の効果図を図 7-2 に示す。ここで、β1 、β2 は目標値 m への調整（合わせ込み、
チューニング）に用いられる定数である。その考え方及び計算方法の詳細は品質工学便覧 7)
に準じた。各制御因子において 2～3 水準での効果を整理した。これより最適条件を選定する。
SN 比は大きな値の方がばらつきは小さいことを示し、β1 は１次係数でより 1 に近い値に、β2
は 2 次以上の係数でより 0 に近い値の水準を選択していく 7)。 
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図 7-1 応力（荷重）-ひずみ（変形量）曲線の理想線図 
 
 
 
表 7-1 制御因子と水準 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
歪
応
力
　目標値 ：m
N0 ：平均値
Nｎ：条件1
N'ｎ：条件2
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表 7-2 誤差因子の組合せ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（2）最適条件と比較条件の選定 
制御因子最適化のためには SN 比を大きくするとともに、β1=1、β2=0 となるように各要因
の水準の選択、つまりチューニングを行う必要がある。図 7-2 の要因効果図を見て分かるよう
に SN 比とβ1 、β2 とでは傾向の異なるものが多い。そこで、最適条件としては SN 比とβ1 の
バランスを考え、SN 比を上げてもβ1 を下げない因子、あるいは SN 比への影響が少なく、β1
を向上させ得る因子を選定したものをまとめて表 7-3 に示す。ここで、例えば初期条件は表
7-1 に網掛けで示した制御因子を示す。また、併せて SN 比のみで選定した比較条件（SN 比最
良条件）も参考に示す。 
 
 
 
 
 
 
組合せ
Ｎ１Ｎ’１
Ｎ２Ｎ’１
Ｎ１Ｎ’２
Ｎ２Ｎ’２
Ｎ１Ｎ’３
Ｎ２Ｎ’３ 厚い
高
高
中
中
低
低
厚い
薄い
厚い
薄い
素材の肉厚: N 注湯温度： N’
薄い
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図 7-2 要因効果図 
 
 
 
表 7-3 初期条件、比較条件および最適条件 
 
 
 
 
 
 
初期条件
最適条件
比較条件
A1,B2,C2,D2,E2,F2,G2,H1
A2,B2,C3,D2,E2,F3,G3,H1
A2,B3,C3,D2,E1,F1,G3,H1
 183
（3）確認実験の結果 
取り上げた各要因の基本的な水準（高強度試作材 2 の諸条件）を組合せた初期条件での
確認実験結果の応力-ひずみ線図を図 7-4 a)、同様に上記より得られた最適条件によるもの
を図 7-4 b)及び比較条件によるものを図 7-4 c)に示す。これらの結果に基づき確認実験を 3
回繰り返し、誤差因子 N”1 , N”2 , N”3 についても評価を行った。最適条件では初期条件に比べ
目標とする歪み 10%以下で破断した試験片も少なく、応力も目標値 m に近づいていることが
分かる。  
一方、比較条件ではひずみ１０％までに破断した試験片がないものの、応力が低く目標値
m から大幅に低下している。これは、比較条件では SN 比は向上しているが、β1 を考慮してい
ないためで、今回の高強度・高延性量産材としては不適切であり、最適条件の方がより今回
の開発目標に適していることが判明した。 
これら結果の利得（どれだけ目標値 m の実現に近づいたかを表す）を表 7-3 の条件毎の
SN 比から推定した。また、同じ条件での利得の再現性を確認するために行った確認実験の
SN 比は、表 7-4 の様になる。表 7-4 に示した利得とは 2 つの SN 比の差で 7)、最適条件の SN
比から初期条件の SN 比を引いたものである。最適条件では、初期条件に比べて SN 比の利
得が 6.31db と高く、再現性が確認された。 
 
 
表 7-4 確認実験の結果 
 
 
 
 
 
 
推定 確認 推定 確認
59.64 65.60 0.85750 0.85079
67.23 71.91 0.88201 0.88529
79.26 78.40 0.76269 0.73129
7.59 6.31 0.02451 0.03450
19.62 12.80 -0.09481 -0.11950
標準SN比，db β1
利得(最適-初期）
利得(比較-初期）
初期条件
最適条件
比較条件
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（4）品質特性 
図 7-5 に最適条件での品質特性として、引張強さ-伸びについて初期条件との比較を行った
結果を示す。また、伸びのばらつきを比較した結果を図 7-6 に、引張りの結果を図 7-7 に示す。
これより、引張強さの平均値は最適条件が 819MPa で、初期条件は 794MPa で 25MPa、伸
びは 0.8%の改善が見られた。また、伸びのばらつき標準偏差σで示すと、初期条件のσ＝
1.340 であったものが最適条件では 0.923 となり、大きく改善された。これより、最適条件は材
質の安定化が確認できた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7-5 最適条件材（開発材）と初期条件材（従来材）による引張強さ-伸び特性 
の比較 
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%
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図 7-6 最適条件材（開発材）と初期条件材（従来材）の伸びのばらつき比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7-7 最適条件材（開発材）と初期条件材（従来材）の引張強さのばらつき比較 
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7.2.3 実機への適用 
これまで記述したように品質工学手法を応用することで、研究開発で得られた高強度・高延
性球状黒鉛鋳鉄材料を、生産に適用することが可能となった。これらの結果は 2007 と 2008
年より商用車（中、大型トラック）の足回り部品であるエアサスペンションビームとブラケットの
実用化を果たし、現在も生産量は増大し続けている。図 7-8 に中、大型車に適用したエアサス
ペンション部品の一例を示す。従来はアルミ製であったものを球状黒鉛鋳鉄製に置き換えても
ほぼ同等の重量を実現し、コストメリットなどで量産化に適用することができた。また、図 b)の
大型車用ビームでは、現行生産中の類似品ビーム（FCD450 材）に比べ、製品重量で約 24%
の軽量化効果を確認している。今後は、薄肉軽量化材への適用を考え、現行 FCD450 材部
品を高強度化し、伸びを 10%以上の高延性化により大幅に軽量化する。又は現行アルミ品と
同等の重量を実現して、開発材の用途をさらに拡げて行く計画である。 
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図 7-8 高強度・高延性球状黒鉛鋳鉄開発材（エアサスペンション部品）の適用事例 
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7.3 高減衰片状黒鉛鋳鉄材の製造方法の確立と実機への適用 
7.3.1 実験方法 
（1）実験の組合せ条件 
実用ブレーキドラムの強度と減衰能の両立範囲を確定するため、実際のドラム製品を用い、
生産ラインで実験を行った。その後、基本型ばらし条件である A1 変態点以下で型ばらしを前
提に、主要成分の C,Si,Cr の含有量と、型ばらし条件を表 7-5 に示すように 2～3 水準変化さ
せた組合せ条件で実験を行った。型ばらし条件は、解枠時間を A1 変態点以下の温度の
630℃と 500℃の 2 水準、と解枠時の製品表面の砂除去の有無で 2 水準とした。また、C,Si
以外の成分含有量は 3,4 章の強度と減衰性における各種実験及び考察の結果を考慮し、
1.0%Mn-0.05%P-0.08%S-0.3Cu- 0.3%Mo-1.0%Ni とした。 
 
 
表 7-5 実験組合せ条件（○：実施条件） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0.4 0.5 0.4 0.5
3.6 ○ ○ － ○
3.7 ○ ○ ○ ○
3.8 ○ － ○ ○
3.6 ○ ○ ○ －
3.7 ○ ○ － －
3.8 ○ ○ － －
3.6 ○ ○ ○ ○
3.7 ○ ○ ○ ○
3.8 ○ ○ ○ ○
3.6 ○ ○ ○ －
3.7 ○ ○ － －
3.8 ○ ○ － －
Ｓｉ％
1.9 2.4
Ｃｒ％Ｃ％
75
180
解枠時間
（min）
型ばらし条件
砂除去
有無
有り
なし
有り
なし
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（2）実体強度と減衰能特性合否の判定方法 
製品の強度及び減衰能の合否を判定するため、ブレーキドラム製品に必要な実体強度、減
衰能とブレーキの鳴きの関係を試作評価品の実績により求めた。具体的には製品本体より採
取した試験片で、試験片の採取部の肉厚が 20mm では引張強さを 165MPa 以上とした。この
値は JIS 規格の FC200 材の強度、すなわち、φ30mm 丸棒では 200MPa 以上であるが、肉
厚 20mm 以上 40mm 未満の強度は 155MPa 以上、を参照した。板状試験片の対数減衰率
δは、2 章の 2.6 節の図 2-57 に示した目標値に基づき 20×10-3 以上とした。 
 
7.3.2 実験結果及び実機への適用 
引張強さと減衰率の両特性を達成したものを○、やや不足のものを△、達しないものを×
の 3 段階で評価した。最終的に減衰性と強度両方が○以上と判定された C,Si,Cr の条件を量
産材として取り纏めた。表 7-6 に実験の結果を示す。表の総合判定で○の結果が得られた製
品の C,Si,CE の範囲を図 7-9 に示す。これにより、高減衰量産材の C と Si に関する規格範
囲を設定することができた。しかし、量産時に両特性をより安定して得るためには、C,Si の管
理幅を規格範囲より更に狭く（生産時 C,Si 管理幅）した。この管理幅の妥当性を確認するため、
図7-9に示す管理幅の中央値と上限値で計3回、実生産ラインにおける量産条件の確認鋳造
を実施した。それらの結果を図 7-10 に示す。3 回の確認実験のいずれの場合も、減衰性と強
度特性の両者は目標特性を同時に満足していることを確認した。 
このように、主要成分と型ばらし時間（75 分以上）の諸条件の管理幅を厳格化することにより、
製品の実体強度と減衰能を満足するブレーキドラムの生産を可能にした。その適用製品例を
図 7-11 に示す。その中、トラック用ディスクブレーキロータにおける実車ベースの鳴き試験の
結果を図 7-12 に示す。ブレーキの鳴き発生率は約 1/3 までに低減し、その効果が確認され採
用に至った。また、フォークリフト用ブレーキドラムのブレーキの鳴きも大幅に低減する効果が
ユーザにより確認された。 
本開発材により試作した一部製品の鳴きの評価はブレーキメーカーA 社で実施した。評価 
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図 7-9 強度と減衰性が両立する C,Si,CE 値の範囲（● 特性 OK、× NG） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7-10 実生産ラインによる量産条件確認製品の強度と減衰性 
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方法としては、台上試験（ダイナモメータ）または実車試験で行われた。鳴き（ノイズ）はスキー
ル鳴きと呼ばれるキー音、チー音とグー音鳴きの 3 種類で、その周波数特徴により区分できる。
また、鳴き（音圧）の大きさを次の 1～5 点の五段階に評点した。1 点が良い、5 点は悪いを表
す。一般には3点以上になると鳴きが気になるレベルとされている。具体的に点数のつけ方は、
音圧 70～79db が 1 点評価、80～89db が 2 点、90～99db が 3 点、100～109db が 4 点、
110db 以上が 5 点評価になる。図 7-12 に示すブレーキロータの鳴き全体の発生率は現行材
で 32.8%（1～4 点評価）に比べ、開発材は 10.8%（1～3 点評価）で約 1/3 までに低減した。 
当該量産材は、2006 年から産業車両フォークリフト用各種（1.5～4 トン車クラスの 7 車種以
上）のブレーキドラムの実用化を果すことができ、現在も生産し続けている。  
今後は、さらに他の用途拡大が期待されている。 
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図 7-11 高減衰片状黒鉛鋳鉄開発材の適用例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7-12 小型商用車実車試験におけるブレーキの鳴き発生率比較 
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第 8 章 総括 
 
 
  近年、温暖化ガスが多く放出されることに起因する地球規模の気候変動や環境悪化の厳
しい現状が生じている。そこで、環境に優しい車づくりのため車両軽量化による自動車の燃費
改善が行われている。また、トラックでは車両重量を軽減ができれば積載量が増加するため、
積載量の向上ができる。とりわけ、車両の足回り部品の軽量化は大変重要視されている。そ
こで、エアサスペンション部品であるロッドブラケットやサポートビームなどの薄肉軽量化を実
現するため、高強度･高延性球状黒鉛鋳鉄材の開発は必要不可欠である。 
 また、自動車産業をはじめ多くの産業においてブレーキ鳴きの騒音や車体振動に対する
関心が高まり、それらに対する規制や条例などがますます厳しくなる傾向にあり、その対応と
して減衰能の高い鋳鉄材料の開発が求められている。 
本研究では、上記の社会的ニーズを受けて、自動車もしくは産業車両分野に使用される高
強度・高延性球状黒鉛鋳鉄材及び高減衰片状黒鉛鋳鉄材の開発を行った。これらの高機能
材料に関する研究の結果、両開発材ともに初期の目標を達成し、実機への適用を実現した。  
以下に本論文の各章で得られた研究成果を総括する。 
 
第 1 章「緒言」では、本研究の社会的背景として、地球規模の環境問題を解決するにあたっ
て、自動車足回り部品の軽量化ニーズ、また騒音や振動対策に対して、本研究の目的と意義
を記述した。また、本研究の構成と方針について述べた。  
 
第 2 章「従来の研究」では、本研究に関わる従来の研究について、鋳鉄材料の特徴および
基本的な特性を理解するために、鋳鉄全般について記述した。すなわち、片状黒鉛鋳鉄、球
状黒鉛鋳鉄などの開発の歴史や定義及び分類、特性、用途など、鋳鉄全般について触れた。 
次に、片状黒鉛鋳鉄及び球状黒鉛鋳鉄の高機能化に欠かせない黒鉛形態及びマトリックスを
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制御する際、その理論付けとなる片状及び球状黒鉛鋳鉄の凝固について、更には鋳鉄の凝
固を理解する基礎となる共晶凝固の基礎について記述した。 
これらの基礎検討と従来の研究報告を系統的に調査し、本研究の課題を解決するアプロー
チ方法を明示した。 
 
 第 3 章「過共晶片状黒鉛鋳鉄の機械的性質に及ぼす合金元素及び試験片肉厚の影響」は、
次章と共に過共晶片状黒鉛鋳鉄材の高機能化に関する研究である。本章では鋳鉄ブレーキ
部品の実用強度を確保するため、その強度に及ぼす合金元素の影響について調査した。そし
て、機械的性質に及ぼす試験片肉厚等の影響を調査した。すなわち、 
1）過共晶片状黒鉛鋳鉄の機械的性質に及ぼす C（CE）、Mn（ex-Mn）,Cr,Mo,Ni などの影
響   
2）過共晶片状黒鉛鋳鉄の機械的性質に及ぼす試験片肉厚・鋳型ばらし条件の影響 
この実験結果から、過共晶片状黒鉛鋳鉄材で強度 200MPa を満足させるには、A1 変態点
以下の通常型ばらしでは、ex-Mn を 0.8%以上添加し、さらに Cr を 0.5%、Mo を 0.2%同時添
加すればよいことが判明した。その場合の黒鉛組織はA型で、マトリックスは緻密なパーライト
である。また、CE 値が 4.4～4.6%の過共晶組成に、Ni,Mo,Cr を一定量含有させた直径
30mm の丸棒試料では、A1 変態点以上で鋳型ばらしを行うと、基地組織の 90%以上がパーラ
イト化し、200MPa の引張強さを確保できることを明らかにした。 
 
第 4 章「過共晶片状黒鉛鋳鉄の減衰特性に及ぼす黒鉛形状とマトリックスの影響」では、3
章の結果を受けて、過共晶片状黒鉛鋳鉄材の減衰特性を向上させるため、減衰能に対する
黒鉛形状及びマトリックスの影響を調査し、それらの関係を明らかにした。すなわち、高炭素
（過共晶 CE）化により減衰性を最大にし、それによる強度低下は各種パーライト化元素の添
加により、基地組織を強化することで補った。減衰能と強度に対する組織として、黒鉛形態は
強度と減衰性を兼ね備えた A 型黒鉛（高炭素により避けられない C 型黒鉛を少し含んでもよ
 198
い）とし、これを得るため、S（硫黄）の含有量を 0.05～0.10%S と変化させて検討した。その結
果、実用性及び加工性などを考え、パーライト基地を主とするが、減衰性を高めるため、マル
テンサイトやベイナイトを 0～10%程度含むパーライト基地が最適であることを明らかにした。 
 
第 5 章「球状黒鉛鋳鉄の機械的性質に及ぼす Si，Mn，Cu，Ni，S の影響」 
本章と次章は球状黒鉛鋳鉄材の高機能化に関する研究である。本章では、鋳放し条件に
限定し、各種検討を行うことにより、高強度・高延性球状黒鉛鋳鉄材（800MPa-10%伸び）の
特性目標を達成する合金組成及び組織制御の指針を明確にした。実験Ⅰとして、極一般的な
化学組成の球状黒鉛鋳鉄材の機械的性質、組織に及ぼすこれら合金元素の影響を調査し、
その効果を明確にした。この場合、マトリックス中のフェライト量と強度及び伸びの関係に注目
し、パーライト促進元素である Mn,Cu によるパーライト緻密化と、フェライト固溶強化元素であ
る Ni,Si によるフェライト強化により高強度化を図った。また、強度を向上させても伸びの減少
が最も少ない合金元素として Ni を見出し、その添加量を最適化した。更に、黒鉛の球状化を
阻害する元素として知られる S に注目し、S 添加による黒鉛粒数とフェライト量の関係、また機
械的性質との関係を調査し、強度-伸びに対する最適 S 量を明らかにした。 
実験Ⅱとして、肉厚の異なる A 号～D 号 Y 形ブロックの冷却条件による機械的性質、組織
に対する影響を明らかにした。また、実験Ⅲとして、種々鋳放し条件の組合せと化学組成の最
適化を行うことにより、引張強さ 800MPa-伸び 10%の高品質球状黒鉛鋳鉄を達成できる条件
を明らかにした。また、鋳放し条件での FCD600 材の最大伸びとその条件を明らかにした。 
 
第 6 章「球状黒鉛鋳鉄の基地組織、機械的性質に及ぼす熱処理の影響」では、 
更なる伸び特性の向上を目的として熱処理条件の検討を行った。 
本章では、まず熱処理によるパーライト形態の制御方法やその機械的性質への影響を検
討した。またパーライトの組織を支配する要因を明確にした。これより、高強度・高延性化が可
能な 2 相混合組織及びその具体的な熱処理条件を明らかにした。 
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次に、強度 600MPa 以上で、伸び 20%の高延性球状黒鉛鋳鉄材の開発指針を得るために、
5 章の実験Ⅲの検討結果により得られた Ni 添加 FCD450 材と高強度試作材 1 の両材を用い、
上記の熱処理条件を合わせる検討をした。その結果、Ni-FCD450 材の熱処理材では
600MPa-18％を達成し、上記の伸び 20%の高い目標には若干届かないものの、商用車足回
り部品のロアアームとして、十分に満足できるものが得られた。しかし熱処理が必要なため、
鋳放し材よりコストが高いことと、製品形状によっては歪み（変形）を生じやすい問題があり、こ
れらの解決が今後に残された課題である。 
 
 第 7 章「製造方法の確立と実機への適用」では、高強度･高伸び球状黒鉛鋳鉄材及び高減
衰鋳鉄ブレーキ材の製造方法の確立と実機への適用である。 
FCD800 量産材の開発では、品質工学手法を導入して生産工法の検討を行った。品質工
学的実験法の中、いわゆるパラメータの設計は非常に重要なポイントである。これに際し、5
章で得た高強度材の合金組成、鋳造条件を考慮し、制御因子（5 つの合金組成と溶解地金、
球状化剤、接種量の 8 つの因子）と誤差因子（肉厚、注湯温度）を具体的に決定した。これより、
ばらつきの少ない高強度球状黒鉛鋳鉄材料が得られ、実機への適用が可能となった。これら
の結果は 2007 年と 2008 年より商用車（中、大型トラック）の足回り部品であるエアサスペンシ
ョンビーム及びブラケットの実用化を果たし、現在も生産量は増大し続けている。 
高減衰片状黒鉛鋳鉄量産材の開発では、3,4 章の合金設計の指針と生産ラインの制約条
件を鑑み、主要な製造条件を網羅した実験により目標特性を両立する成分範囲が得られた。
また、成分と型ばらし時間などの諸条件の管理幅を厳格化することにより、製品の実体強度と
減衰能を兼ね備えたブレーキドラムの生産を可能にした。当該量産材は、’06 年から産業車両
フォークリフト用ブレーキドラムの実用化を果すことができ、現在も生産している。今後、さらに
他の用途拡大が期待されている。 
 
第 8 章「総括」では、本研究を総括し、各章で明らかにした研究成果をまとめ示し、その有用
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性及び実際の成果について述べた。 
 
以上により、高強度・高延性球状黒鉛鋳鉄と、高減衰鋳鉄の特性は黒鉛及び基地組織によ
り大きく変化することを明らかにした。また、鋳鉄の組織は各種合金組成及び鋳造条件の影響
を受け大きく変化している。鋳鉄製軽量化足回り部品、と鳴き低減ブレーキ部品に適した合金
設計と製造時各種鋳造条件の最適化、並びに組織制御の手法を確立することができた。これ
らの成果は初期の目標を達成し、実機への適用に続いていてその有用性を示した。 
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